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平成22年９月30日（木曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第24号 平成21年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（８人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 河 野 安 幸

委 員 福 田 作 弥

委 員 星 原 透

委 員 権 藤 梅 義

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 髙 橋 透

委 員 岩 下 斌 彦

欠席委員（１人）

委 員 緒 嶋 雅 晃

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 吉 瀬 和 明

環境森林部次長
豊 島 美 敏（ 総 括 ）

環境森林部次長
黒 木 由 典（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
金 丸 政 保環 境 森 林 課 長

計 画 指 導 監 佐 藤 浩 一

環 境 管 理 課 長 橋 本 江里子

循環社会推進課長 福 田 裕 幸

自 然 環 境 課 長 森 房 光

森 林 整 備 課 長 河 野 憲 二

山村・木材振興課長 徳 永 三 夫

み や ざ き ス ギ
小 林 重 善

活 用 推 進 室 長

工 事 検 査 監 水 垂 信 一

林業技術センター
楠 原 謙 一

所 長

木 材 利 用 技 術
有 馬 孝 

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 花 畑 修 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

○十屋主査 ただいまから決算特別委員会環境

農林水産分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、昨日開催されました主査会における協

議内容について御報告をいたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。お手元の分科会説明要領により行われま

すが、決算事項別の説明は、目の執行残が100万

円以上のもの及び執行率が90％未満のものにつ

いて、また、主要施策の成果は主なものについ

て説明があると思いますので、審査に当たりま

してはよろしくお願いをいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合の審査の進め方についてでありますが、そ

の場合、主査においてほかの分科会との時間調

整を行った上で質疑の場を設けることとする旨、

確認がされましたので、よろしくお願いいたし

ます。

次に、審査の進め方についてでありますが、
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お手元に配付の「分科会審査の進め方（案）」

のとおり、農政水産部につきましては、部長概

要説明後、各課を２班にグループ分けして説明

及び質疑を行い、最後に総括質疑の場を設けた

いと考えております。

審査の進め方について御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、分科会審査の進め方の

とおり進めさせていただきます。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

本日、緒嶋委員は、所用がございまして欠席

いたしますので、御了承よろしくお願いいたし

ます。

それでは、平成21年度決算について、執行部

の説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

○吉瀬環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願いいたします。

座って説明させていただきます。

それでは、平成21年度の環境森林部の決算に

つきまして御説明いたします。

お手元に配付しております委員会資料の１

ページをお開きいただきたいと思います。１ペー

ジから２ページにかけまして、県の総合計画に

基づきます施策の体系表を掲げているところで

ございます。

主要施策の主な内容につきまして御説明いた

します。

まず、１ページの左から２列目の「自然と共

生した環境にやさしい社会づくり」についてで

ございます。右端のほうを説明したいと思いま

すけれども、①の二酸化炭素等排出削減行動の

推進、②の新エネルギーの導入促進につきまし

ては、地球温暖化防止のため、広く県民の皆様

への普及啓発や省エネ等の実践的取り組みの促

進に努めるとともに、住宅用太陽光発電システ

ムの補助等によりまして新エネルギーの普及に

取り組んだものでございます。

その下の③の４Ｒと廃棄物の適正処理の推進

につきましては、循環型社会の形成に向けまし

て、ごみの排出抑制・適正処理やリサイクルの

取り組みを促進するため、リサイクル施設の整

備支援や廃棄物処理施設で排出されます溶融ス

ラグの有効利用に向けました研究開発などに取

り組むとともに、エコクリーンプラザの浸出水

調整池補強工事の円滑な推進に努めたところで

す。

次に、④の良好な大気環境の保全、及び⑤の

良好な水環境の保全につきましては、大気や水

質の常時監視を実施するなど大気汚染や水質汚

濁の未然防止を図るとともに、合併処理浄化槽

の整備促進に努めたところでございます。

⑦の多面的な機能を持続的に発揮する森林づ

くりの推進につきましては、平成18年度から導

入した森林環境税を活用しまして、県民等によ

る森林づくり活動への支援や、児童生徒等を対

象にした森林環境教育の推進等を行いました。

次に、⑩環境学習の推進につきましては、県

立図書館に設置しております環境情報センター

におきまして、環境に関する情報の提供や講座・

研修等を実施するとともに、学校や地域の研修

会等へ環境保全アドバイザーを派遣するなど、

環境学習の活動を支援したところでございます。

⑪の県民、団体、事業者、行政等による環境

保全活動の推進につきましては、県民、団体等



- 3 -

で構成いたします「環境みやざき推進協議会」

と連携しまして、県民総ぐるみ運動「クリーン

アップ宮崎」の実施など環境保全活動の推進に

努めたところでございます。

次に、左から２列目の下の「安全で安心な暮

らしの確保」についてでございますが、右端の

⑫安全・安心な県土づくりの推進につきまして

は、山地災害から県民の生命や財産を守るため

に治山事業や保安林整備事業等を実施するとと

もに、森林環境税を活用し、公益保全上重要な

森林を対象に荒廃林地に広葉樹の植栽を行うな

ど、水資源の涵養や県土の保全に努めたところ

でございます。

続きまして、下の２ページのほうでございま

すが、同じく左から３列目「林業の振興」につ

いてでございます。右端に行きまして、⑬の健

全で多様な森林づくりの推進につきましては、

水源の涵養や土砂の流出防止等の公益的機能を

果たすため、市町村と一体となって再造林や間

伐等の推進に努めたところでございます。

⑭の適正な森林管理の推進につきましては、

地域森林計画の策定や植栽未済地総合対策を推

進するとともに、林内路網の整備にも努めたと

ころでございます。

次に、⑯のグローバルな競争に打ち勝つ木材

産業の構築につきましては、木材製品の加工・

流通体制の充実強化や間伐材等の有効活用を図

るために、人工乾燥施設や木質バイオマス加工・

利用施設等の整備に努めたところでございます。

⑰の県産材の需要拡大の推進につきましては、

県外出荷拡大に向けまして、新たな需要先を開

拓するための商談会の開催や集出荷体制を整備

するとともに、県内における木材需要の拡大を

図るために、公共施設の木造化や内装木質化な

どに対する支援を行ったところでございます。

⑱の未来を拓く新たな技術開発・普及指導に

つきましては、林業技術センターにおきまして

地域林業に密着した試験研究を行い、その開発

した技術等の現場への早期移転に努めたところ

でございます。また、木材利用技術センターに

おきまして杉を中心とする利用技術開発等の試

験研究を推進するとともに、木材利用に関する

普及指導や企業相談等による技術指導に努めた

ところでございます。

次に、⑳の特用林産の振興につきましては、

乾シイタケなどの生産基盤の整備を支援すると

ともに、生産から流通に至る履歴が確認できる

乾シイタケのトレーサビリティシステムの定着

に向けた支援を行ったところでございます。

最後に、○21 の森林・林業・木材産業を支える

担い手の確保・育成につきましては、雇用の場

の確保につながります森林施業長期受託の取り

組みを支援するとともに、林業就業に必要な資

格取得の研修等による林業担い手の確保・育成

や、地域林業の中核的担い手であります森林組

合等の育成強化に努めたところでございます。

以上が、環境森林部の平成21年度の主要施策

の内容でございます。

続きまして、めくっていただきまして、３ペー

ジをお開きいただきたいと思います。環境森林

部の平成21年度歳出決算の状況につきまして説

明いたします。

一番下の合計の欄をごらんいただきたいと思

います。環境森林部全体の決算額は、一般会計、

特別会計合わせまして、予算額370億820万円に

対しまして、支出済額が307億7,316万9,731円、

繰越額が繰越明許費で56億3,869万2,000円と

なっております。この結果、不用額が５億9,633

万8,269円となりまして、執行率は83.2％となっ

ておりますけれども、一番右端に書いてござい
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ますように、繰越額を含めました執行率につき

ましては98.4％となっております。

続きまして、６ページをお開きいただきたい

と思います。監査におきます指摘事項について

でございます。環境森林部に対します監査にお

きましては、物品管理に関する注意事項が１件

ありまして、その内容につきましてはそこに記

載されているとおりでございますけれども、今

後このような指摘を受けないよう、適正な事務

処理を指導徹底してまいりたいと考えておりま

す。

最後に、別途配付されております宮崎県歳入

歳出決算審査意見書において３件の意見・留意

事項がありましたけれども、これにつきまして

は後ほど関係課長から御説明させていただきま

す。

以上が、環境森林部の主要施策の主な内容と

決算状況等でございます。

詳細につきましては、それぞれ担当課長が御

説明いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。

○金丸環境森林課長 それでは、ただいまから

各課ごとに御説明をしてまいりますが、まず使

います資料でございますけれども、各課の説明

に当たりまして、今ごらんいただきました決算

特別委員会資料、それと白い冊子を２つ使用さ

せていただきます。１つが、分厚い縦長でござ

いますが、主要施策の成果に関する報告書、も

う１冊が、やはり縦長でございますが、やや薄

手の「宮崎県歳入歳出決算審査意見書 宮崎県基

金運用状況審査意見書」と書いてございます。

この３つを使用させていただきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、環境森林課につきまして御説明申

し上げます。

まず、特別委員会資料のほうをお願いいたし

ます。３ページをお開きください。環境森林課

の決算は、表の一番上の段にありますように、

予算額55億2,139万4,000円に対しまして、支出

済額54億5,285万6,377円で、不用額は6,853

万7,623円、執行率が98.8％となっております。

次に、７ページをお願いいたします。目の不

用額が100万円以上のものにつきまして御説明申

し上げます。

上から３段目、（目）計画調査費で不用額

が1,907万9,000円でございます。これは、住宅

用太陽光発電システムに対する補助金の執行残

でありまして、太陽光パネルの需要の高まりに

よる品薄状態が生じましたことから、一たん補

助金の申請をした方のうち、期限までに工事を

行うことが困難になった関係で申請の取り下げ

が出てきたことなどによるものでございます。

続きまして、８ページをごらんください。上

から３段目、（目）林業総務費で不用額4,678

万5,354円でございます。これは、ほとんど給料、

職員手当等及び共済費の人件費の執行残であり

まして、当初、県費の科目でございます林業総

務費で予算措置しておりました人件費を、国庫

補助事業の確定に伴いまして、県費から国庫補

助事業に振りかえたことによるものであります。

なお、目の執行率が90％未満のものはありま

せん。

次に、資料かわりまして、主要施策の成果に

関する報告書をお願いいたします。分厚い縦長

の白い冊子でございます。

赤いインデックス「環境森林部」の次の青い

インデックス「環境森林課」、115ページをお開

きいただきたいと思います。上から３行目に書

いておりますように、１）地球温暖化防止に貢

献する社会づくりであります。
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表の中をごらんいただきたいと思います。表

の３段目、下から２段目になりますが、○新 太陽

光発電システム等導入支援でございます。右端

の欄に書いておりますように、県内住宅に太陽

光発電システムを設置する方々に、１キロワッ

ト当たり３万円、上限10万円の補助を行ってお

ります。

その下の段の○新 住宅用太陽光発電システム融

資制度では、太陽光発電システムの購入及び設

置の費用に対しまして、300万円を限度に融資を

いたしました。

次に、116ページをお開きください。１段目の○新

新エネルギー普及啓発推進でございます。太陽

光等に関する情報提供や相談への対応を行うと

ともに、イベントを通じた普及啓発を行ってお

ります。

今後とも、太陽光発電など新エネルギーの普

及促進を図り地球温暖化防止に向けた社会づく

りに努めてまいりたいと考えております。

次に、117ページをお願いいたします。５）環

境保全のために行動する人づくりでございます。

表の１段目の環境みやざき推進では、環境み

やざき推進協議会と連携いたしまして、右端に

ありますように、県民総ぐるみ運動「クリーン

アップ宮崎」の開催、啓発誌「ｅｃｏみやざき」

の発行など、環境保全意識の向上や実践活動に

努めております。

２段目の環境情報センター運営では、県立図

書館内に当センターを設置いたしまして情報提

供や窓口での相談業務を行っており、利用者数

１万2,691人となっております。

そのほか、環境アドバイザーの派遣や、次の

ページでございますが、こども地球温暖化防止

活動推進員事業を実施いたしております。

今後とも、県民の環境学習と実践活動の支援

のため、関係機関と連携しながら事業の一層の

充実に努めてまいりたいと考えております。

次に、119ページをお開きください。４行目、

（１）の環境を守る多様な森林づくりでありま

す。

表の１段目の○新森林・林業長期計画策定では、

新たな宮崎県森林・林業長期計画の策定に向け

まして、木材の需要量調査や意見交換会等を行っ

ております。

３段目の森林整備地域活動支援交付金では、

市町村長と森林所有者等が協定を締結して実施

いたします施業実施区域の明確化作業や、鳥獣

等による森林の被害調査に対しまして、宮崎市

外25市町村に交付金を交付いたしております。

その下の段の流域森林・林業の活性化・適正

管理推進では、植栽未済地の発生抑制を図るた

め、伐採パトロールを実施するなどの取り組み

に対しまして支援を行っております。

今後とも、森林の持つ多面的な機能を持続的

に発揮させるため適切な森林整備を促進してま

いりたいと考えております。

次に、120ページをお願いいたします。中ほど

の（２）新たな木の時代を築く林業・木材産業

づくりでございます。

下の表をごらんください。林業普及指導では、

県内に32名の林業普及指導員を配置いたしまし

て、森林所有者等に対する林業技術や林業経営

の巡回指導等を実施したほか、林業普及指導員

の資質向上のため各種研修を行っております。

また、林業関係者を対象といたしました長伐期

施業導入研修会の開催、長伐期施業モデル林の

設定を行っております。

次に、121ページをお願いいたします。試験研

究でございます。美郷町西郷区にあります林業

技術センターにおきまして、「立地環境に適した



- 6 -

森林経営に関する研究」など、ここに記載して

おります３つの研究を含め10の課題を設定し試

験研究に取り組んでおります。

今後とも、地域の森林・林業・木材産業の状

況等を踏まえながら、現場のニーズに対応した

研究を行うとともに、研究成果等の情報提供に

努めてまいりたいと考えております。

以上が、環境森林課の決算の状況と主要施策

の成果でございます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はありません。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○橋本環境管理課長 続きまして、環境管理課

の平成21年度の決算及び主要施策の成果につき

まして御説明申し上げます。

まず、決算特別委員会資料の３ページをお開

きください。環境管理課の決算の状況につきま

しては、表の２番目の段にありますように、予

算額６億2,539万2,000円に対しまして、支出済

額５億9,076万2,786円で、不用額は3,462万9,214

円、執行率は94.5％でございます。

次に、「環境管理課」のインデックスのとこ

ろ、11ページをお開きください。目の不用額が100

万円以上のものについて御説明いたします。

上から３番目の欄の（目）環境保全費で、不

用額は3,462万9,214円であります。

主なものといたしましては、まず表の下から

４番目の欄、負担金補助及び交付金で不用

額2,479万9,700円であります。これは、市町村

に対する合併処理浄化槽整備の補助で、市町村

の実績が見込みを下回ったことによる執行残

の2,475万7,000円が主なものであります。

また、その下の欄の扶助費の不用額488万6,966

円でありますが、これは、旧土呂久鉱山に係り

ます公害健康被害に対する医療費等の実績が見

込みを下回ったことによるものであります。

次に、主要施策の成果の主なものにつきまし

て御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、青

いインデックスの「環境管理課」のところ、122

ページをお開きください。３）きれいな空気・

きれいな水の確保であります。

一番上の段の大気汚染常時監視でありますが、

県内の大気汚染の状況を測定し、大気汚染の未

然防止に努めたところでございます。いわゆる

光化学スモッグの原因となります光化学オキシ

ダントと浮遊粒子状物質が、大陸からの影響に

よりまして環境基準を達成しておりませんでし

たが、その他の項目につきましては環境基準を

達成しており、大気の状況はおおむね良好であ

りました。なお、本県におきましては、これま

で光化学オキシダント注意報は発令されており

ません。

次に、上から３段目の水質環境基準等監視で

ありますが、河川等の水質汚濁の未然防止を図

るため、宮崎市を除きます県内の河川や地下水

の水質の状況を測定いたしました。一部の地点

におきまして環境基準を超えた項目がありまし

たが、全体ではおおむね良好でございました。

次に、123ページをごらんください。一番上の

段の合併処理浄化槽等普及促進でありますが、

第２次生活排水対策総合基本計画に基づきまし

て市町村が実施する浄化槽の整備を促進するた

め、市町村への助成を行ったところであり、整

備状況につきましてはおおむね計画どおり進捗

しております。

次に、上から２段目の浄化槽適正管理実態調

査でありますが、緊急雇用創出事業臨時特例基

金を活用し調査員を雇用することによりまして、
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浄化槽の設置状況を個別に調査し浄化槽台帳を

整備するとともに、浄化槽の適正な維持管理に

ついて啓発を行ったところであります。

次に、一番下の段の公害保健対策であります

が、土呂久地区住民健康観察検診の実施や、公

害健康被害認定者に対します補償給付を行った

ところであります。

続きまして、施策の進捗状況についてであり

ます。水辺環境調査参加者数や浄化槽設置者講

習会の開催回数は、表にありますように平成21

年度の目標を達成いたしております。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

環境管理課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○福田循環社会推進課長 循環社会推進課の平

成21年度の決算及び主要施策の成果につきまし

て御説明いたします。

まず、委員会資料の３ページをお開きくださ

い。循環社会推進課の決算の状況は、表の３番

目の段にありますように、予算額11億5,076

万3,000円に対しまして、支出済額11億4,645

万1,205円で、不用額は431万1,795円、執行率

は99.6％となっております。

次に、青いインデックス「循環社会推進課」

のところをお開きください。ページで言います

と12ページになります。目の執行残が100万円以

上のものは、上から３番目の欄の（目）環境保

全費で、不用額は431万1,795円となっておりま

す。その主なものとしては、上から８番目の欄

の旅費91万8,623円と、その１つ下の欄の需用

費184万4,492円、さらに、その２つ下の欄の委

託料80万1,513円であります。これらはいずれも、

節約や、見込みよりも業務量等が減となったこ

となどにより執行残が生じたものであります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、青

いインデックスの「循環社会推進課」のところ

をお開きください。ページで言いますと125ペー

ジでございます。２）環境への負荷が少ない循

環型社会づくりであります。

まず、表の１段目の廃棄物適正処理推進ネッ

トワーク強化についてであります。産業廃棄物

の適正処理を推進するため、本課及び県内７保

健所に廃棄物監視員を18名配置いたしまして、

処理業者や排出事業者に対する立入検査、不法

投棄監視パトロール等徹底した監視活動を行っ

た結果、平成21年度における不法投棄は件数、

量ともに減少したところであります。今後とも、

積極的な行政指導、行政処分を行うなど監視体

制の強化を図ってまいります。

次に、２段目の公共関与推進であります。こ

れは、財団法人宮崎県環境整備公社が管理運営

しておりますエコクリーンプラザみやざきの安

全で安定した運営を推進するための運営費補助

を行うとともに、関係市町村と協議の上、浸出

水調整池補強工事に要する費用について貸し付

けを行ったものであります。また、啓発学習等

推進事業につきましては、委託によりまして、

エコクリーンプラザみやざきにおいて環境学習

コーナーを使った環境教育やリサイクル体験教

室を実施しており、平成21年度の施設見学者数

は7,104人となっております。

次に、３段目の産業廃棄物リサイクル施設整

備支援についてであります。これは、産業廃棄

物のリサイクルの促進を図るため、産業廃棄物

の排出事業者等が設置するリサイクル施設の設

置費用の一部を支援したものであります。21年

度は２事業者に対して補助を行っております。
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次に、下から２段目の廃棄物処理施設等にお

ける再生利用促進についてであります。これは、

廃棄物処理施設から排出される溶融スラグを土

木建設資材等として有効活用するため、産学官

連携により研究開発を行ったものであります。21

年度は、エコクリーンプラザみやざきの溶融ス

ラグを混合したアスファルト舗装工事の試験施

工やコンクリート製品の試作等を行い、安全性

や強度の検証等を行うなど、実用化に向けた試

験研究を実施いたしました。

最後に、一番下の新規事業、ストップ温暖化

レジ袋ゼロ作戦につきましては、21年度は、県、

宮崎市、学識経験者、関係団体から成る宮崎県

レジ袋ゼロ作戦推進協議会を設立し、協議会を

年４回開催するとともに、県と14事業者による

事業者会議も３回開催し、地球温暖化対策の一

環として、レジ袋の無料配布の中止に向けて検

討を進めてまいりました。今後は、これまでの

協議で明らかになった課題を踏まえ、事業者や

消費者等と連携しながら継続して取り組んでま

いりたいと考えております。

以上が、循環社会推進課の決算の状況と主要

施策であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

報告すべき事項はございません。

循環社会推進課の説明は以上であります。よ

ろしくお願いいたします。

○森自然環境課長 それでは、自然環境課の平

成21年度の決算及び主要施策の成果について御

説明いたします。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。表の中ほどの自然環境課の欄をごらんく

ださい。予算額57億4,517万2,000円に対しまし

て、支出済額42億9,467万3,075円、繰越明許費13

億4,049万3,000円、不用額は１億1,000万5,925

円でございます。執行率は74.8％となっており

ますが、繰越額を含めました執行率は、右から

２列目にありますように98.1％でございます。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、目の

執行率が90％未満のものについて御説明いたし

ます。

「自然環境課」のインデックスのあるとこ

ろ、14ページをお開きください。表の一番上の

段、（目）林業振興指導費の不用額が260万7,856

円となっております。これは主に、県木「フェ

ニックス」保全総合対策事業におきます被害木

の伐倒駆除の委託料の執行残などによるもので

ございます。

次に、15ページをお開きください。表の一番

上の段、（目）治山費の不用額9,246万560円となっ

ております。これは、平成20年度から21年度に

繰り越した山地治山事業、あるいは災害関連の

緊急治山事業の工事請負費及び事務費の執行残

額が、不用額のうち8,665万3,000円となったも

のでございます。なお、繰り越し箇所につきま

しては計画どおり完了しております。また、執

行率75.1％につきましては、山地治山事業など

におきまして国の予算内示がおくれた関係、あ

るいは工法の検討に日時を要したことなどによ

りまして、平成22年度へ繰り越しを余儀なくさ

れたものでございます。

次に、下のページ、16ページをごらんくださ

い。表の一番上の段、（目）狩猟費の不用額が124

万8,094円となっております。これは、狩猟取り

締まりに要する経費や、狩猟者登録、狩猟免許

更新などの事務費や賃金などの執行残及び旅費

等の経費節約によるものでございます。

次に、17ページをお開きください。表の上か

ら３段目、（目）公園費の不用額が320万293円と

なっております。これは、国立公園施設整備事
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業などで、市町村が実施します公園内の歩道整

備に伴います執行残等によるものでございます。

また、執行率78.3％につきましては、九州自然

歩道管理事業におきまして、尾鈴コースの歩道

橋設置に当たりまして、景観に配慮した工法の

検討などにつきまして河川管理者等の関係機関

との調整に日時を要したことなどにより繰り越

しとなったことによるものでございます。

次に、表の下ほどの（目）林業災害復旧費の

不用額が980万8,000円となっております。これ

は、災害復旧費におきまして、災害査定を受け

た時点の査定額と国からの最終交付決定額に差

が生じたものでございます。また、執行率０％

につきましては、治山施設災害復旧事業におき

まして国の交付決定が２月下旬になったことと

あわせまして、災害箇所の調査測量に期間を要

したことなどから、平成22年度に事業執行を繰

り越したことによるものでございます。

次に、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたします。

お手元の平成21年度主要施策の成果に関する

報告書、青いインデックスの「自然環境課」の

ところ、127ページをお開きください。１の自然

と共生した環境にやさしい社会づくりの、４）

豊かな自然環境の保全・創出でございます。

表の上から２段目の森林づくり応援団育成・

支援でございます。この事業は、右端にありま

すように、森林環境税を活用して県民の皆様に

よる森林づくり活動を促進するため、27の団体

の森林づくり活動に対し活動費を助成しますと

ともに、33の団体に約３万本の苗木を供給いた

しました。また、企業による社会貢献活動の一

環として、森林づくり活動に取り組んでもらう

ため、企業等と森林所有者との仲介を行い、ア

サヒビール株式会社やデル株式会社など４つの

企業と森林づくり協定の締結に至ったところで

あります。

次に、下から２段目の水と緑の森林づくり推

進でございます。この事業は、森林づくりの意

識醸成などを図るため、県民に参加を呼びかけ

下刈りなどの森林づくり活動を行うものであり

ます。右端にありますように、平成21年度は、

西都市での中央開催のほか、農林振興局単位で

実施しました地域開催を含め計３回、801人の参

加をいただいたところでございます。

次に、その下の県木「フェニックス」保全総

合対策であります。この事業は、南方系の害虫

ヤシオオオサゾウムシによります被害の蔓延を

防止するために実施しているものでございまし

て、個人や法人が所有する被害木の伐倒駆除を

行いますとともに、市町村が行う予防のための

薬剤散布への助成76本や、回復が見込める初期

被害木への緊急薬剤散布30本を実施いたしまし

た。

これらの事業の実施によりまして、県民等の

参加による森林づくりの機運醸成や自主的な活

動の促進が図られますとともに、本県らしい景

観形成に欠かせないフェニックスの保全が図ら

れるものと考えております。

次に、めくっていただきまして、128ページを

お開きください。上から３段目の○新特定鳥獣（シ

カ）適正管理支援でございます。この事業では、

近年急増しておりますシカの個体数調整を図る

ため、右端にありますように、シカ捕獲促進地

域の20市町村と連携いたしまして、シカ１頭に

つき8,000円を助成することによりまして、１

万2,500頭のシカを特別捕獲しております。

次に、その下の野生猿被害防止総合対策でご

ざいます。この事業では、猿の生息調査と被害

対策の策定を行いますとともに、被害の深刻化
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している17市町村と連携いたしまして、野生猿

特別捕獲班の捕獲活動に助成いたしました。今

後とも、関係部局や市町村と連携しまして鳥獣

被害対策に一層努めていくこととしております。

次に、下から２番目の安全・快適自然公園整

備でございます。この事業は、自然公園を安全

かつ快適に利用するため、右端にありますよう

に、遊歩道の整備及び市町が実施する歩道や障

がい者トイレなどの施設整備に支援をしたとこ

ろでございます。引き続き、施設のリニューア

ルや公園利用施設のＰＲに努めることとしてお

ります。

次に、１枚めくっていただきまして、130ペー

ジをごらんください。２の安全で安心な暮らし

の確保、１）の災害に強い県土づくりでござい

ます。

表の一番上の山地治山でございます。この事

業は、山地災害を防止するため、渓流や山腹斜

面を安定させる谷どめ工あるいは土どめ工など

の施設整備、森林整備を行うことによりまして、

崩壊斜面や荒廃危険地の復旧整備を行うもので

ございます。平成21年度は、右端にありますよ

うに、山腹崩壊地や荒廃渓流などの復旧を行い

ます復旧治山事業を高千穂町永野地区外14カ所

で実施したところであります。また、荒廃の兆

しのある危険山地の崩壊を未然に防止するため、

その下の予防治山事業を日之影町白石地区外13

カ所で実施したところでございます。次に、そ

の下の段にありますように、地すべりによる被

害を防止するため、日之影町星山外２カ所で地

すべり防止事業に取り組んだところでございま

す。

次に、131ページの一番上の保安林整備でござ

います。この事業は、立木の過密化や風害等で

機能が低下している保安林を対象に、除間伐の

改良事業や下刈り、部分植栽の保育事業を実施

いたしまして、その機能回復を図ったところで

ございます。

次に、その下の県単治山についてでございま

す。この事業は、国庫補助の対象にならない小

規模な災害復旧及び治山施設の整備などを実施

するものでございます。平成21年度は、右端に

ありますように、西米良村古屋敷外27カ所にお

いて実施したところでございます。

以上が、自然環境課の決算状況と主要施策の

成果でございます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございませんでし

た。

自然環境課からの説明は以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○河野森林整備課長 森林整備課でございます。

委員会資料の３ページをお開きください。上

から５段目の森林整備課の一般会計の決算状況

は、予算額が131億8,890万2,000円に対しまして、

支出済額が92億8,679万4,246円、繰越明許費が36

億5,454万4,000円で、不用額は２億4,756万3,754

円でございます。この結果、執行率は70.4％と

なっておりますが、繰越額を含めますと98.1％

でございます。

次に、その３段下、特別会計でありますが、

予算額が２億6,781万2,000円に対しまして、支

出済額が２億3,398万4,740円で、不用額は3,382

万7,260円、執行率は87.4％でございます。

次に、目の不用額が100万円以上のもの、また

執行率が90％未満のものについて御説明いたし

ます。

「森林整備課」のインデックス、18ページを

お開きください。まず一般会計であります。５

段目の（目）林業振興指導費の執行率が74.8％
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となっておりますが、これは、県民の森施設整

備事業において工法の検討などに日時を要しま

したことから、工事の一部を翌年度に繰り越し

たことによるものであります。

１枚めくっていただきまして、19ページをご

らんください。（目）造林費については、不用額

が1,153万5,575円、執行率87.4％となっており

ますが、これは、植栽未済地抑制対策事業にお

いて植栽の補助申請面積が少なかったことによ

り不用額が生じたことや、国の予算内示の関係

によりまして、工期が不足して事業費の一部を

翌年度に繰り越したことなどによるものであり

ます。

下の20ページをごらんください。（目）林道費

につきましては、不用額２億2,921万4,346円、

執行率53.7％となっております。これは、山の

みち地域づくり交付金事業などにおいて不用額

が生じたことや、国の予算内示の関係などによ

り、工期が不足しまして工事の一部を翌年度に

繰り越したことなどによるものであります。

なお、平成20年度から繰り越しました森林保

全林道整備事業外４事業９億4,007万9,000円も

含まれておりますが、これにつきましては予定

どおり完了しておりまして、不用額は生じてお

りません。

１枚めくっていただきまして、21ページをご

らんください。（目）林業災害復旧費については、

不用額634万7,288円、執行率87.5％になってお

りますが、これは、事務費の執行残や、市町村

において工事の一部を繰り越したことなどによ

るものであります。

下の22ページをごらんください。山林基本財

産特別会計です。（目）基本財産造成費につきま

しては、不用額922万613円、執行率48.3％となっ

ておりますが、これは、間伐など有利な国庫補

助事業を積極的に活用したことによりして、特

別会計からの支出の節減を図ったことなどによ

るものであります。

１枚めくっていただきまして、23ページをご

らんください。拡大造林事業特別会計でありま

す。（目）拡大造林事業費については、不用

額2,460万4,604円、執行率78.4％となっており

ますが、これは主に、木材価格の下落に伴いま

して県行分収造林の立木売払額が減少したため、

森林所有者等への分収交付金の執行残が生じた

ことなどによるものであります。

決算の状況は以上でございます。

次に、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書、「森林整備課」

のインデックス、133ページになります。４）の

豊かな自然環境の保全・創出であります。

表の２段目の○新 県有林維持管理強化促進事業

ですが、これは緊急雇用創出基金を活用した事

業でありまして、一ツ葉海岸県有林や諸県県有

林などにおきまして、松葉かきなどの森林整備、

管理道の整備を行いまして、健全な森林造成や

雇用機会の創出に努めたところであります。

また、その下の○新県民の森施設整備事業では、

ひなもり台など県民の森施設のリニューアル、

それから太陽光発電施設の整備を図るものであ

りますが、発電施設につきましては、昨年度設

計等の準備を終えまして、現在、施設の設置を

進めているところであります。

１枚めくっていただきまして、右側の135ペー

ジをごらんください。１）の災害に強い県土づ

くりについてであります。

水を蓄え、災害に強い森林づくり事業では、

森林環境税を活用しまして、荒廃した林地への

広葉樹の植栽を６市町村で40ヘクタール、針広
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混交林へ誘導するための間伐を14市町村で210ヘ

クタール実施し、水資源の涵養や県土の保全に

努めたところであります。

次に、１枚めくっていただきまして、136ペー

ジをごらんください。（１）の環境を守る多様な

森林づくりについてであります。

表の１段目、流域育成林整備事業によりまし

て、森林資源の循環利用を図るための造林、除

間伐等を１万603ヘクタール実施し、多様な森林

づくりに努めたところであります。

また、植栽未済地総合対策としまして、その

下にあります３つの事業によりまして、高齢級

間伐を1,666ヘクタール、植栽未済地の解消を197

ヘクタール、植栽未済地抑制対策といたしまし

て再造林を814ヘクタール、それぞれ実施したと

ころであります。

次に、137ページをごらんください。表の１段

目、森林保全林道整備事業から３段目の山のみ

ち地域づくり交付金事業までは森林整備の事業

でありますが、この３つの事業の実施によりま

して、五ヶ瀬町の岩神大石線外40路線72工区で、

林道の開設・改良及び舗装を実施しまして林内

路網の整備に努めたところであります。

また、４段目の○新 林業・建設産業連携による

災害に強い山の道づくりモデル事業では、市町

村と連携しながら、森林組合、建設産業の共同

によりまして災害に強い道づくりに努めたとこ

ろであります。

139ページをお開きください。（３）の森林と

共生する活力ある山村づくりについてでありま

す。

表の２段目にあります里山エリア再生交付金

林道整備事業により、高千穂町の乳ヶ岩屋地区

外28地区で、集落間を連絡する林道や用排水施

設などを設置しまして、山村地域の生活環境の

整備に努めたところであります。

主要施策の成果については以上であります。

次に、監査指摘要望事項について御説明いた

します。

お手元の宮崎県歳入歳出決算審査及び基金運

用状況審査意見書の36ページをお開きください。

（４）の山林基本財産特別会計でありますが、

下のほうの意見・留意事項等にありますように、

「多額の借入金を抱えているので、諸経費の節

減に努めるなど、より効率的な運営が望まれる」

という御意見をいただいております。また、右

側の37ページ、（５）の拡大造林事業特別会計に

つきましても同様の御意見をいただいていると

ころであります。

これらにつきましては、木材価格の動向を見

ながら伐採収入の確保に努めますとともに、今

後とも諸経費の節減など効率的な事業執行に努

めてまいりたいと考えております。

森林整備課からは以上でございます。

○徳永山村・木材振興課長 それでは、山村・

木材振興課の平成21年度の決算及び主要施策の

成果について御説明をさせていただきます。

委員会資料の３ページをお願いします。一般

会計につきましては、山村・木材振興課の欄に

なりますが、予算額102億5,411万1,000円に対し

まして、支出済額95億8,032万5,869円、繰越明

許費６億4,365万5,000円、不用額3,013万131円

で、執行率は93.4％でありますが、繰越額を含

めた執行率は99.7％となっております。

次に、下の特別会計でありますが、下から３

段目にあります予算額２億5,465万4,000円に対

しまして、支出済額が１億8,732万1,433円、不

用額6,733万2,567円で、執行率は73.6％であり

ます。

次に、目の執行残が100万円以上及び執行率



- 13 -

が90％未満のものについて御説明いたします。

25ページをお開きください。一般会計であり

ますが、表の一番上の段になります（目）林業

振興指導費で、不用額は3,013万131円でありま

す。その主なものは、実施主体におきます入札

残など事業費の確定に伴う補助金の執行残であ

ります。

なお、この明細には平成20年度から繰り越し

をいたしました林業・木材産業構造改革事業外

１事業３億1,216万4,000円も含まれております

が、これにつきましては不用額はございません。

次に、26ページをごらんください。林業改善

資金特別会計であります。これは、林業・木材

産業の設備投資などに対して貸し付ける無利子

の制度資金であります。上から３段目の（目）

林業振興指導費で、不用額6,733万2,567円で執

行率73.6％でありますが、これは主に貸付金の

執行残によるものであります。

次に、主要施策の成果について、その主なも

のについて御説明いたします。

恐れ入りますが、報告書の「山村・木材振興

課」、ページで言いますと140ページをお開きく

ださい。上から４行目の（２）新たな木の時代

を築く林業・木材産業づくりであります。

初めに、下の表の１段目の林業・木材産業改

善資金でありますが、一番右の列の主な実績内

容にありますように、本資金は、木材産業の新

たな経営の開始や林産物の新たな生産方式の導

入等のための設備資金として１億8,372万円を無

利子で融資いたしまして、林業・木材産業の経

営改善に努めたところであります。

次に、141ページをごらんください。表の３段

目の新規事業、森林整備加速化・林業再生であ

りますが、本事業は、森林整備加速化・林業再

生基金を活用いたしまして、森林組合や民間事

業体を対象に、高性能林業機械の導入や木材流

通加工施設の整備等への支援を行いまして、県

産材の安定供給体制の整備に努めるとともに、

林地残材等の木質バイオマスの安定供給とその

有効活用を図るため、間伐材の購入や木質ボイ

ラー等の施設整備に支援を行ったところであり

ます。また、公共施設等の木造化や間伐材の運

搬経費等を支援いたしまして、間伐材など県産

材の利用促進に努めたところであります。

次に、142ページをお開きください。表の３段

目の改善事業、日本一「みやざきスギ」県外セー

ルス強化対策でありますが、県産材の普及・Ｐ

Ｒを実施するため、東京での知事トップセール

スのほか、名古屋や福岡でみやざきスギＰＲセ

ミナーを開催するとともに、首都圏等におきま

して大口需要先への説明会や共同出荷への支援

を行いまして、県産材の新たな販路開拓に努め

たところであります。

次に、143ページをごらんください。表の２段

目の新規事業、「みやざきスギ」の家づくり促進

緊急対策であります。本事業は、昨年、住宅着

工が急激に落ち込みましたことから、県内での

木造住宅の建築促進を図るため、地域活性化・

経済危機対策臨時交付金を活用いたしまして、

県産材をふんだんに使用したモデル的な家づく

りや、大黒柱を含む杉の乾燥柱81本を県民に提

供する取り組みなどを実施したところでありま

す。

次に、144ページをお開きください。表の２段

目の木材利用技術センター運営でありますが、

スギ大径材等の乾燥技術に関する研究など13の

課題について試験研究を行うとともに、県内民

間企業等への技術指導・助言などを行ったとこ

ろであります。現在、公共建築物等における木

材利用促進法の施行など、木材利用を促進する
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環境が整いつつありますので、今後とも、川上、

川下が一体となった安定供給体制を整備すると

ともに、県外等への販路開拓や木質バイオマス

の利用促進を図り、県産材のさらなる需要拡大

に努めてまいりたいと考えております。

次に、147ページをお開きください。（３）森

林と共生する活力ある山村づくりであります。

表の１段目の特用林産物生産振興総合対策であ

りますが、シイタケなどの生産体制の整備や新

規参入促進への支援を行うとともに、食の安全・

安心にこたえるため、乾シイタケの生産から流

通・加工に至る生産履歴が確認できるトレーサ

ビリティ確立への支援を行ったところでありま

す。特用林産は、山村地域を初めとする地域経

済を支える重要な産業でありますので、今後と

も、その生産体制の整備や生産者の確保・育成

に努めてまいりたいと考えております。

次に、149ページをお開きください。（４）森

林・林業・木材産業、山村を担う人づくりであ

ります。表の３段目の新規事業、森林（もり）

の仕事担い手新規参入等支援であります。本事

業は、林業への就業を希望する者を対象として

就業相談会や体験研修を実施するとともに、国

が実施しております「緑の雇用対策」の研修修

了者を継続雇用する事業体に対しましてその経

費を支援し、新規参入者の促進とその定着を図っ

たところであります。

次に、150ページをお開きください。表の２段

目の林業担い手対策基金でありますが、林業へ

の就業を希望する高校生37名に育英資金を貸与

し、林業後継者の確保に努めたところでありま

す。また、高性能林業機械の共同利用や社会保

険等の掛金助成などを実施いたしまして、林業

事業体の経営基盤の強化と就労環境の向上に努

めたところであります。これらの取り組みによ

りまして、若年者の新規就労者数が増加し世代

交代が進んだものと考えております。現在、公

共事業の減少等に伴いまして雇用情勢が悪化す

る中で、雇用の受け皿として林業への期待が高

まっておりますので、今後ともこれらの施策を

強化し、担い手の育成・確保に取り組んでまい

りたいと考えております。

以上が、決算の状況と主要施策の成果であり

ます。

次に、監査における指摘事項であります。

平成21年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書及

び基金運用状況審査意見書の43ページをお開き

ください。林業改善資金特別会計におきまして、

一番下の意見・留意事項等にありますように、

貸付金の収入未済額の償還促進について努力を

要するとの意見であります。平成21年度におき

ましては、借受者などへの直接面談や電話等で

の督促によりその回収に努めた結果、ページの

中ほどのイにありますように、収入未済額は平

成21年度末現在で1,496万715円と、前年度に比

べまして55万4,000円の減となったところであり

ますが、今後とも引き続き償還促進に鋭意努力

してまいりたいと考えております。

山村・木材振興課からは以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○十屋主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様からの質疑をお願いいたします。

○福田委員 まず環境管理課の関係で、先ほど

合併処理浄化槽のお話がございました。市町村

に対する補助残―今、浄化槽のシステムでは、

都市下水と農村集落排水事業とこの合併処理槽

をやってますよね。この合併処理槽は非常に使

い勝手がいいようにあるんですが、経費等の比

較をされた場合、かなり優位性があると思うん

ですが、その辺のお示しはされておるんですか。
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○橋本環境管理課長 ただいま委員がおっしゃ

いましたとおり、確かに浄化槽につきましては

設置時の負担はかなり大きなものがありますけ

れども、それ以降につきましては個人が負担を

するということでございますので、市町村にと

りましては負担は少ないというものでございま

す。私どもも市町村に対して、浄化槽につきま

しては、維持管理についての市町村の負担が少

ないと、しかも以降の老朽化した場合の補修な

どにおきましても有利ということで説明をして

いるところでございます。

○福田委員 私がお話ししたのは、行政の負担

軽減じゃなくて、設置者側から見た経費負担の

低減化があるのかなということで、それにして

は意外に少ない。私は宮崎市に住んでいますけ

ど、郊外ですから、ちょうど都市下水の隘路に

なっております。宮崎県の人口の40数％が宮崎

市ないしその近郊に住んでいます。大半は都市

下水の整備が終わっていますが、新たに合併し

た周辺の町村については、都市下水を一部やっ

ておったところ、やっていないところありまし

た。農村集落排水です。その後、合併処理の問

題が出てきまして。私は本会議でも何回か質問

しましたが、これはいいシステムだなと思った

んです。都市下水的な機能を持ちますから、単

独処理槽からしますと、し尿と生活排水一緒に

処理して浄化が期待できますから、その辺で進

んでいくんだろうと思っていましたが、意外に

思ったんです。それで、新規設置者、そして単

独槽から合併処理槽への移行する人に、経費的

にこれこれしかじかになりますよとおつなぎす

る必要があると思うんです。

もう一つ、別件でございましたが、これは課

が違いますけど、検査システム、以前の公害防

止協定、外郭団体が県にかわりまして浄化槽の

検査をしてますよね。そういう問題等を含めて

維持管理が軽減されるということが証明できれ

ば、普及が進んでいくんではないかと思うんで

すが、どうですか。

○橋本環境管理課長 確かに浄化槽につきまし

ては個人の負担分について公費で補助がござい

ますので、その点は設置者には非常に有利な制

度であると考えております。また、おっしゃい

ましたように処理された排水の水質につきまし

ても公共下水道と同等の水質を維持しておりま

すので、環境保全という意味からも非常によい

システムであると考えております。現在のとこ

ろ、浄化槽を設置される方は住宅を新設される

方が多うございます｡改修される場合に浄化槽に

切りかえるという方もいらっしゃいますけれど

も。浄化槽の設置が、私どもが予算化している

ほどに進んでいないことにつきましては、現在

の経済状況によりまして住宅の新設が下がって

きていることが大きな要因であると考えており

ます。

○福田委員 新築はもちろんですが、建築許可

の前提になりますから。宮崎市は、既設の単独

槽を合併処理槽に移行する場合に、市が設置し

て、使用料を払えば都市下水と同じように使え

ますよということで、今、普及推進をやってま

すよね。これと県の関係はどうなっているんで

すか。

○橋本環境管理課長 今、委員おっしゃいまし

たことにつきましては合併処理浄化槽の市町村

設置型というものでありまして、これは私ども

の合併処理浄化槽事業の中の一つの類型でござ

います。今おっしゃいましたように、浄化槽で

ありながら、管理が市町村で行われるというこ

とで、管理につきましては個人の手間がなくな

るということでございまして、非常に有効な事
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業であると考えております。そのため市町村に

対しましては、このような市町村設置型の合併

処理浄化槽について積極的に取り組んでいただ

きたいということで、これまでも御紹介してき

ているところでございますが、なかなか進まな

い状況があるのは事実でございます。今年度、

宮崎市のほうでかなり多くの設置基数を見込ん

でおられるということで、それによりましてこ

の事業の効果が他の市町村にもわかっていただ

けるのではないかと考えているところでござい

ますので、今後も他の市町村に対して積極的に

この事業のＰＲを行っていきたいと考えており

ます。

○福田委員 これは、市は関連業界へのてこ入

れもあって、今推進していると思いますが、ぜ

ひ県全体がそういう方向で、受益者が設置しや

すいように方向づけをされると、せっかくの予

算が執行残にならなくて済むのではないかと思

いますので、御検討をお願いしておきたいと思

います。以上です。

○髙橋委員 監査指摘があった６ページで「劇

物に係る出納管理」、物が物ですから、劇物の管

理を心配するものですから、物品そのものの保

管のあり方を説明いただくといいと思います。

○有馬木材利用技術センター所長 当センター

の劇物等の管理について御指摘をいただいたこ

と、私どもとしては深く反省をいたしておりま

す。

この件につきましては、今、委員が申されま

したように、保管の管理が悪いということでは

実はございませんで、それについてはきちっと

やっておるんですが、今回の指摘は、物品の受

け入れと出し入れの欄の記載を間違えていた。

残がどうなっているかということは極めて重要

でございますので、それについて非常に注意は

いたしておりましたけれども、残のところが間

違えていたわけではございません。欄を間違え

ていたがために、記載の仕方がまずかったとい

う御指摘でございます。

保管につきましては、主とサブの管理者がご

ざいます。これは体制が悪かったなと思ってお

りますのは、部単位になっていなかったところ

がございます。サブを副部長にしておけばよかっ

たんですが、部長にサブの確認をしていただく

というぐあいになっておったんです。副部長が

判こを押していたと、そういうような御指摘で

ございます。管理者の体制が不十分であったと

いう状況でございます。そういう点では、今後

運用がしやすいような形に直した次第でござい

ます。委員の御指摘になりました管理の仕方、

保管の仕方、施錠については極めて厳重にいた

しておる状況でございます。具体的には、アン

モニア水の出し入れのところの記載が間違えて

いたという状況でございます。

○髙橋委員 見る人によっては、物と台帳の整

合性がなければいろいろ疑いがありますよね。

今の説明でいくと、受け入れと在庫は一致して

いるということで、ただ記載欄の間違い、単純

な間違いですね。わかりました。慎重な取り扱

いをお願いしたいと思います。

○有馬木材利用技術センター所長 非常に初歩

的な間違いでございますので、深く反省いたし

ております。

○髙橋委員 引き続き、主要施策の成果に関す

る報告書の135ページ、施策の進捗状況の２段目、

「強度間伐による針広混交林への誘導」が21年

度目標に達してないですね、310に対して210と

いうことで。よくよく21年度の予算と決算を見

てみますと、昨年度、20年度と比較して2,600万

ぐらい減になったわけですよね。予算がしっか
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り確保されていれば、21年度の310という数値は

クリアできたんでしょうか。

○河野森林整備課長 確かに100ヘクタール目標

に達していないんですが、一つは伐採量が減っ

たといいますか、別の事業で国の定額の事業が

ございまして、事業主体がそちらのほうを選択

してしまったというところがあります。全体で

は間伐の面積はかなり伸ばしておるところです

が、本事業が森林所有者との禁伐の協定、20年

間切ってはだめだと言っている、そういった厳

しいところもありまして、国の定額事業のほう

に全体として流れていってしまった。ただ、間

伐のトータルとしては大幅に伸ばした、そういっ

た結果になっております。

○髙橋委員 よくわからないんです。間伐の面

積は総体的にはふえているという御説明なんで

しょうが、混交林への誘導については、目標値

に対して実績値は100ヘクタール下回ったと。混

交林に誘導する目的があるわけでしょう。災害

に強い山林づくりということもあって、だから

目標値を設定されているわけで、それと予算と

の兼ね合いはなかなか言いにくいんでしょうけ

れども。前年度は比較して2,600万多くて目標値

をちゃんとクリアしているわけですから、予算

獲得に努力してください。

○河野森林整備課長 その件、ちょっとお待ち

いただきたいと思います。

○髙橋委員 目標値の関係をまた聞くんですけ

ど、138ページの上の表の３段目、「分収林制度

等を活用した造林」あるいは「計画的な再造林

の促進」が、21年度はいずれも大幅に実績値が

下回っている、この理由を説明していただくと

いいと思います。

○河野森林整備課長 まず、３段目の「分収林

制度等を活用した造林」につきましては、旧緑

資源機構の森林農地整備センターが行っている

分収造林事業ですけれども、一つは、センター

の予算がかなり減少したということがございま

す。それと、１カ所当たりの面積が多いといい

ますか、これは植栽未済地の３年以上たったと

ころについて150ヘクタールというような計画を

上げていまして、それ未満の分についてはある

んですが、全体的にセンターの分収林の希望が

多くて、３年未満の造林が多かったということ

でございます。一つは、予算そのものも減って

いることがありますし、２点目は、今申し上げ

ました３年未満の造林面積が多かったというこ

とでございます。

それともう一つ、「計画的な再造林の促

進」、1,200ヘクタールに対して814ヘクタールと

いうことでございますが、一つには、主伐に達

する面積が多くて、平準化するために搬出間伐

を推奨しております。最終的には針広混交林に

誘導しようというのがありまして、間伐がふえ

て皆伐が減っている傾向があります。もう一つ

は、伐採地のある程度規模の大きいところが次

年度の植栽に回って、21年度は見合わせて22年

度以降に造林しようという動きがありました。

それと、間伐を一生懸命勧めておりますので間

伐の面積はふえたんですけれども、作業が間伐

に集中して、労務の関係で植栽が次年度に先送

りされたところもありまして、計算しますと、

間伐は昨年度よりも１万5,000人・日ぐらい労務

がふえたということで、労務の関係もありまし

て、結果的には大幅に下回ったということでご

ざいます。

○髙橋委員 予算が減少したということはよく

わかりました。詳しく説明されなくていいです

よ、簡単で。なかなかわかりません。

次に、141ページの山村・木材振興課、下のほ
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うの○新 森林整備加速化・林業再生事業の関係で

高性能林業機械を美郷町外２村が導入していま

す。これと、150ページの林業担い手対策基金の

中に高性能林業機械の更新及び修繕というのが

あります―この事業で言う高性能林業機械は

美郷町には適用されていないんでしょうか。

○徳永山村・木材振興課長 担い手対策基金で

やる分は、宮崎県機械化センターというのがご

ざいまして、ここに県と機械化センター共同で

整備をしまして、それを林業事業体等にリース

する、貸し出すという制度でございます。その

前の加速化事業につきましては、個々の林業事

業体が自分たちで購入するという事業でござい

ます。

○髙橋委員 林業事業体というのは、団体とい

う理解をするんでしょうか。

○徳永山村・木材振興課長 林業事業体とは、

森林組合とか民間の素材生産業が対象になりま

す。

○髙橋委員 その素材生産業は個人経営ではだ

めなんですか。

○徳永山村・木材振興課長 加速化事業におき

ましては個人経営でも対象になります。

○髙橋委員 林業担い手対策のところも個人経

営でも利用は認めているんですね。

○徳永山村・木材振興課長 利用は認めており

ます。

○髙橋委員 高額な機械でしょうから、そんな

に数は提供できないと思うので、どちらかとい

うとリースの、林業担い手対策基金でいう高性

能林業機械のほうが広く使われるとイメージす

るんですが、機械はどこに置いてあるんですか。

○徳永山村・木材振興課長 県が購入して宮崎

県機械化センターというところに貸し出しをい

たしまして、機械化センターが各地区の７支部、

森林組合などに管理をお願いしまして、地区地

区で高性能林業機械を貸し出しているという状

況です。

○髙橋委員 さらにお聞きしますが、７森林組

合に管理をお願いしているわけでしょう。個人

の林業従事者から聞いた話ですけど、「使い勝手

が悪い」と言うんです。何でかといったら、距

離もあるでしょう。ちなみに、この利用頻度、

森林組合以外の林業従事者はどの程度使用して

いるのか。統計をとっていらっしゃると思うん

ですけれども。

○徳永山村・木材振興課長 統計数字は今

ちょっとわかりませんが、今は林業事業体も生

産基盤が整ってきまして、自分たちで購入する

事業体がふえてきましたが、一番の目的は、自

分で高性能林業機械を買えない人たち、零細な

所有者とか零細な林業事業体が主になると思い

ます。その辺を中心に貸し出すことを目的にやっ

ております。その割合については後ほどお知ら

せしたいと思います。

○髙橋委員 森林組合以外の林業従事者がどの

程度利用しているかという資料をお願いしたい

と思います。

○徳永山村・木材振興課長 森林組合以外とい

うことでよろしいでしょうか。

○髙橋委員 森林組合が年間何回ぐらい使うと

か。これはあくまでも憶測なんですけど、森林

組合がほとんど使っているという実態もお聞き

するんです。さっき言ったように使い勝手がよ

ろしくないものですから。林業従事者は使いた

いんです。その辺の数字的な資料をいただける

といろいろ分析もできると思いますので。

○徳永山村・木材振興課長 了解しました。

○髙橋委員 149ページの○新森林の仕事担い手新

規参入等支援ということで、先ほど説明があり



- 19 -

ましたように、新規参入とその定着をというこ

とでいろいろと事業をされて、相談会とか体験

研修をやられました。事業体には奨励金を出す

事業でしょうけど、ちなみに新規参入が何件あ

りましたか。

○徳永山村・木材振興課長 平成21年度は林業

への新規就業者が約200名おります。

○髙橋委員 びっくりしました。200人はですね。

新規だから、後継者じゃないですよね。

○徳永山村・木材振興課長 新規就業者が約200

名ということでございます。

○髙橋委員 正直言って、頑張っていらっしゃ

るなと思いました。農業と比較して、どうして

も林業が日がなかなか当たらないというイメー

ジもあって、飯が食えるかという部分もありま

すよね、今、材価がすごく落ち込んでいる関係

で。事業が成功しているなと思いました。

最後にしますが、監査指摘のところの43ペー

ジ、林業改善資金特別会計、きのうたしか総括

質疑であったと思うんですけど、収入未済額が

監査指摘されているわけです。前年度と比較す

ると55万4,000円ほど減っているということで、

努力はされているんでしょうが、問題は過年度

の未済ですよね。古いものが相当あると思うん

です。そういう人たちへの努力は面接とか電話

でされているということでしょうけど、取れる

んですか。回収しないといけないと思うんです

が。

○徳永山村・木材振興課長 一番古いのが昭

和53年に貸し出した分がありまして、53年以降18

件分でこの収入未済額になっております。人数

で言えば13人おりまして、18件はすべて諸事情

によって事業を中止しているという状況にもあ

ります。また、本人が死亡した件数が３件、連

帯保証人が死亡、行方不明が９件ありまして、

なかなか回収は難しい状況ではあります。法令

規則上の状況になれば欠損処理も検討する必要

はあるかと思うんですが、現在のところは回収

に向けて努力していく必要があるということで、

回収する見込みがあるかと言われれば、あると

思って回収に頑張るということだろうと思って

おります。

○髙橋委員 今、課長の説明を聞いて思ったん

ですけど、借り主が亡くなったものが３件でしょ

う。保証人も亡くなっているものが９件、借受

人が亡くなった上に保証人が亡くなったという

件数はあるんですか。

○徳永山村・木材振興課長 両方亡くなったと

いうのはなかったと思うんですが、本人は亡く

なったけど連帯保証人はいるという状況だと思

います。両方亡くなったということはなかった

と思います。

○髙橋委員 わかりました。いずれにしても、

債務履行しないといかん方がまだしっかりとい

らっしゃるということで。ただ、相当古くなっ

ている、今いらっしゃっても廃業だと思うんで

す。去年も質疑が出ていたみたいですが、税法

上の差し押さえとかの手段はとれないものなん

ですか。

○徳永山村・木材振興課長 そういうこともあ

りまして、ことしから公正証書という制度を導

入したところでございます。それによりまして

裁判所を通さずにある程度回収できると思って

おるところです。

○髙橋委員 わかりました。

それで、見方だけ教えていただきたいんです

が、決算審査意見書の51ページの真ん中ごろに、

その他の基金の林業担い手対策基金というのが

今のお話だったんですが、21年度の増加と減少、

どういうふうに理解したらいいんですか。
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○徳永山村・木材振興課長 担い手対策基金は

取り崩しによって事業をやっているものですか

ら、減少の分は取り崩した分で、増加の分は、

先ほど林業機械化センターに県が機械を貸して

いるということで、機械のリース代が県の収入

になるということでございます。

○髙橋委員 機械の収入だけでこんなに上がる

ものなんですね。26億1,800万ですよ。

○徳永山村・木材振興課長 それと国債等の運

用も含めた金額になっております。

○髙橋委員 また後ほど教えてください。

○徳重委員 自然環境課の128ページの成果のこ

とでお尋ねしたいと思います。鳥獣被害で、シ

カ１頭につき8,000円を市町村と連携して、１

万2,500頭を捕獲したということです。シカの被

害も非常に多いことはわかっておりますが、イ

ノシシあるいは猿の被害―今、猿の問題が非

常に大きく取り上げられておるわけですが、21

年度はシカ以外のイノシシとか猿についてはど

こに出ているんですか。

○森自然環境課長 これは主な事業だけ載せて

おりまして、イノシシについては市町村に有害

捕獲班を設けておりまして、そちらのほうで有

害捕獲していただくほか、狩猟でも捕獲してい

ただいております。イノシシにつきましては、

昨年度、有害捕獲で1,932頭、狩猟で6,296頭、

合わせて8,228頭を捕獲しております。猿につき

ましては、狩猟鳥獣ではございませんので、そ

の下の段に野生猿被害防止総合対策とございま

すが、これで野生猿特別捕獲班、53班の686人で

捕獲活動をしていただきまして、有害捕獲

で1,022頭を捕獲しているところでございます。

○徳重委員 市町村でもそれぞれやっていらっ

しゃるわけですが、農政水産部のほうでも同じ

ようなことをやっているんですか。これは単独

という考え方でいいんですか。

○森自然環境課長 農政水産部とのすみ分けと

いたしましては、私どものほうは、鳥獣被害を

防止するための野生鳥獣の生息状況調査とか有

害の捕獲のほうを主にやっております。農政水

産部のほうでは、集落周辺の防護ネットの設置

とか追い払いとか、農産物の被害対策を実施さ

れております。そういうすみ分けをもちまして

やっております。

○徳重委員 今、山村部では、このことで後継

者になる人がいないというぐらい深刻な状況を

聞かされるわけです。「どうかしてくれないとも

うだめなんだ。後継者は全くいなくなるぞ」と、

こう言って心配をされておりますので、そのこ

とをあわせて農政水産部との連携をしっかり

やっていただきたい、このことを特にお願いし

ておきたいと思います。

それから136ページ、森林整備課にお尋ねして

おきます。「70年の森林」間伐実施ということで

３億組まれておったわけでありますが、長期伐

採して平準化を進めるということですが、これ

は何年生を基準にして間伐されるということで

しょうか。

○河野森林整備課長 標準伐期35年以上のもの

を対象にしております。

○徳重委員 そうなると、かなりの面積という

か、この実施期間というのはどれぐらいの期間

をもって継続してやられる予定ですか。

○河野森林整備課長 国庫補助事業を活用して

通常の事業でやっておりますので、周期は国の

事業は設定されておりません。

○徳重委員 21年度で何年目でしょうか。

○河野森林整備課長 ※５年目でございます。

○徳重委員 ５年目ということで約1,600ヘク

※36ページ右段に訂正発言あり
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タール、昨年が３億6,480万ということですから、

かなりの期間やっていらっしゃるわけですが、

宮崎県でこの状態を続けるということになると

何年ぐらいかかると予想すればいいでしょうか。

○河野森林整備課長 ただ私ども、36年以上長

伐期を目指すために間伐を進めておりますけれ

ども、すべてがすべて長伐期に持っていこうと

いう話ではございませんで、中には標準伐期で

切ることを望まれる所有者もいらっしゃいます。

そういったところは所有者の施業の方針と合わ

せて―ただ、資源的に今一番塊が大きいとこ

ろですから、それは平準化しながら、一どきに

伐採ということになりますと混乱が起こります

ので、施業を進めておるということです。

○徳重委員 わかりました。

それから、先ほど髙橋委員が質問をされたん

ですが、新規就業者が200名ということでありま

した。何歳ぐらいの方が就業されているもので

すか。

○徳永山村・木材振興課長 新規就業者200人の

年齢については掌握しておりません。わかりま

したらまた報告いたします。

○徳重委員 離職された人ということになるの

か、あるいは学生から行かれるのか。高卒とか

いろいろあろうかと思いますが、もしわかった

ら教えていただきたいと思います。

○徳永山村・木材振興課長 傾向としまして、

新規学卒者は少なくて、建設業をリタイアした

人たちがほとんどです。

○徳重委員 そして養成を400人以上されており

ますね。どういう形で……。養成所というのが

あるんですか。

○徳永山村・木材振興課長 林業技術センター

に研修部があります。そちらのほうで研修をし

ていただいております。

○徳重委員 これは有料でということですか。

○徳永山村・木材振興課長 研修を受けるのに

１人20万ほどかかるんですが、この事業によっ

て個人の負担はなしで支援をしているところで

す。

○徳重委員 その方が新規の就業につながって

いくと理解していいんですか。

○徳永山村・木材振興課長 逆で、新規就業し

た方をそちらのほうで技術研修していただくと

いうことでございます。

○権藤委員 順番は一部違いますが、今の新規

就業者200人について関連してお聞きするんです

が、通常の場合、林業の専任で食べていけるの

かという問題があると思うんです。そういうこ

とを含めて考えると兼業ということなのか。365

日という言葉はありませんが、要するに専任で、

それもここ４～５年はめどが立って、永続的に

仕事もあるし、生計も成り立つのか。ここの事

業内容からいくと、相談を１回やって研修会を

２回やったと。今の御説明だと、研修を受ける

人はずっと林業につくんですよと、そういう本

人の理解のもとにやられたとしても、びっくり

するぐらいの就業者があったと思うんですが、

年間所得とか、今後ずっとこの仕事でやってい

けるのか。いけなければ農業との兼業なりでやっ

ていくのか、そういう実態等についてはどうなっ

ているんでしょうか。

○徳永山村・木材振興課長 森林の仕事担い手

新規参入等支援事業は、先ほど申しましたよう

に、国が研修してそこでやめてしまう人がおる

という実態がありまして、今度は、１年目の人

には月３万円、２年目には２万円、３年目の人

には１万円支援することによって、３年間は頑

張ってもらおうと、それをすることによって新

規参入者の定着を進めていこうという事業でご
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ざいます。

それで、林業の就業者の実態から言いますと、

今、森林組合、林業事業体に雇用されている方々

の11～12％が月給制ということになりまして、

あとは日給月給、出来高制が８割ほどあるとい

う状況ですので、これから担い手を確保してい

くという意味では、月給制を少しでもふやして

いくことが必要だろうというふうに思っており

ます。以上です。

○権藤委員 諸塚等で数十年前からいろいろ試

行されてきて、定着過程にあるとは聞いている

んですが、そういう人たちは、機械の使い方と

か、山を越えて非常に遠いところに行ったり、

肉体的にも大変なんです。今お聞きしたところ

によると、今の補助額等で永続的に担い手とし

ていくのかなという疑問がどうしても出てくる

んです。

本来からいけば、宮崎県でどれぐらいの山林

従事者が必要だと。ところが今は、うまくいっ

ているところも部分的にありますが、圧倒的に

町中でサラリーマン化していって、自分の山と

か放置状態にあるのが現状だと思うんです。そ

ういうところの手入れをするのであれば、本格

的に担い手を養成して―これがそれかどうか

わからないから聞いているんですが、こういう

人を手がかりにして、年齢的なものも必要でしょ

うが、元気な人は50でも60でもできるわけです

から、この人たちの中からさらに森林組合等の

作業班を構成していくような２次的なものを

やっていかないと、研修を200人受けましたよと

いうのは一つの実績であることには間違いない

んですが、３年後、５年後本当に担い手が残る

のか。そこに仕事量をぼんとお願いできるのか。

森林組合や役場と一緒になって、この人たちを

戦力化していくための継続的な事業としてやっ

てもらわないといけないんじゃないか。

決算の数字としては理解しましたけれども、

本質的なものはうまくいっていないんです。今

まで、後継者がいないとか、林業をしていた人

が町中で自動車販売にかわるとか、逆の現象が

多いわけです。そこには何らかの、追加的ある

いは持続的な政策を打っていかないと、失礼な

がら、一人前の山林就業者として生産に寄与す

る形の戦力にはなっていかないんじゃないかと

いう心配があるものですから質問をいたしまし

たが、ここで議論しても結論は出ないと思いま

す。一応制度等については理解をしましたので、

きょうの決算の趣旨としてはよろしいかと思い

ます。そういうことでこれは終わります。

それから、主要成果の119ページの下から２番

目の支援交付金というのは、金額が大きいし、

私がこの制度そのものを十分に理解していませ

んので、市町村長との協定を通じて面積を消化

すれば交付金が出ますよということはわかるん

ですが、もう一遍、申しわけないんですが、こ

の制度そのものがどういうふうになっているの

かと思うんです。

○佐藤計画指導監 今の御質問にありました森

林整備地域活動支援交付金は平成14年度から開

始された事業でございまして、森林の有する多

面的機能を図る観点から森林所有者等が実施す

る地域活動ということで、20年度までは、例え

ば隣の人との境界を明確化するためにその周辺

を切り分けるとか、その地域までに到達する作

業道の補修をするというメニューに、１ヘクター

ル当たり5,000円をつけていた事業でございま

す。この増額の理由となっております大きなも

のは、議会のほうには21年の９月補正でお願い

したところですけれども、国の補正によりまし

て、今までのメニューに、森林所有者などが台
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風等の気象害等を把握して、それを今後の森林

整備に役立てるというメニューが追加されまし

て、5,000円の倍額のヘクタール１万円という交

付金になっております。それが約７万5,000ヘク

タールほど追加されまして、７億以上の増額に

つながったものでございます。

○権藤委員 そうしますと、事業の効果、成果

というのは、そういうことを完了しましたよ、

これだけの面積その他完成しましたよ、従来の

分とか１万円になった分とかは、チェックとい

うとおかしいんですが、実績の把握はどういう

ふうにされるんですか。

○佐藤計画指導監 この事業は、国と県が負担

分を出して市町村に交付いたしまして、市町村

がそれに不足分をつけて出すという市町村の事

業となっていまして、成果の集計は市町村でと

まっています。

今申しました２つのメニュー、最初の作業路

等の補修につきましては、例えば諸塚村で交付

金の中から基金を積み立てて、森林組合等の重

機を使いまして定期的に作業路を補修するとい

う成果になって出てきております。

最後のほうに申しました１万円の追加分につ

きましては昨年度の交付分でございまして、補

正の１回限りということになっております。ま

だ目に見えるような成果は出ていませんが、今

の事業で、台風の被害とか鳥獣害、例えばシカ

の角こすりの状況とかだんだんわかってきてお

りますので、その結果を踏まえまして、今後、

森林整備による台風の被害跡地の造林とか、間

伐と同時にシカ被害のためのネットを張るとか、

そういう事業につなげていけたらと思っている

ところでございます。

○権藤委員 金額的にいくとこれは11億ですよ

ね。そういう効果も確かにあると思うんですが、

諸塚で持っている、名前が違うかもしれません

が、昔の森林保全隊の作業が、こういう事業に

よって無駄がなくなる。例えば間伐するだけと

か木を切るだけ以外に、山の手入れをすること

によって給料が上乗せされる、そういうことは

望ましいことだと理解しているんです。こうい

う事業が、さっきの200人を含めて、仕事が複合

的にあることによって生計が成り立つという政

策であれば、私は大いに結構だと思うんです。

そういう意味から聞いたところです｡

したがいまして、これは全県下にかなり大き

なものとして６～７年にわたって行われてきた。

それがまた倍額でもやるということは、地域の

作業している人たちから見ると非常にいい制度

かなと評価をしておるわけであります。そうい

う観点から聞かせていただきました。

まだ一部残っておりますが、時間が……。

○十屋主査 お昼を過ぎましたので、ここで暫

時休憩をしたいと思います。

再開につきましては１時10分の予定でお願い

いたします。

午後０時２分休憩

午後１時８分再開

○十屋主査 分科会を再開します。

それでは、休憩前に引き続きまして質疑をお

受けしたいと思いますが、その前に、森林整備

課長。

○河野森林整備課長 先ほど髙橋委員の質問に

対して答えていない部分がありましたので、答

えさせていただきます。

主要施策の成果の135ページでございます。水

を蓄え、災害に強い森林づくり事業の進捗状況

の表がございますけれども、平成21年度、310ヘ

クタールに対して針広混交林への誘導が210しか
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実績がなかった。これが昨年度並みの予算が確

保されていれば達成できたのではないかという

お尋ねでしたけれども、当初、広葉樹植栽と針

広混交林、40と310計画しておりますけれども、

この予算の中では積算上は１億5,200万で実施が

できるというふうに見込んでおったんですが、

最近、植栽のときにシカネットを張ります。シ

カは県南にはいませんけど、県北にはかなり密

度が高いということで、当初、ヘクタール100メー

ターで見ておりました。ところが、実績を見ま

したらヘクタール336メーターということで、３

倍以上伸びたということがございまして、ヘク

タール単価が50万以上これで食われてしまった

といった予算上のこともございます。ですから、

広葉樹の植栽にかなり食われて混交林の誘導面

積が減ったという部分がありますし、先ほど言

いましたように国の有利な事業もありまして、

そっちのほうにも部分的に流れたということで

ございます。

もう一点、同じく主要施策の成果の138ページ

で、進捗状況の下から２つ目、計画的な再造林

の促進で、平成21年度1,200ヘクタールの計画が

ありまして814ヘクタールしかできていない理由

を聞かれたんですけれども、説明が不十分でわ

かりにくかったと思いますので、再度説明させ

ていただきます。植栽未済地抑制対策で取り組

んでおりますけれども、通常の造林事業で取り

組んでいます。これは造林者の実績による補助

申請を受け付けておるわけですけれども、この

補助申請が減ったということであります。その

原因としては、木材価格が低迷しておりますの

で、主伐そのものが減少したということがあり

ます。これは伐採届けの中でもあらわれており

まして、100ヘクタール以上減っております。も

う一つは、大規模林業事業体、所有者がおりま

して、その中だけ見ましても170ヘクタール計画

が減っております。やらなかったという話でな

くて、次年度に繰り越して次年度に計画する、

そういった要因があろうかと思います。以上で

す。

○徳永山村・木材振興課長 同じく、午前中積

み残し分について説明いたします。

まず、徳重委員の新規就業者の年齢構成です。

大ざっぱですが、200人の中の、30歳以下が40

％、30～50歳以下が40％、50歳以上が20％、そ

のうちに60歳以上が５％、こういうふうな構成

になっております。

それから、髙橋委員の高性能機械の使用の状

況です。流域によりまして若干の差はございま

すが、平成21年度におきましては、森林組合が

使用したのが34％、個人も含めて民間事業体が

使用した分が66％となっておるようでございま

す。

それからもう一点、収入未済額の借受人と保

証人の死亡状況ですが、両方とも死亡した案件

はございません。

もう一点ですが、監査意見書の51ページの林

業担い手対策基金の増減の関係でございます。

まず減が26億ほどありますが、先ほど申しまし

たように事業財源へ充当して取り崩した分

が7,368万円ありまして、そのほかこの基金を活

用して国債を購入するために現金を出した分が

約11億あるということでございます。増のほう

は、機械を機械化センターに貸したリース代が

県に収入として入っておりまして、それプラス、

先ほどの国債を購入した分約11億が増としてこ

こに計上されているということになります。で

すから、現金が出ていって国債、有価証券が入っ

てきた。その出入りの関係の積み上げがこうなっ

ているということのようでございます。以上で
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ございます。

○髙橋委員 機械の使用頻度、できましたら７

ブロックごとにお示しいただくと大変助かりま

す。これは後日でいいですけど。

○徳永山村・木材振興課長 流域ごとでよろし

いでしょうか。後ほど提出いたします。

○徳重委員 木材利用技術センターのことにつ

いてお聞かせいただきたいと思います。毎年１

億円を超すお金が使われておるわけであります。

試験研究も13課題が提起されているようですが、

結果を出してほしいと思うわけで、林業県宮崎

として、この研究成果は将来絶対いけるんだと、

いかせるんだというような課題設定があれば、

お示しいただくとありがたいと思っているんで

すけど。

○有馬木材利用技術センター所長 当センター

に１億円余毎年いただくのは、もちろん人件費、

設備の更新等全部含めてでございますので、純

粋の研究にすべてかかるというわけではござい

ませんが、それでも3,000～4,000万は研究費と

して使われている状況でございます。

今、委員の御質問の点につきましては、私ど

もが今までやってきたことで、意外と見えにく

いけれども、将来にわたって地元の企業等に還

元するであろうというような仕事が幾つかござ

います。例えば日本農林規格、集成材とか製材

の農林規格については国が決めるものでありま

す。その中で宮崎県の杉に対して若干不利な点

が幾つかございました。例えば、非常にたわみ

やすいということがあって数値的には非常に低

くて、そこが除かれていたというところがござ

いました。それを現実に使えるようにした。す

なわちＪＡＳ（日本農林規格）の改正、集成材

の規格を改正することによって、宮崎県の比較

的低い材料の杉がちゃんと使えるようになった、

そういうところがございます。これはなかなか

見えにくいんですが、業者さんにとっては莫大

な還元になっているのではないかと私どもは考

えております。全国ベースで物事を考えますと、

杉の位置づけが必ずしも高くない。今までの仕

組み自体が、杉の構造用利用ということで考え

られていない仕組みが多いんです。そこらあた

りが突破できているというのが、私どものセン

ターの今までやってきたことから考えまして、

一番大きなこれからの波及効果ではなかろうか

と思っております。

もう一つ具体的なことを言いますと、例えば

韓国等に行っている建築物等もございます。そ

れについても当センターで共同でやった事業で

ございます。どういう構造が一番適切であるか、

ある企業と韓国のソウル大学と一緒にやったも

のです。それが実際に向こうに建物が幾つか建っ

ております。これも私どものセンターが後ろ盾

になったというんでしょうか、試験的なバック

をフォローしたという背景がございます。この

課題が具体的にどうだということはなかなか示

しにくいんですが、算定すればかなり大きな成

果を見ているというぐあいに考えております。

ただ、次の10年あるいは20年にわたってどう

かということについては、今後まだまだ大きな

課題が幾つか残っているように感じております

し、それに向けて邁進したいと思っております

が、その大きなものは、木材産業は、木材をた

だ単に製材にするのではなくて、エネルギーと

か国際商品になってまいりましたので、それに

対してどのような対応をするかということが非

常に重要になってまいりました。したがって、

ただ単に丸を四角にして売るという時代ではな

くて、使われる側の要求と、木材が製材だけで

はなくてエネルギーにもなるしチップにもなる、
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そのほかにもなる、こういう広い視野は非常に

必要になってきた。その連携が大変重要になっ

てきた。また、そうでないと国際競争に勝てな

くなってきた。それはなぜかというと、これは

当然のことでございますけれども、為替レート

が日本円が強くなってきているということは、

外国から非常に安くで材が入ってくる、それと

戦わなくちゃいけないという状況でございます

ので、そうなると総力戦を考えないといけない。

それが私どもが今置かれている状況であろうと

思いますし、これは木材産業だけではなくて、

宮崎県の持つ農林畜産全部これにかかわる問題

でもあると認識しております。そういう視点で

やっている状況でございます。

○徳重委員 今お話を聞いて、そのとおりだろ

うと思いますが、宮崎県の材というのは、節も

多い、伸びもちょっと悪い、また弱いというよ

うなこともありますので、今後、集成材という

形で―都城は島津さんが一番先に集成材をや

られたんですが―どこでもきれいに仕上がる

んだと、どこに使ってもいいような材にする、

そういう研究がなされていいんじゃないかと私

はいつも考えておったんですが、集成材につい

ての研究は今もされているんですか。

○有馬木材利用技術センター所長 今申し上げ

たＪＡＳ（日本農林規格）の中で、集成材につ

いては、吉田産業さん、ウッドエナジーさんが

非常に精力的にやっておられることもありまし

て、日本の杉の集成材をリードしていることは

間違いございません。ただ、大断面がなくなっ

たというのはちょっと痛いところでありますけ

れども、中断面、小断面についてはかなりリー

ドしておりますし、先ほどの韓国、中国の引き

合いの話も集成材がまず引き金になっている、

それに素材、製材もあわさっているという状況

でございます。

それから、今、委員の申されましたように、

飫肥杉の評価は必ずしも高くないという雰囲気

があるんですが、このごろは、飫肥杉というの

はともかく大径がとれる、それから耐久性、シ

ロアリ等に対しても大変すぐれている、繊維が

非常に多いということで、むしろ積極的に飫肥

杉を求めるような業者さん―特にこれは製材

の方々の努力もあるんですが、使われる方との

連携等がかなり進んできましたので、そういう

点では、こういうものをつくってほしいという

要求が外側から宮崎に向かってきている状況だ

と思っております。むしろリードしていると私

どもは感じております。

○権藤委員 成果表の138ページは説明があった

かと思うんですが、この表からいって、じゃあ

平成22年度はどうなるのという疑問が１つ出て

くるんです。それから、21年度の150ヘクタール

が69、1,200が814というのを見ると、初年度は

ほぼ計画と合致していたんだけど、次年度以降

についてはずれが出てきている。そういったこ

と等が、今年度の見通しを含めてどういうふう

になるんでしょうかという疑問があるんです。

○河野森林整備課長 上から３段目の「分収林

制度等を活用した造林」、これは先ほど言いまし

たように森林農地整備センター、旧緑資源のセ

ンターですけれども、本年度の予算を見まして

も、ことし程度、やや下回るという予算の確保

状況でございます。その下の計画的な再造林は、

昨年に比べまして、前期造林、ことしの春植え

造林は昨年よりも100ヘクタールほど上回ってお

ります。最終的に１年間のふたをあけてみない

とわかりませんけれども、先送りした分がござ

いますので、昨年よりは実績は伸びると思って

おります。
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○権藤委員 私は、目標が150で固定していくん

ですよと、余り目標をいじってもいかんという

ような意味合いの目標もあると思うんです。目

標に近づけにゃいかんということになると、目

標を厳密に見積もらにゃいかんという理屈もあ

ろうかと思うんですが、それはどちらでもいい

のかなと思うんです。当初は151行ったり1,120

行ったりしたのが、下がってきたりすると、当

初見ていたものと内容的に違ったり、途中で別

な要因が入ってきて難しくなるということがあ

るのであれば、差異が出る主たる原因を何らか

の形で説明してもらうといいのかなということ

で、この数字そのものにはこだわりません。要

するに、目標値と実績値の差異については、21

年度については数字はよろしいです。そういう

ものがこの説明資料でわかる形にしていただく

ことを要望したいと思います。

次に進みます。時間の関係がありますから。

それから監査委員の意見書の43ページ、一部議

論されまして、説明も18件とか13人とか聞いた

んですが、21年度に発生した収入未済額に対し

てどれだけ厳密な対策を立てるかということが

一番大事だろうと思います。前年度等もずっと

問題はあると思うんですが、当該年度に発生し

た分について、個人管理とかなんとかで対策は

立てておられると思うんですが、それが一番で

あって、そのうちに亡くなったりとかいろんな

ことが起こってくること等については非常にあ

れなんですが……。当該年度は去年に比べると

少し減りましたという説明なんですが、当該年

度の未済額の1,496万について徹底した対策を立

てるべきだと思うんです。それが立てられてい

るかどうかということを聞きたいわけです。

○徳永山村・木材振興課長 収入未済額につき

ましては、平成17年からだったと思いますが、

新たな未済額は発生しておりませんで、18件の

ままです。その年度で支払うということで、新

たな発生をしないように努力している状況でご

ざいます。

○権藤委員 駆け足で済みません。確認になり

ますが、要するに発生したときは徹底的に対策

をすると。これについては幾らかの再収入があっ

て、減っている傾向という理解でよろしいとい

うことですね。

○徳永山村・木材振興課長 そういうことです。

○権藤委員 それから36～37ページに、監査委

員の意見としては、借入金が大きいから経営の

効率化に努めなさいということですけど、これ

をそのとおり読むと、何もするなみたいな、た

だ経費節減に努めなさいみたいなことだけど。

そうではなくて、木材需要が回復したときに一

挙に取り返せるかどうかわからんけど、タイミ

ングがあって、日常的には耐えていくしかない

のかなという理解をするんですが、監査委員は

監査委員としてどういう表現をしようと、皆さ

ん方としては、こういう条件が来たときにはこ

うしますよと主張されるほうが―後半の「効

率的な運営が望まれる」という部分は、単価が

回復しないことにはかえって損が出るわけです

から、前半の部分の「経費節減に努めなさい」、

これはいいにしても、経営の方針は持っていま

すということを正確に監査委員にも理解しても

らうことが大事じゃないか。タイムリーな問題

だから、借金が多かろうと少なかろうとですね。

そういう努力をお願いしたいと思います。

次に進みますが、いただいた委員会資料の３

ページ、繰越明許について疑問があるのは、決

算のときは概括的な説明で、予算のときには繰

越明許の明細まで出ますよね。そこで承認を受

けて、決算になったら、それが原因だろうと思
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うんですけど、用地交渉に暇がかかったとか、

発注するのに本部の予算が来るのが時間がか

かったとか書いてあるんですけど、繰越明許に

ついては当初からまたがるものもあるんじゃな

いかと思うんです。何年もかかってやる工事等

について。そういうものと単に手続的に年度予

算でおくれてきたという部分がわかりにくいん

です。繰越明許の明細表で予算の承認を得るわ

けですけど、それと変わらなかったら、私はむ

しろ決算に明細はつけるべきじゃないかと思う

んです。確定した決算ですからね。そういう意

味合いから、変わらなかったら変わらなかった

で、予算時に繰越をさせてほしいといって申請

したものを、決算資料として明細はつけるべき

じゃないかと思うんですが、これは林務だけじゃ

なくてほかにも影響があるので、問題提起とし

てお願いしたいということで、答えがあれば答

えていただければと思います。

○金丸環境森林課長 特に今回の繰り越しにつ

いては、経済対策等が多かった関係でやや多目

の数字が出ているところでございます。それと、

今、権藤委員がおっしゃったお話については、

実は昨年のこの分科会でもそういったお話が

あっておりまして、私たちとしても何か工夫す

ることがないのかという議論をいたしました。

それで、きょうの冒頭の説明で、自然環境課、

森林整備課、山村・木材振興課の課長からは、

おっしゃったような明細書はつけていないんで

すけれども、繰り越しについてもこういう進捗

状況でやっているという説明を―昨年はこれ

はなかったんですけれども―させていただい

て、若干の工夫はしたところでございます。

○権藤委員 もう議論しませんけれども、全く

予算と同じ繰越額であれば、予算時の資料を添

付するだけでいいわけですから、そういうこと

を土木とか農政とかと１回―委員長にもお願

いせないかんですね、またがる協議としてして

もらうことが、説明は聞くんだけど……。もう

時間で言いませんが、そういう気がしておりま

す。

それから次の質問に入りますが、11ページの

土呂久の金額が昨年から見ると結構減ってきて

いると思うんですけど、これの内容の理解の仕

方、対象の方の受診が減ったとか、そのあたり

は……。

○橋本環境管理課長 公害健康被害につきまし

ては、土呂久の砒素中毒の関係でございます。

決算が減りましたことにつきましては、一つは

医療費が予定より下回ったということでござい

ます。もう一つは、遺族への補償費が昨年度３

名の方に支給されておりました。昨年度途中で

遺族の方１名がお亡くなりになったということ

で、予算を下回ったということでございます。

○権藤委員 医療費についても、今後は対象の

方がだんだん少なくなるということで、実績と

しても下がってきているし、将来的にも下がる

可能性が強いという理解でよろしいですか。

○橋本環境管理課長 確かに対象の方そのもの

は御高齢になってこられておりまして、平均年

齢80歳ということでございますので、医療費は

予算を下回ってくる可能性もございます。ただ、

医療の内容そのものが高額な医療を施される場

合もございますので、一概に減ってくるかどう

かは今のところわからないということでござい

ます。

○星原委員 何点か、確認といいますか教えて

いただきたいと思うんですが、まず最初に、121

ページの環境森林課ですが、試験研究というこ

とでそれぞれ研究項目と内容が書かれて、外７

課題となっているんですが、これはどういう研



- 29 -

究をされておるんですか。

○楠原林業技術センター所長 当センター、特

に川上、森林の現場での研究を主にやっていま

すが、この３つ以外につきましては、今、採算

性の悪化等もございますので、まず低コストで

造成しようというのをやっております。特に植

栽から下刈りでの低コストが図れないかという

ことで、低コスト森林造成というのをやってお

ります。

もう一つが、今、広葉樹林が話題になってき

ておりますけれども、広葉樹林を更新する技術

予測といいますが、どこでもここでも広葉樹が

できるということではなくて、適地があるとい

うことで、技術予測を国との連携で行っており

ます。

それ以外には、特に今、杉の集団葉枯れが発

生しています。そういった病害虫、それから林

木育種といいまして次代を担う杉の品種の育種

もやっております。

もう一つ、大きく、特用林産関係の部門を持っ

ておりまして、本県の貴重な収入源であります

原木シイタケを中心としたシイタケの生産技術。

また、同じシイタケですけれども、菌床シイタ

ケの生産技術。

それに加えまして、これは国との連携ですけ

れども、森林吸収源、二酸化炭素吸収能力の測

定をやっております。以上であります。

○星原委員 21年度はそういうことで、前年度

も2,600万円ということで、毎年こういう研究課

題というのは変えられながら取り組まれている

んですか、それともずっと継続しながらやって

いるんですか。

○楠原林業技術センター所長 基本的には１

テーマ３年から５年ほどかけてやっております

が、林業の場合３年で済むかといいますと、済

まない場合もありますので、そういった意味で

は継続しているものもあります。特に22年度か

らは、これに加えましてシカ害にも取り組んで

おりまして、特に現場でのニーズの高いものに

取りかかっていくようにしております。

○星原委員 次に、ちょっと教えていただきた

いんですが、自然環境課の127ページ、一番下の

県木の保全総合対策事業ですが、被害木の伐倒

処理83本、薬剤防除76本、こういう形でなって

いるんですが、21年度が83本ということだと思

うんです。毎年それぐらいの被害が出ているん

でしょうか。下に消毒なんか書いてあるのを見

ると、そうなってくるのかなというふうに思う

んですが。

○森自然環境課長 平成21年度は83本の被害木

を伐倒処理しておりますけれども、それまでの

伐倒処理につきましては、平成20年度が58本、

平成19年度が136本というようなことで推移して

おります。

○星原委員 伐倒した後は再植しているんです

か、そのままなんですか。

○森自然環境課長 これは民間と法人所有の

フェニックスでございまして、公共で所管して

いるフェニックスにつきましては、公共で薬剤

処理なり伐倒処理をしております。

○星原委員 次に128ページ、新規事業、特定鳥

獣（シカ）適正管理支援ということで予算が上

がっておって、大体予算どおりの決算になって

いるわけですが、１万2,500頭ですよね。これは

新規だから21年度から始まったと思うんですが、

結局、目標を１万2,500頭にしておって、そこま

で処分したということでとらえていいんですか。

○森自然環境課長 この特定鳥獣適正管理支援

につきましては、平成21年度に生息調査を実施

いたしました。19年度に考えていた４～５万頭
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生息しているだろうという数字が、７万7,000頭

に大幅に増加したということもありまして、特

定管理計画を21年度に策定いたしまして、５年

後に半分の３万8,000頭にまで減らしていこうと

いう計画を立てた上で、この年に１万2,500頭を

特別捕獲したという状況になっております。ち

なみに、その他の有害駆除で2,000頭余り処理し

ましたし、別途、狩猟で5,600頭ほどとっていた

だいておりますので、合計２万頭を超えるシカ

を捕獲したということになっております。

○星原委員 捕獲したシカはどういう処置がさ

れているんですか。

○森自然環境課長 有害駆除につきましては、

基本的には埋却するというのが原則ですけれど

も、場合によっては、捕獲された方が必要な部

分の肉を処理されて、残渣については埋却して

いただくという処理になります。

○星原委員 １万2,500頭、ここの部分だけでも

相当な数ですよね。資源としての活用はできな

いんですか。埋却するしかないと決まっている

んですか。

○森自然環境課長 例えば肉として有効に使う

という手段があると思うんですけれども、何し

ろ奥山でとったシカを運んでくることが非常に

難しいということと、鮮度を保って必要な量を

確保する、それから衛生面を確保する、衛生管

理のできる施設を持つ、いろいろな課題がござ

いまして、県北のほうとか延岡市あたりでは若

干そういう取り組みをされているようですけれ

ども、今申し上げましたような課題を一つ一つ

クリアしていくことが重要かと思っております。

○星原委員 次に143ページ、山村・木材振興課

ですが、上から２番目の○新 「みやざきスギ」の

家づくり促進緊急対策ということでうたった事

業ですが、予算と決算額が同額使用されて、こ

こに書いてあるように、家づくりへの支援10件、

県産乾燥柱81本とか柱材・内装材120棟というこ

とがあるんですが、これは当初の数字どおりと

いうことは、希望されていた枠におさまったと

ころでとめたのか、あるいはまだ申込者はかな

りあったのかどうか、その辺の実態はどういう

ことなんですか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 ただいま委

員より御質問のあった件につきましては、まず、

柱81本のプレゼントの事業につきましては、都

合360名の方から応募いただいております。２回

抽選を行って、その中から120名の方を選ばせて

いただいて交付させていただいた状況にござい

ます。

○星原委員 今話を聞くと、360名の申し込みで、

約３分の１という計算ですよね。そうすると、

宮崎県は杉生産量日本一で、どうやって杉を売

り込んでいくか、使わせるかという形で来てい

るわけですよね。そしてまた住宅というのはい

ろんな業種の人たちが入ってきて地域経済を支

えたりしているわけで、21年度はこうなんでしょ

うし、22年度がどう組まれているかわからない

んですが、結局、景気対策とか雇用対策、地域

経済対策で、これだけ申し込みが多いものにつ

いては、その後何らかの方法はとられているん

ですか。これは21年度ですけど。

○小林みやざきスギ活用推進室長 御質問のあ

りましたこの事業につきましては、経済対策と

して昨年は国の予算がございましたので、１回

限りということで実施をさせていただきました。

22年度につきましては、この事業は終わって

おりますけれども、大径材化している森林資源

を住宅に活用促進するために、大きな「みやざ

きスギ」活用推進事業というものを22年度から

実施してきておりまして、委員のおっしゃるよ
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うな事業拡大につきましてはそちらの事業で、

工務店の皆さんとの連携グループをつくるなど

して推進しているところでございます。

○星原委員 今説明を受けたのである程度は理

解できるんですが、それを申込者の人たちが活

用して少しでも使いたいと、満足度になってい

るのかどうか。ことしの例はわからんのですが、

日本一の杉生産量の宮崎県として、県民の希望

が多いものにどうやってこたえていくか。一方

では需要を伸ばさないかんと言いながら、そう

いう希望があるのに、何らかのきっかけを与え

れば―家を１軒つくれば、最低1,000万か

ら3,000万、5,000万と数字も膨らんでいくわけ

で、そういう事業成果というんですか、費用対

効果がかなり見込めるんじゃないかというふう

にとらえるんです。そういう意味合いで一方で

はやっていかないと、ただ杉日本一で、あるい

は木質化とか官の施設でも使おうとかいうけど、

効果があるのは、民の部分の消費行動を起こさ

せることに一番魅力があるんじゃないかと思う

んです。そういうものにこたえていくべきじゃ

ないか、こういう数字からいくとそう感じたん

ですが、どうなんでしょう。

○小林みやざきスギ活用推進室長 確かに住宅

の分野で投資される額からすると、山側まで含

めますと倍以上の経済的な効果があると言われ

ておりますので、委員の御趣旨も踏まえて、今

後とも需要拡大には取り組んでまいりたいと考

えております。

○星原委員 よろしくお願いいたします。

それとそのページの一番下にみやざき材海外

輸出活動促進ということで360万円ほどの予算が

組まれて、商談会を開催されたりしているんで

すが、これはどこの国ですか。相手は中国です

か。

○小林みやざきスギ活用推進室長 ただいま御

質問のございました、みやざき材海外輸出活動

促進につきましては、韓国においてフェアに出

展をさせていただいております。

○星原委員 その中の一番下に構造計算技術者

等の養成６人と出ているんですが、活動促進と

構造計算技術者養成というのは関連があるんで

すか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 韓国におき

ましては韓屋（ハンオク）という昔ながらの住

宅がございまして、そちらの柱やはりとして宮

崎材を輸出しておるわけですが、向こうの住宅

を建てる技術者が不足しているというような状

況もございまして、韓国の技術者を日本に招き

まして韓屋といった住宅を建てる際の技術を学

んでいただくといったことで、この６人の方を

養成したところでございます。

○星原委員 そういう中で韓国に輸出している。

商取引としてどれぐらいの取引があって、今後

もそれ以上に伸びていくということでそういう

ことまでされているんでしょうから、21年度の

取引、宮崎県産材を使って韓国で活用された金

額はどれぐらいになるものですか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 平成21年に

おきます韓国への県産材の輸出額につきまして

は１億8,000万円ほどになっております。

○星原委員 これからまだ市場的にはかなり広

がっていくととらえていいんですね。

○小林みやざきスギ活用推進室長 平成17年か

ら木材利用技術センターとソウル大学が技術交

流を始めまして、それ以来みやざきスギの輸出

を進めてきておるところです。韓国のソウル大

学の先生を中心としまして、低層の住宅につい

ては韓屋といった建て方を今後進めていこうと

いう動きがあるようでございますので、今後と
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も韓屋の建設が促進されると見込まれておりま

す。そこに向けまして、みやざきスギの輸出を

図ってまいりたいと考えております。

○福田委員 先ほどは環境のほうでしたが、今

度は林務のほうにお願いしたいんです。主要施

策の148ページ、成果等について書いてございま

すが、私は過去からずっと、中山間地域の換金

作物としてシイタケのことを取り上げてきたん

ですが、文面には「全国第２位の乾シイタケ生

産量」と書いてございます。これを見ますとな

るほどと安心するんですが、実態は、今ちょう

どピーク時から10分の１です。私どもがシイタ

ケを取り扱い始めた昭和40年代に比べますと10

分の１です、乾シイタケが。それでも、全国的

に新しい産地が登場しませんから、１位大分、

２位宮崎の関係は全然変わっていないんです。

私がいつもお願いすることは、本当に生産者の

ためになっているのか。それから宮崎県は、環

境と合併したとはいえ、全国でも数少ない林務

のセクションを持っている行政ですから、その

中でぜひ宮崎県の乾シイタケの生産を再興して

ほしい。生も。

なぜ私がそれを申し上げるかといいますと、

キノコの全国の生産量を見ますと金額ベース

で7,000億円です。7,000億円産業、これは大き

いです。主としてこれは生の関係が多いんです

が、特に長野県あたりはその大産地です。それ

からこの近郊では四国の徳島県あるいは島根県

です。残念ながら本県はそこに顔を出していな

いんです。いろんな施策を打っていただいてお

りますけど。ここに来ますと、目先を変えない

と、毎年毎年同じような文面で御報告いただく

ことになると思うんです。第２位といったら聞

こえはいいです。しかし金額的にはわずかです。

私は副委員長と一緒に２年前、徳島県の産地を

視察しましたが、一業態の金額が我が県の乾シ

イタケの金額と同じなんです。そういう状況で

す。

そこで、直接この審査には関係ないと思うん

ですが、毎年同じことが出ておりますからあえ

て申し上げますが、今回の口蹄疫の問題で、畜

産と耕種の問題で畜産の比率を若干下げようと

出ています。林務には関係ないじゃないかとおっ

しゃるかもしれませんが、私はこの中に林務が

食い込んでほしいと思うんです。新たな特用林

産物を担当するグループを林務が中心になって

やる、既存の農政水産部だけではなくてですね。

そういう働きをぜひやってもらいたいと考えて

おります。これは今、県土整備部のほうで取り

組んでおりますが、土木業者への新しい業種転

換としまして。本命は林務と思います。原料の

広葉樹を持っていますから。

そこで、特に児湯地区は畜産を薄くするとい

うんですから、畜舎がいっぱい遊ぶんです。そ

の畜舎を改造利用して―キノコじゃだめです

ね、広葉樹等の関係がありますから、シイタケ。

なぜシイタケか、全国でキノコ産業に進出して、

シイタケだけは企業が失敗しているんです。こ

れは人手の作業ですから人手をたくさん食う。

大きい企業がたくさん出ました。例えば雪国ま

いたけとかホクト産業とか、これはシイタケを

失敗してマイタケとかシメジに参入したんです。

シイタケだけ残っているんです。ぜひ林務が専

門の課ぐらいつくられて―過去のいろんな実

績を見ますと細るばっかりです。

私は同じ１次産業でよく対比するんですが、

かつて私が初当選したときにまだ養蚕がありま

した。私は議会の本会議で、「もう養蚕はないん

ですから、技術者の皆さん方は新しい技術員に

養成し直したらどうですか」ということを言い
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ましたが、宮崎県の場合は国よりもおくれまし

たね、養蚕の「蚕」をなくすのに。あれだけ立

派な蚕業試験場をつくったけど、もうやってま

せんよね。キノコも流れがはっきりしています

から、宮崎県は絶対強いと思うんです。シイタ

ケの生を中心に、乾燥も大事にしながら施設キ

ノコを、皆さん方は専門家ですから、農政の一

分野に入ってやってほしいと思います。

全国調べますと、農政でやるか林務でやるか

いろいろありますが、徳島県に聞きましたら、

農政と林務では難しかったようです。どこがやっ

たか、商業分野です。事業協同組合です。そう

いうことを勉強してまいりました。今度は島根

の例に行きますが、島根県の奥出雲、やっぱり

行政が力を入れないと、新規参入ですから不安

なんです。なかなか個人では難しい。ぜひ乾シ

イタケと並んで―過去を見ますと細るばかり

ですから、やってほしいと思うんです。以前か

ら私は何回も言いますから、吉瀬部長はどうい

う思いでこの文面を書かれたのかなと思うんで

すが、いかがでございますか。

○吉瀬環境森林部長 現在、宮崎県の生シイタ

ケにつきましては、委員御承知のとおり９割ほ

どが菌床の生シイタケになってきておりまして、

シイタケの中に占める割合も大きくなっている

とは思います。おっしゃいました施設の畜舎を

利用してとかいろいろありますけれども、初期

投資の部分、それから技術的な部分、それにつ

きましては先ほど話がありましたように林業技

術センターのほうで研究もしております。そう

いうものをもろもろ生かしながら本県に合った

ものが推進できればというふうには考えており

ます。

○福田委員 何回も同じようなことをお聞きし

まして、毎年同じような回答が返ってくるんで

す。西郷村にセンターが移転して何年になりま

すか、あの当時から同じことをお聞きしており

ます。もうこれ以上お話ししてもしようがない

と思いますが、ぜひバランス調整の中に林務が

入って、専門のキノコ課ぐらいつくってやって

ください、これは必ず成功すると思います。宮

崎県は全部物がそろっているんですから、その

調整をやるのが行政だと思います。

今度は140ページ、人工乾燥施設リース促進事

業、乾燥機をリースでやっておられるんですが、

県内の製材所にはこの乾燥機は大体入ったんで

しょうか。設置率は何％ぐらいですか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 正確には申

し上げにくいんですけれども、県内に200近くの

製材工場がございます。その中で50工場ほどが

乾燥施設を整備している状況でございますので、

単純に割り算しますと25％ということになりま

す。

○福田委員 工場数では50でしょうが、工場の

大中小の規模がございますね。グリーン材と乾

燥材の出荷比率はどうなっていますか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 ただいま調

べたいと思いますので、ちょっとお時間をいた

だけますか。

○福田委員 先ほどいろんな意見をお聞かせ

願って、お考えになっているなと思ったんです

が、本県は林業県としてナンバーワンという言

葉を使います。これも聞こえはいいんですが、

実際は販路に非常に苦労しているわけです。そ

こで、今の木材の需要の動向からしてグリーン

材は厳しいというのはわかったんです。あと乾

燥材、集成材ですね。私どもは中国木材も勉強

に行かせてもらいました。それから集成材の日

本の発祥地であります岡山にも行かせてもらい

ましたが、けたが違うものですからね。特に中
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国木材等で見た規模から見ますと、とてもコス

ト的に合わないということを考えて、日向に進

出をしていただくということですから、非常に

期待もしておるんですが、需要動向としては乾

燥材よりも集成材の方向が強いと見ているんで

すが、それはどうですか。そうなりますと本県

の林務行政のあり方も根本から変えていかざる

を得ないと思うんですが、そのあたりいかがお

考えですか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 ただいま委

員から御指摘がありましたとおり、最近の木材

の需要につきましては集成材が非常に多くなっ

てきているかと思います。私どもも昨年来、大

手ハウスメーカーに営業に伺っておるわけです

けれども、その中でもやはり集成材が欲しいと

いう声が非常に多うございます。そういう点か

ら申し上げますと、県内の製材工場につきまし

ても、もう少し集成材のほうに目を向けて今後

の投資についても検討していくような状況にあ

るのかなと考えております。

○福田委員 林務の関係の予算の流れを見てき

ますと、新しいものに挑戦していただく時期じゃ

ないかと考えておるんです。これは総括のよう

な意見になりますが、ぜひ環境森林部の存在感

を示す、杉で日本一であれば、行政でも林務に

関してはどこにも負けない、そういうものが施

策の評価の中に出てくることを期待いたしまし

て、終わります。

○小林みやざきスギ活用推進室長 先ほど御質

問のありました乾燥材の生産量でございますが、

平成20年の実績で26万立方になります。県内の

製材品の出荷量が70万強ということになります

ので、比率で37％ほど占めることになります。

以上です。

○有馬木材利用技術センター所長 今、委員の

申されました、生材、乾燥材、集成材の比率と、

方向性は集成材をかなり大きく見るべきではな

いかという御指摘でございますけれども、私ど

もが見ますと、大勢としては集成材がかなり大

きいウエートになるだろうということはござい

ますけれども、もう一つの側面としては、素材

に対して無垢材というものに対しての潜在的な

需要はかなりございます。もう一つは、最終的

には乾燥材でなくてはいけないということはあ

るわけですが、天然乾燥材に対する魅力という

のも捨てたものではございません。そう考えま

すと、規模とか状況に応じて使い分けをするこ

とが、むしろ特徴を持ってくると考えられます。

したがって、大量的にすべてをやるというので

はなくて、地域に応じた得意わざをこれから求

めていくことが極めて重要ではなかろうかと思

います。

なぜそんなことを申し上げるかといいますと、

集成材というのはかなり国際商品であります。

そうするともろに為替レートの影響を受けるわ

けであります。そう考えますと、為替レートの

中で戦うだけの規模と心構えがないとなかなか

厳しいものがあろうかと思います。そういう点

では、寡占化することはある程度やむを得ない

かと思いますけれども、先ほど申し上げました

ように、天然乾燥を使って無垢の家を、あるい

は無垢の材料を使った木構造をというのは、宮

崎だからできる可能性もある。それはなぜかと

いうと、これだけ資源量があって、しかも質が

いろいろあるところに特徴があろうかと思って

おります。そういう点では使い分けをどうやる

かということが大変重要な課題でもありますし、

私どものセンターにもそのあたりを求めて来ら

れる方が非常に多うございます。そういう点で

は、今御指摘のとおりかと思いますが、より広
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く我々は考えなくてはいけない状況、それがで

きるのは、逆に言うと宮崎だからできるという

ことは間違いないだろうと思っております。そ

ういうことで我々もいろいろ考えておるところ

でございます。

○福田委員 そこまでお聞きしますと、私もそ

ういう考えを持っていましたから、集成材工場

の工場長にお聞きしたんです。「あなたは家をつ

くるときに何を使いますか」「それはもう経済的

に余裕があれば無垢材ですよ。私は無垢材がい

いと思うがな、私は宮崎県出身だ」、現実はそう

はいかないんです。シイタケでもそうでした。

私は生でも原木がいいと思った。しかし、市場

の動向はそういかなかった。全く予想に反して

逆に走っていった。実際、今おっしゃったとお

りであると思いますが、林家がお金を取れて生

活ができる林務行政を僕らは望む、何がいいと

いうことではなくてですね。そのようにあえて

要望しておきたいと思います。

○岩下委員 今、製材所が200ほどあるというこ

とでしたけれども、地場産業の育成という観点

で質問させていただきます。

植栽とか間伐とか林道、そういう点では県の

ほうでかなりの予算を使っていらっしゃいます。

川上の予算と言っていいんでしょうか。ところ

が、製材部門になりますと、森林組合とか大手

の今出ました乾燥材、こういった点については

県も国も相当力を入れていらっしゃると思うん

ですが、製材所の数というのはかなり減ってき

ています。今までの製材所の雇用というのはか

なりあったと思うんですけれども、今はそれこ

そ、家が建たなくて仕事がないからやめてもらっ

たとか、職員を減らして社長みずから汗をかき

ながら遅くまで仕事をしているという現実があ

るんです。大手スーパーと小売店の形みたいに

淘汰されているような気がするんです。地場産

業の育成という形で、林業関係で製材所支援、

緊急雇用対策とかいろんなものがあると思うん

ですが……。よく製材所で聞きます―串間の

ほうでも製材所がまた１軒つぶれました。私の

知り合いのところでも、「今はやっているけれど

も、もう息子にはさせられん」と。そういった

点では、製材所、出荷をするもとのほうへの支

援策がありましたらお聞かせいただければあり

がたいと思います。

○小林みやざきスギ活用推進室長 ただいま委

員からお話ございました製材工場につきまして

は、県内の杉人工林等を活用する非常に大事な

産業であると考えておりまして、補助金等にお

きまして、施設の整備をするといった場合には

林業構造改善事業で対応しておるところでござ

います。中小の製材工場につきましては運転資

金が大変重要になってきておりますので、素材

を買うための資金とか、経済環境が大きく変わっ

た際に融資ができるような制度も用意をいたし

まして、できる限り安全・安心な運営ができる

ように図っているところでございます。

○岩下委員 安全・安心な経営ということです

が、借り入れのできるところはまだいいんです。

５人、10人ぐらいでやっている製材業務の中で、

地場産業育成というか、何か手がありましたら

またお考えいただくとありがたいと思います。

県内で今200といいますけれども、10年前、20

年前からすると―決算の委員会でしょうけれ

ども―相当製材所はつぶれているんじゃない

でしょうか。また御一考いただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

○髙橋委員 ２点お尋ねします。先ほど星原委

員からお尋ねのあった関連ですけど、143ページ、

「みやざきスギ」の家づくり促進緊急対策事業、
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県産乾燥柱81本というのは何坪の家の柱分で

しょうか。そして所要の額を教えてください。

○小林みやざきスギ活用推進室長 柱81本につ

きましては、平均的な１戸建ての木造住宅を想

定しておりまして、120～130平米の住宅に使わ

れる柱材ということで、平均的なものを取り出

したものでございます。予算額といたしまして

は、積算上は20万円ほどを見込んで執行いたし

ました。

○髙橋委員 新規の事業であったわけで、ずっ

と続けてほしいと思うんです。ただ、こういう

御時世ですので非常に心配します。建ててしまっ

たらそれで終わりじゃないですか。ずっと続く

ためには広く浅くのほうがいいのかなと思った

りして、81本じゃなくてその半分でもいいだろ

うし、検討されていくと思うんです。いろいろ

と査定が入る段階で。ぜひ続けていただきたい

事業だと思っています。

もう一点は、次のページの木づかい啓発キャ

ンペーン、「木づかい」というネーミングがいい

ですよね、木を使うということと、気持ちの気

でも受け取れていいと思うんですが。

昨年、日南市でイベントがあって、参加者１

万462人、この中に私も入っているんですけど、

これは何年ぐらいの催し物で……。今まで県内

を回ってきたと思うんです。そこを教えていた

だけませんか。

○徳永山村・木材振興課長 この事業自体は平

成19年度から21年度、昨年度までの事業でござ

います。22年度につきましてはこれに続く改善

事業をやっております。この木づかい啓発キャ

ンペーンの前、19年度より前も、事業名は違い

ますけど同様の事業をやっておるということで

ございます。

○髙橋委員 私も政務調査で行きました。圧密

材とかここで学んだんです。すごく参加者も多

くて、先ほど言われた無垢材とか、材のすばら

しさをぜひ目で見てほしいわけです。パネル展

で内装の写真とかありました。今度やられると

きには、木造化、木質化でもいいじゃないです

か、木質化するためには内装はこんなふうにな

りますよと実際目で見てもらってイメージして

いただく。そんなに大きくなくても、持ち込み

できると思うんです。腰板でもいいですし、ど

こでも木質化できると思うんです。消防法のと

ころを除けば。

この事業は３カ年度で終わりだということで

すけど、すごく効果は出ていると思うんです。

私も勉強になりましたし、県内の木造化したい

という方にとってインパクトを与えた事業だと

思っているものですから、来年度にちゃんとこ

の事業が反映されたということで認識していい

んでしょうか。

○徳永山村・木材振興課長 事業名が変わるだ

けで、22年度から改良事業として実施しており

まして、ことしは「やまんかん祭り」を西都市

で10月30日、31日で実施する予定となっており

ますので、よろしくお願いしたいと思います。

○髙橋委員 ことしは西都でやられるというこ

とで、予算の関係もあって何カ所もできないん

でしょうけど、ぜひ場所を回りながら、また日

南にも来てください。お願いします。

○十屋主査 ほかございませんか。

○河野森林整備課長 さっき徳重委員の御質問

の中で、「70年の森林」、ことしで５年目と申し

上げましたが、正しくは３年目でございました

ので、訂正をお願いいたしたいと思います。

○河野副主査 １点だけお聞かせください。野

生猿の捕獲の補助金を、宮崎市は猿の尾っぽ１

本に２万円やりよるとですよね。宮崎市に県か
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ら幾ら補助しているんですか。

○森自然環境課長 これは市の単独でやられて

いると思っております。私どもからは助成はし

ておりません。

○河野副主査 県からは全然助成されんわけで

すね。

○森自然環境課長 野生猿の捕獲班の活動支援

はさせていただいておりますけれども、野生猿

の捕獲そのものに対する支援はしておりません。

○河野副主査 松くい虫の防除515ヘクタール、

場所はどこなんでしょうか。

○森自然環境課長 宮崎市と、海岸部に上がっ

ていきまして、新富町、延岡市の海岸部、それ

から高鍋町あたりにも入っております。

○河野副主査 それは国有林ですか。

○森自然環境課長 この面積は民有林でござい

ます。

○河野副主査 わかりました。

○十屋主査 ほかにございませんね。

それでは、以上をもちまして環境森林部を終

了いたします。

執行部の皆様には大変お疲れさまでございま

した。

暫時休憩いたします。

午後２時21分休憩

午後２時27分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

あすの分科会は午前10時から行うということ

でよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、そのように取り計らい

たいと思います。

そのほか何かありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 先ほど権藤委員からありました繰

越明許費の詳細な説明については、主査会のほ

うで提案をさせていただくということで御了解

いただきたいと思います。

それでは、以上をもって本日の分科会を終了

いたします。

午後２時27分散会
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平成22年10月１日（金曜日）

午前９時58分再開

出席委員（９人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 河 野 安 幸

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 福 田 作 弥

委 員 星 原 透

委 員 権 藤 梅 義

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 髙 橋 透

委 員 岩 下 斌 彦

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 髙 島 俊 一

農政水産部次長
緒 方 哲（ 総 括 ）

農政水産部次長
押 川 延 夫（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
関 屋 朝 裕（ 水 産 担 当 ）

農 政 企 画 課 長 上 杉 和 貴

ブ ラ ン ド ・
加勇田 誠流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 山之内 稔

連 携 推 進 室 長 山 内 年

営 農 支 援 課 長 井 上 裕 一

農業改良対策監 戸 髙 憲 幸

消費安全企画監 工 藤 明 也

農 産 園 芸 課 長 郡 司 行 敏

畜 産 課 長 児 玉 州 男

家畜防疫対策監 岩 﨑 充 祐

農 村 計 画 課 長 三 好 亨 二

国営事業対策監 宮 下 敦 典

農 村 整 備 課 長 宮 川 賢 治

工 事 検 査 監 溝 口 博 敏

水 産 政 策 課 長 鹿 田 敏 嗣

漁 業 調 整 監 成 原 淳 一

漁港漁場整備課長 山 田 卓 郎

漁港整備対策監 永 野 広

総合農業試験場長 串 間 秀 敏

県立農業大学校長 服 部 修 一

畜 産 試 験 場 長 紺 家 久 資

水 産 試 験 場 長 那 須 司

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 花 畑 修 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

○十屋主査 分科会を再開いたします。

それでは、農政水産部の審査を行います。

まず、部長より平成21年度決算の概要につい

て説明をお願いいたします。

○髙島農政水産部長 農政水産部でございます。

よろしくお願いいたします。

それでは、平成21年度の決算につきまして御

説明させていただきます。

座って説明させていただきます。

まず、平成21年度の主要施策の内容について

でございます。

お手元の普通会計決算特別委員会資料の１

ページをお願いいたします。１総合計画に基づ

く施策の体系表をごらんください。農政水産部

では、新みやざき創造計画や部門別計画に基づ

きまして各種施策を積極的に推進してきたとこ

ろでございます。

初めに、経済・交流の舞台づくりの「農業の
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振興」につきましては、まず、意欲ある担い手

づくりとして、担い手への農地の利用集積や、

認定農業者及び農業法人の育成・確保、他産業

からの農業参入支援などに努めたところでござ

います。

また、力強い産地づくりでは、商品ブランド

認証制度の推進や効率的な生産・流通体制の整

備、畑地かんがい施設等の農業生産基盤の整備

等を推進するとともに、地球温暖化への対応な

どに取り組んだところでございます。

次に、食と農の絆づくりでは、食品表示の適

正化を図るとともに、県民運動としての地産地

消及び食育活動の推進等を図ったところでござ

います。

さらに、環境と調和した循環型農業づくりで

は、エコファーマーの育成やバイオマス資源の

利活用の推進等に努めるとともに、元気な地域

づくりでは、中山間地域等直接支払制度の推進

やグリーン・ツーリズムの推進など、農村地域

の活性化に努めたところでございます。

次に、２ページの「水産業の振興」につきま

しては、豊かな資源の持続的利用と水産技術開

発の推進として、資源づくりを推進するため、

種苗の生産及び放流、魚礁漁場の造成等に取り

組んだところでございます。

次に、競争力のある経営と消費者に信頼され

る水産物の供給の推進では、漁協組織の強化の

推進や、ブランド認証品のＰＲによる消費拡大

など、生産・流通体制の強化を図ったところで

ございます。

また、多様な担い手の確保と多面的機能を有

する魅力ある漁村の創造では、漁業士等のリー

ダーの育成や漁港・漁村の整備などに取り組ん

だところでございます。

以上が、平成21年度の主要施策の主な内容で

ございます。詳細につきましては、後ほど各課

長から御説明をいたします。

次に、平成21年度の決算状況につきまして御

説明させていただきます。

３ページをお開きください。２平成21年度決

算事項別明細総括表についてでございますが、

まず下から６行目、一般会計の部の合計の欄を

ごらんください。最終予算額445億2,960万9,000

円に対し、支出済額376億2,792万8,018円、翌年

度への繰越額が65億3,299万3,000円、不用額が

３億6,868万7,982円となっております。

また、下から２行目の特別会計につきまして

は、最終予算額５億4,558万5,000円に対し、支

出済額３億3,312万858円、不用額が２億1,246

万4,142円となっております。

よって、一番下の行でございますが、農政水

産部の合計では、最終予算額450億7,519万4,000

円に対し、支出済額379億6,104万8,876円となっ

ておりまして、執行率は84.2％でありますが、

繰越額を含めますと98.7％であります。

なお、詳細な決算の状況につきましては、後

ほど各課長から御説明させていただきます。

次に、監査における指摘事項についてでござ

います。

５ページをお開きください。農政水産部に係

る監査では、契約事務及び工事の施工に関する

注意事項が２件ございました。内容につきまし

ては記載のとおりでございますが、今後このよ

うな指摘を受けることのないよう、規則に基づ

く適正な事務処理を指導徹底してまいります。

なお、別途配付されております「平成21年度

宮崎県歳入歳出決算審査及び基金運用状況審査

意見書」において、２件の意見・留意事項がご

ざいましたが、これにつきましては後ほど関係

課長から説明をさせていただきます。
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私からは以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○十屋主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これより、農政企画課、地域農業推進課、営

農支援課、農産園芸課、畜産課の審査を行いま

す。平成21年度決算について、各課の説明をお

願いします。

なお、委員の質疑は５課の説明がすべて終了

した後にお願いをいたします。

○上杉農政企画課長 それでは、農政企画課の

平成21年度の決算の状況等について御説明をい

たします。

まず初めに、お手元の平成21年度普通会計決

算特別委員会資料の３ページをお開きください。

一番上の農政企画課のところでございます。一

般会計のみで、平成21年度最終予算額23億2,756

万3,000円に対し、支出済額22億8,840万4,718円、

翌年度への繰越額2,000万円、不用額1,915

万8,282円となり、執行率は98.3％となっており

ます。

次に、当課の決算事項別の明細につきまして

は６～８ページに記載しております。

なお、一般会計の目における予算の不用額

が100万円以上のもの、または執行率が90％未満

のものについてのみ御説明させていただきます。

各課におきましても同様の説明とさせていただ

きます。

６ページをごらんください。まず、（目）農業

総務費につきましては、不用額が1,743万5,133

円となっております。主なものにつきましては

委託料でございまして、地球温暖化対応産地構

造改革モデル実証事業における調査委託の執行

残などでございます。そのほか旅費や使用料等

の事務費の節約による執行残となっております。

次に、７ページをお開きください。（目）農業

協同組合指導費で執行率が89.7％となっており

ます。これは、旅費等の節約による執行残でご

ざいます。

次に、（目）総合農業試験場費でございますが、

不用額が115万3,670円となっております。これ

は、試験場管理費の節約による執行残でござい

ます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について、主なものを説明させていただきます。

平成21年度主要施策の成果に関する報告書

の199ページをお開きください。上から４行目の

（２）力強い産地づくりでございます。

主な事業の１つ目の新規事業、環境と健康に

寄与するみやざきブランド新戦略構築につきま

しては、これまでの「安全・安心」をベースに、

新たに「環境」「健康」をキーワードとして加え

た販売対策に取り組みました。具体的には、二

酸化炭素の排出量を商品に表示するカーボン

フットプリント制度に取り組み、野菜と果実に

関する排出量の算定ルールを示した商品種別算

定基準（ＰＣＲ）を策定したところでございま

す。また、消費者の健康志向に対応するため、

本県農産物の機能性成分分析によりビタミンＣ

含有量が多いことが判明いたしましたピーマン

での表示販売に取り組みました。

次に、２段目の「みやざきブランド」向上プ

ロモーション強化につきましては、量販店など

でのトップセールスや海外におけるフェアの開

催などを通して、本県農畜産物のＰＲや販売促

進に努めたところでございます。

このような取り組みの結果、「環境」や「健康」

を切り口とした新たな付加価値の創出や、国内

外の量販店などとの結びつきの強化が図られた

ところであります。今後とも、新たな商品ブラ
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ンドの開発やさまざまな業態との協働による情

報発信力の強化に努めるなど、ブランド力の向

上に向けた取り組みを促進してまいります。

次に、200ページをお開きください。１段目の

京浜向け青果物安定輸送緊急対策につきまして

は、大阪までの海上コンテナ輸送量を確保する

ことにより、大阪から京浜までの陸送と組み合

わせた定時・安定的な輸送体制の構築を図って

まいりました。

次に、３段目の新規事業、契約販売促進につ

きましては、需要が拡大している加工・業務用

野菜の安定供給を図るため、農業団体や農業生

産法人の連携を進めるとともに、その契約取引

の拡大を図ったところであります。今後とも、

物流の集約化やモーダルシフトによる効率的輸

送体系の確立に取り組むとともに、なお一層の

契約取引の拡大を図り、農業者の所得向上に努

めてまいります。

次に、４段目の新規事業、農業所得向上のた

めの新たな農・食産業システム構築につきまし

ては、各業界から専門家を招きまして、農業の

見える化による新たなＩＴ活用システムの提案

や、加工・業務用需要に対応した新たな農業ビ

ジネスの展開という２つのプロジェクトを設置

いたしまして、他産業からの多様な技術等を融

合させた「儲かる農業の構築」に向けた改革プ

ランの提言などを行っていただき、現在、具体

的な事業化につながっているところでございま

す。

下から２段目の地球温暖化対応産地構造改革

モデル実証につきましては、地球温暖化の進行

による農水産物生産への影響が懸念される中、

平成20年度に創設した農水産業温暖化研究セン

ターを核といたしまして、大学や民間企業など

の協力を得ながら、将来的な温暖化予測や農業

への影響調査などを実施いたしました。引き続

き、温暖化に対応できる産地づくりに向けた取

り組みを進めてまいります。

一番下の農事試験につきましては、農業技術

の開発及び実用化を図るため、本県独自の品種

開発や、省力化・低コスト化された宮崎方式の

栽培技術の確立、宮崎型園芸の開発など、本県

農業の基幹となる技術などの開発の確立に取り

組んでまいりました。今後とも、安全・安心や

健康、また環境などの多様なニーズに対応でき

るとともに、農業者の所得確保を図るための試

験研究を進めてまいります。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査結果についてでありますが、監

査委員の決算審査意見書に関して、特に報告す

べき事項はございません。

農政企画課からは以上でございます。

○山之内地域農業推進課長 地域農業推進課で

ございます。

地域農業推進課の平成21年度予算に係る決算

状況等について御説明いたします。

初めに、お手元の平成21年度普通会計決算特

別委員会資料の３ページをお開きください。地

域農業推進課は一般会計及び特別会計がござい

ますが、まず一般会計について御説明いたしま

す。平成21年度一般会計の最終予算額は41

億8,943万4,000円で、これに対する支出済額は41

億4,429万5,078円でございました。不用額

は4,513万8,922円となり、執行率は98.9％でご

ざいました。

次に、特別会計は、表の下から５段目でござ

いますが、最終予算額は２億3,384万4,000円で、

これに対する支出済額は２億3,192万6,476円で

ございます。また不用額は191万7,524円で、執

行率は99.2％でございます。
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次に、当課の決算事項別の明細は９～12ペー

ジに記載しております。

10ページをお開きください。一般会計でござ

いますが、（目）農業振興費におきまして不用額

が4,385万319円となっております。また不用額

につきましては需用費及び委託料が主なもので

ございますが、みやざき農業経営力強化支援事

業における農業法人等への新規雇用者の経費支

援のための委託料の執行残、それから農業大学

校における業務の効率的な執行に伴う執行残な

どとなっております。

続きまして、12ページをお開きください。農

業改良資金特別会計でございますが、（目）農業

改良普及費におきまして不用額191万7,524円と

なっております。これは就農支援資金貸付金の

執行残が主なものでございます。この貸付金は

新規就農に必要な資金を無利子で貸し付けるも

のでございますが、借り受け希望者が施設・機

械の導入計画を一部見直したこと等により、貸

付額が減額となったものでございます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

その主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書203ページをお

願いいたします。（１）の意欲ある担い手づくり

につきましては、認定農業者、集落営農、農業

法人、さらには新規就農者を育成・確保すると

ともに耕作放棄地の解消に努め、優良農地の利

用集積を進めたところでございます。

主な事業としては、みやざきフロンティア農

地再生事業につきまして、県及び地域段階にプ

ロジェクトチームを設置し耕作放棄地の再生整

備を推進するとともに、復元した農地の受け皿

となる農業生産法人の育成や、他産業からの農

業参入に対し支援を行ったところでございます。

また、みやざき優良農地面的集積推進事業に

つきましては、農地の面的な利用集積による規

模拡大を推進するため、農地の担い手への集積

を推進する組織を全市町村に整備し、担い手へ

の農地集積や集落営農組織による農地の再配分

に向けた話し合い活動を支援したところでござ

います。

次に、204ページをお開きください。上から２

段目の新規事業、みやざき発・業務用農産物生

産拡大事業につきましては、近年、業務・加工

用農産物の需要の拡大に対応できる農業生産法

人を育成するために、県農業振興公社に農商工

連携の窓口を設置するとともに、農業生産法人

が戦略的に取り組む業務・加工用農産物の生産

拡大を促進したところでございます。

次に、同じく新規事業、みやざき農業経営力

強化支援事業につきましては、農業分野におけ

る新たな雇用の創出と農業法人の経営力強化を

図るため、経営の規模拡大や多角化を目指す農

業法人等における新規雇用を支援したところで

ございます。

それから、同じく新規事業でございます、宮

崎発・大地を活かす農商工連携ビジネスモデル

創出事業につきましては、他産業との連携によ

る本県農業や地域経済の活性化を図るため、県

農業振興公社に基金を造成し、多様な経営資源

を有する他産業の企業と地元農業法人が共同で

行う農業生産の取り組みを支援したところでご

ざいます。

続きまして、205ページをお願いいたします。

担い手育成総合対策事業を初めとした事業によ

りまして、認定農業者、集落営農組織など担い

手の育成・確保に努めたところでございますが、

この中の３段目、新規事業、農業大学校を核と

した農業・農村を支える人づくり総合事業につ

きまして、チャレンジ精神のあるたくましい実
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践力を備えた人材を育成するため、農業大学校

で実施しております「みやざき農業実践塾」を、

コースの組みかえ等により充実・強化を図った

ところでございます。

続きまして、207ページをお願いいたします。

（５）元気な地域づくりにつきましては、中山

間地域の特色ある地域資源を生かした付加価値

の高い農業の展開や、都市と農村の交流の促進

等によります農村の活性化を図るための取り組

みを進めたところでございます。

主な事業といたしましては、きらり輝く山間

地域農業活性化プロジェクト事業につきまして、

農業振興を基軸とした、集落みずからが提案し

実践する取り組みを支援したところでございま

す。

それから、１つ飛びまして、中山間地域等直

接支払制度推進事業につきましては、中山間地

域におきまして集落で協定を結び、共同での草

刈りや水路の維持管理などに取り組むことによ

りまして、持続的な農業生産活動や多面的機能

の維持・確保、耕作放棄の防止が図られたとこ

ろでございます。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査結果についてでございますが、

監査委員の決算審査意見書に関しまして、特に

報告すべき事項はありません。

地域農業推進課は以上でございます。

○井上営農支援課長 営農支援課でございます。

初めに、平成21年度普通会計決算特別委員会

資料の３ページをお開きください。営農支援課

におきましては一般会計並びに農業改良資金特

別会計がございます。

まず、一般会計は、最終予算額22億4,276

万7,000円で、これに対する支出済額は21億9,935

万5,454円であります。不用額は4,341万1,546円

となり、執行率は98.1％となっております。

特別会計は、最終予算額１億40万円であり、

これに対する支出済額は7,950万9,370円であり

ます。不用額は2,089万630円となり、執行率

は79.2％となっております。

次に、当課の決算事項別の明細につきまして

は13～17ページに記載してあります。

最初に、13ページをごらんください。一般会

計についてであります。（目）農業総務費につき

ましては、不用額が287万3,524円となっており

ます。これは職員手当等や委託料が主なもので

あり、職員手当は時間外手当の執行残、委託料

は食品の分析調査費が不要となったものであり

ます。

次に、14ページをごらんください。農業改良

普及費につきましては、不用額が1,409万1,596

円となっております。これは旅費や備品購入費

が主なもので、旅費につきましては各農業改良

普及センターにおいて節約を行ったこと、備品

購入費は公用車購入の執行残によるものであり

ます。

次に、農業振興費につきましては、不用額

が1,443万9,613円となっております。これは、

次のページになりますけれども、負担金・補助

及び交付金が主なものであり、融資機関に支払

う利子補給金と市町村に支払う利子助成金の確

定額が予算額を下回ったことによるものであり

ます。

15ページの肥料対策費につきましては、不用

額が342万4,982円となっております。これは旅

費と需用費が主なものであり、各農林振興局等

において節約を行ったものであります。

次に、16ページをごらんください。植物防疫

費につきましては、不用額が858万1,831円となっ

ております。これは需用費と負担金・補助及び
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交付金が主なもので、需用費は病害虫防除・肥

料検査センター等におきまして節約を行ったこ

と、負担金・補助及び交付金は鳥獣害自衛体制

緊急整備事業費補助金の執行残によるものであ

ります。

次に、17ページをごらんください。特別会計

ですが、農業改良資金特別会計の（目）農業振

興費につきましては、不用額が2,089万630円と

なっております。これは貸付金が主なものであ

り、年度末までの借り入れ申し込みに対応する

ための資金を用意しておいたものであります。

以上が、決算事項別の明細であります。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について、主なものを説明いたします。

お手元の報告書209ページをお開きください。

（１）の施策、意欲ある担い手づくりについて

であります。

主な事業、元気な農家をつくる経営健康診断

では、本県農業の担い手の育成及び経営強化を

図るため、経営革新プランの作成、経営健康診

断、経営コンサルティング等の重点指導を実施

いたしました。また、利子補給金・助成金では、

各種農業制度資金への利子補給・利子助成を行

い、農業者の経営改善や規模拡大等について、

資金面からの支援を図りました。これら施策の

成果としまして、農業経営の体質強化、あるい

は担い手の経営の改善等が図られたところであ

ります。

次に、210ページをごらんください。（２）の

力強い産地づくりについてであります。

一番下になりますが、農作物安全・安心日本

一推進では、生産者、農薬販売業者等を対象と

しまして農薬適正使用研修会等を実施するとと

もに、青果市場を通じた系統外生産者への生産

履歴の記帳推進、マンゴー等のマイナー作物の

農薬登録拡大に努めたところであります。

次に、211ページをごらんください。野生猿被

害防止総合対策では、野生猿の被害の多い地域

におきましてモデル地区を設置し、地域ぐるみ

での防除対策を推進するとともに、シカ、イノ

シシ等の防除対策や新たな防除技術の実証を進

めました。

施策の成果等としまして、農薬の適正使用に

よる安全な農作物の生産体制づくり、地域ぐる

みの鳥獣被害対策の確立が図られたところであ

ります。

次に、212ページをごらんください。（３）の

施策、食と農の絆づくりについてであります。

みやざきモデル食育・地産地消推進では、食

育・地産地消の推進大会を開催するなど、県民

に対する普及・啓発を行うとともに、学校給食

への地元食材等の活用、地域の自主的活動に対

する支援等を実施いたしました。

213ページをごらんください。施策の成果とし

まして、生産から流通、消費に至る食の安全・

安心の確保に向けた総合的な施策の推進が図ら

れるとともに、学校や地域におきます食育・地

産地消の一体的な取り組みの定着が図られたと

ころであります。

続きまして、214ページをお願いいたします。

（４）の施策、環境と調和した循環型農業づく

りについてであります。

「宮崎産なら安心」産地体制確立では、環境

保全型農業技術の開発・実証、地域のモデルと

なる集団への支援を行うとともに、ＧＡＰ（農

業生産工程管理手法）の推進を行いました。こ

れらによりまして先進的取り組みによる環境保

全型農業への誘導が着実に図られつつあります。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後になりますが、平成21年度宮崎県歳入歳
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出決算審査意見書について報告させていただき

ます。

お手元の意見書の34ページをお願いいたしま

す。（２）農業改良資金特別会計についてであり

ます。一番下に記載されておりますが、「貸付金

の収入未済額については、前年度に比べ増加し

ていることから、より一層の償還促進について

の努力が望まれる」という意見・留意事項がご

ざいました。内容については上記のとおりであ

ります。

農業改良資金の償還促進に当たりましては、

従来から、各農林振興局を中心として農協等と

の連携を図りながら、借受者の農業経営改善が

適切に図られるようきめ細かな営農・経営指導

を実施し、延滞金の回収を粘り強く行うととも

に保証人を交えた面談を行うなど、延滞者のそ

れぞれの実情に応じました償還指導に取り組ん

でいるところであります。しかしながら、近年

の厳しい農業情勢や、償還金を延滞している借

受者の固定などにより、償還促進は年々困難に

なっております。このため、今後とも償還指導

を行いますとともに、新たな延滞を発生させな

いように支援し、収入未済額の圧縮を図ってま

いりたいと考えております。

営農支援課は以上でございます。

○郡司農産園芸課長 農産園芸課でございます。

お手元の平成21年度普通会計決算特別委員会

資料の３ページをお開きください。農産園芸課

は一般会計のみでございます。農産園芸課の平

成21年度一般会計の最終予算額10億5,0 5 9

万1,000円に対し、支出済額は９億7,931万5,081

円、翌年度への繰越額は4,446万8,000円、不用

額は2,680万7,919円となり、執行率は93.2％と

なってございます。

次に、当課の決算事項別の明細は18～19ペー

ジに記載してあります。

18ページをごらんいただきたいと思います。

（目）農作物対策費につきましては、不用額

が2,669万8,211円となってございます。これは、

強い産地づくり対策事業、元気みやざき園芸産

地確立事業等における入札残に伴う執行残、及

び効率的な執行に伴う執行残でございます。

以上が、決算事項別の説明でございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について、その主なものを説明いたします。

お手元の報告書の215ページをお開きくださ

い。（１）の施策、意欲ある担い手づくり、事業、

青果物価格安定対策についてであります。

主な実績内容欄の指定野菜価格安定対策事業

以下の６つの国及び県の事業によりまして、野

菜価格低落時に農家への価格差補給金の交付を

行ったところでございます。平成21年度はこれ

ら制度全体で、ページの一番下にありますよう

に約５億500万円の補給金の交付が行われ、農家

経営の安定の一助になったものと考えておりま

す。

施策の成果等につきましては、おおむね想定

した成果を上げたものと考えており、今後とも、

担い手農家の安定的な経営を確保するために、

引き続き効果的な制度の運営に取り組んでまい

りたいと考えております。

次に、216ページを開いていただきたいと思い

ます。（２）の施策、力強い産地づくりについて

であります。

一番上の段、事業、みやざき米政策改革推進

対策支援についてでございますけれども、米政

策改革大綱の趣旨を踏まえまして、地域の特色

を生かした生産性の高い水田農業経営の確立を

図るため、県内に17あります地域水田農業推進

協議会におけるビジョンの策定や見直しにつき
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まして支援を行いますとともに、特別栽培米等

新たな米産地づくりや地域振興作物の定着・拡

大、水田農業経営の規模拡大に必要な機械・施

設の整備など、担い手を中心とした水田農業の

構造改革と生産調整目標の達成に向けた支援に

取り組んだところでございます。

次に、２段目の事業、うまい米つくり推進に

ついてであります。食味・品質の一層の向上や

安全・安心など、消費者ニーズに応じた商品価

値の高い、うまい・売れる米づくりを推進する

ため、収穫前品質判定技術の確立や高温耐性品

種の導入実証など気象変動に強い米づくりに取

り組むとともに、宮崎米の信頼向上に向けた生

産履歴記帳の推進や良質・良食味米コンクール

等に取り組んだところでございます。

一番下の段になります、強い産地づくり対策

についてであります。農産園芸作物に対する産

地競争力強化のための支援といたしまして、果

樹の低コスト耐候性ハウスや荒茶加工施設の整

備などに取り組んだところでございます。

次に、217ページをごらんいただきたいと思い

ます。一番上の事業、元気みやざき園芸産地確

立についてであります。地域の特徴を生かした

産地づくりを基本に施設園芸産地の強化を図る

ため、耐候性の高いハウス等の整備や、生産性

の効率化・高付加価値化を図るため、露地野菜

の収穫機やピーマンの選果機等の機械・施設の

整備に取り組んだところでございます。

次に、挑戦！みやざき施設園芸産地改革につ

いてであります。重油価格の高騰を受けまして、

さらなる省エネルギー化等を推進するため、内

張り２層カーテンや循環扇等の省エネ施設の導

入等により、環境に優しい脱石油型農業への転

換を推進したところでございます。

下から２番目の段になりますけれども、事業、

「みやざき茶」再生緊急対策についてでござい

ます。総合農試茶業支場に製茶技術研修センター

と摘採早進化ハウスを整備し、１番茶前の３月

に、県内生産者126名による製茶技術研修を実施

するとともに、県内各地に防霜ファンを整備し、

１番茶の安定生産と品質向上に努めたところで

ございます。

次に、218ページをお開きください。２段目の

「花咲き。みやざき」需要開発促進についてで

ございます。県産花卉の需要拡大やＰＲを図る

ため、県外での商談会への出展や品種コンテス

トへの出品等を行うとともに、児童を対象とい

たしましたフラワーアレンジ教室や県民参加型

イベントでのフラワーコンテストなどに取り組

んだところでございます。

次に、事業、魅力あるみやざきの果樹産地育

成についてであります。消費者ニーズに即した

高品質果実の安定生産による特色ある果樹産地

の育成及び果樹生産農家の所得向上を図るた

め、17集団で生産条件の整備や省力化機械の導

入を進めますとともに、完熟マンゴーに次ぐ新

たな品目の育成に努めたところでございます。

次に、一番下の事業、活動火山周辺地域防災

営農対策についてであります。桜島の降灰によ

る作物被害を防止するため、被覆施設や洗浄機

械を計画的に整備し、農家経営の安定向上に努

めたところであります。降灰防止被覆施設等の

導入により、収益性の高い営農体系に取り組む

営農集団もふえつつあり、引き続き計画的に整

備を進めてまいりたいと考えているところであ

ります。

続きまして、施策の成果についてでございま

す。今御説明した取り組みによりまして、消費

者ニーズや地域の特性に応じた特徴ある商品ブ

ランド品目が育成されますとともに、競争力の
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ある産地が形成されつつあります。今後とも引

き続き、輸入に打ち勝つ力強い生産構造の構築

に向けた取り組みを推進してまいりたいと考え

ております。

最後になりますけれども、220ページをごらん

いただきたいと思います。（４）の施策、環境と

調和した循環型農業づくり、事業、農業用廃プ

ラ適正処理推進についてであります。

農業用廃プラスチックの適正処理体制を確立

するために、農家がハウスの被覆資材やマルチ

資材を購入する際に、排出時の運搬処理経費を

前払いするデポジット制度の普及推進を図りま

すとともに、集積所の機能向上など生産者が利

用しやすい回収・運搬体制の整備に取り組んだ

ところでございます。

施策の成果等につきましては、デポジット制

度並びに排出者負担の周知により廃プラスチッ

クの回収が適正に行われますとともに、リサイ

クル中心の回収が実施されておりまして、引き

続き、適正処理の推進に取り組んでまいりたい

と考えております。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査結果についてでございますが、

監査委員の決算審査意見書に関しまして、特に

報告すべき事項はございません。

農産園芸課は以上でございます。

○児玉畜産課長 畜産課でございます。

畜産課の平成21年度予算に係る決算状況等に

ついて御説明いたします。

初めに、お手元の平成21年度普通会計決算特

別委員会資料の３ページをお開きください。畜

産課におきましては一般会計のみを予算計上し

ております。一般会計の上から５行目の畜産課

の欄でございます。平成21年度の最終予算額は49

億9,860万3,000円で、これに対する支出済額は32

億3,762万9,903円となっております。翌年度へ

の繰越額は、明許繰越で17億637万2,000円、不

用額は5,460万1,097円となっております。執行

率は64.8％で、繰越額を含めた執行率は98.9％

となります。

次に、当課における決算事項別の明細は20～23

ページに記載しております。

20ページをお開きください。中ほどの（目）

畜産振興費につきましては、翌年度への繰越額

が13億853万円、不用額が2,043万1,143円となり、

執行率が52.2％となっております。これは、資

源循環型農業施設整備事業外３事業について、

事業主体の事情により繰り越したことや、肉豚

価格安定基金強化対策事業の確定による補助金

の執行残などに伴うものでございます。

次に、21ページをお開きください。下から６

行目の（目）家畜保健衛生費につきましては、

翌年度への繰越額が３億9,784万2,000円、不用

額が2,858万9,677円となり、執行率が48.7％と

なっております。これは、延岡家畜保健衛生所

緊急移転整備事業において用地取得に日時を要

したことにより繰り越したことや、みやざきの

畜産を衛る家畜保健衛生所機能強化事業での工

事請負費や備蓄資材の入札残等によるものでご

ざいます。

次に、22ページをごらんください。下から５

行目の（目）畜産試験場費につきましては、不

用額が471万5,256円でありますが、施設管理委

託料の執行残や使用料及び賃借料等の執行残に

よるもので、執行率は98.2％となっております。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の221ページを

お開きください。まず、経済・交流の舞台づく

りの政策を目標といたしまして、（２）にござい
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ます力強い産地づくりに取り組んだところであ

ります。

具体的には、「施策推進のための主な事業及び

実績」に示しておりますが、まず、優秀種雄牛

安定確保対策事業におきましては、毎年優秀な

種雄牛を造成してきたところでございますが、21

年度は産肉能力の高い「安重守」が作出されて

おります。なお、この安重守は、現存する５頭

の種雄牛の中に含まれております。

次に、肉用牛繁殖基盤強化対策事業におきま

しては、県内全域におきまして優良繁殖雌牛の

確保、並びに受精卵移植による優良肉用牛の生

産を図ってまいりました。

次に、新規事業、宮崎牛資質向上緊急対策事

業におきましては、地域の優良な繁殖雌牛群の

能力のレベルアップを図るために、低能力雌牛

群を優秀な繁殖雌牛群に更新することにより、

宮崎牛の資質向上を図ってきたところでござい

ます。

次に、新規事業、全国和牛能力共進会連覇対

策事業におきましては、第10回全共での連覇に

向けまして、最高の肉用牛を出品するため、出

品牛の作出のための指定交配や受精卵移植等の

推進を図ってまいりました。

次に、222ページをお開きください。一番上の

酪農経営活性化事業におきましては、和牛受精

卵の活用や、牛乳の需要期である夏場の生産体

制を強化し、酪農経営基盤の充実を図りますと

ともに、学校給食用牛乳の供給を421校で実施す

るなど、県産牛乳の飲用促進に努めてきたとこ

ろでございます。

次に、２段目の宮崎ハマユウポーク生産・流

通再編整備事業につきましては、種豚導入のた

めの基金造成や販売指定店でのＰＲ活動、さら

には肉質調査等によりまして、ハマユウポーク

の銘柄化に努めてまいりました。

３段目の「みやざき地頭鶏」全国トップブラ

ンド対策では、みやざき地頭鶏の安定的な生産・

流通体制の整備に努め、平成21年度は46万羽の

素びなの供給を行ってきたところでございます。

次に、223ページをごらんください。上段の公

共畜産基盤再編総合整備事業におきましては、

西諸、霧島南部、西都・児湯地区に加えまし

て、21年度から新たに、宮崎中央地区において

草地造成や畜舎の整備を行い生産基盤の充実を

図ったところでございます。

224ページに施策の成果を記載しております

が、肉用牛におきましては、優秀な種雄牛の造

成や優秀繁殖雌牛群の整備を行うとともに、県

内各地域の肉用牛経営体の育成や体制の整備を

図ったところであります。また、宮崎ハマユウ

ポーク及びみやざき地頭鶏につきましては、一

層のブランド化の推進を図ったところでござい

ます。

次に、225ページをごらんください。（３）食

と農の絆づくりの取り組みについてであります。

一番上の家畜伝染病予防事業では、家畜伝染

病の各種検査を実施することで、また２段目の

オーエスキー病清浄化総合対策事業におきまし

ては、ワクチン接種の推進によりまして、家畜

伝染病の発生予防や蔓延防止に努めてきたとこ

ろでございます。

３段目のみやざきの畜産を衛る家畜保健衛生

所機能強化事業では、本県の防疫の拠点となる

宮崎家畜保健衛生所に解剖棟を建設するととも

に、本館を改修いたしまして伝染病発生時の防

疫対策本部として機能強化を図ってまいりまし

た。

４段目の延岡家畜保健衛生所緊急移転整備事

業につきましては、現在の住宅混住地から移転
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することで、県北の防疫拠点となるべく整備に

着手したところでございます。

次に、227ページをごらんください。（４）の

環境と調和した循環型農業づくりの取り組みに

ついてでございます。

上段の耕畜連携による資源循環型農業確立事

業では、畜ふんを燃料とした発電施設の整備に

着手するとともに、家畜排せつ物の堆肥化や堆

肥運搬等の施設・機械の整備によりまして、適

正な管理及び利用の促進を図ったところであり

ます。

また、良質たい肥生産利用機能強化事業では、

良質堆肥生産のための現地活動を行うとともに、

堆肥利用の推進に当たりましては、園芸農家等

との連携強化を図るため、耕畜連携研修会を開

催し、耕種農家への情報提供に努めたところで

ございます。

最後に、監査結果についてでありますが、監

査委員の決算審査意見書に関しては、特に報告

すべき事項はございません。

畜産課は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。

○十屋主査 以上５課、執行部からの説明が終

了いたしました。

それでは、委員からの質疑を受けたいと思い

ます。質疑はございませんか。

○髙橋委員 成果に関する報告書をお尋ねして

いきたいと思いますが、営農支援課、210ページ

の農産物安全・安心日本一推進の系統外生産者

ということでありますが、系統外というのはＪ

Ａ外ということで理解をしていいでしょうか。

○井上営農支援課長 そのとおりです。系統は

経済連のほうで農薬の残留分析等やっておりま

すけれども、同じ宮崎県で出ていくということ

で、系統外に対してもしっかりした安全・安心

が言えるような生産履歴の記帳を推進したとこ

ろであります。

○髙橋委員 それでお聞きするんですが、県内14

青果市場であります。県内の青果市場はこれだ

けじゃないと思うんです。いろいろと予算に伴

うものもあるんでしょうけど、実際県内に市場

はどのくらいあるんでしょうか。把握していらっ

しゃいますか。

○工藤消費安全企画監 系統外につきましては、

宮崎県青果市場連合会というものがございまし

て、具体的には、延岡の総合地方卸売市場から

宮崎の宮崎青果なり、地方卸売市場の県内の市

場が対象になっている連合会でございます。そ

ういうことで系統外ということでございます。

地方卸売市場はすべてで14カ所ということでご

ざいます。

○髙橋委員 私がイメージしたのは、市場は大

なり小なりいっぱいあるでしょう。その数を確

認したんですけど。

○加勇田ブランド・流通対策室長 県内の卸売

市場数でございますが、中央卸売市場から地方

卸売市場、小規模まで、水産も花卉も全部含め

て34ございます。その中に青果で卸売業が14入っ

ているということでございまして、青果の14す

べてについて残留農薬の指導をしているという

ことでございます。

○髙橋委員 わかりました。すべて網羅してい

るということで理解しました。

それで、関連になると思うので聞くんですけ

ど、216ページの農産園芸課のうまい米つくり推

進、ここでも生産履歴記帳の推進ということで

うたわれているわけですが、系統外、結構ある

と思うんです。この辺の指導がどうなのか。

○郡司農産園芸課長 ここで「米の生産履歴記

帳の推進」と書いていますけれども、これはＪ
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Ａ系統でやっているということで、系統に入っ

ていない方もおられますけれども、そこの部分

については対応できていない状況でございます。

○髙橋委員 いろいろと難しい面もあるんで

しょうけれども、「宮崎産」で出ているのもある

んじゃないかと思われるものですから尋ねてみ

たんですが、今後、そういうところまで対策を

打つべきなのかなと思います。

次に行きます。引き続き農産園芸課ですけ

ど、220ページの農業用廃プラの関係で、実績値

が目標値に対してよろしくないわけで、目標値

の設定の仕方をお尋ねするんですけど、100％回

収というのがいいわけですよね。目標値は上手

に上げられましたが、実績値は結果として出る

わけですけど、目標値は100にすべきじゃなかっ

たかなと思うんですが。

○郡司農産園芸課長 廃プラの回収の件です。

今、一番新しいデータで総回収量は4,200トン程

度ございます。再利用されるものもあるんです

けれども、県内の廃プラについてはおおむな適

正な回収ができていると考えております。この

進捗状況に書いてあるのは、デポジット制度に

ついて９割程度いこうという話をしています。

それが余り上がっていないという話ですけれど

も、なぜ９割にしているかというと、デポジッ

ト制度をやろうとすると、どうしても販売店の

協力が必要です。ＪＡ系統は全部協力してくれ

ていますが、今はビニールをホームセンターで

買ったりいろんな事案があって、９割を目標に

したという経緯です。

これが63％ではないかという話につきまして

は、デポジット制度を一生懸命やっているんで

すが、一部の協議会が排出時に現金をもらうと

いう決済方式に移行していることもあって、若

干伸び悩んでおります。具体的には、23協議会

があるんですけど、都城市とえびの市の２つの

協議会が現金で決済をするという方式に変わっ

てきている。なぜデポジット制度をやるかとい

うと、先にお金を出すことで排出時には抵抗な

く出すということで回収率を上げようとしたん

ですけれども、実はこのデポジット制度をする

と事務的に大変だということと、都城やえびの

で話を聞くと、「面倒」とか「割り増しのお金を

もらうのであれば、県外にちょっと出て買って

くるわ」という人たちがいるということもあっ

て―しっかり出さなければならないというこ

とについての啓蒙が進んだという判断のもとに、

先ほど申し上げました一部の協議会においては、

現金で持ってきた人から回収するというふうな

方法に変わってきているという経緯がございま

す。以上です。

○髙橋委員 いろんな知恵を出して、制度で回

収するということで取り組まれてきたと思うん

です。要は、不法投棄とか不法に燃やすとかさ

せないことが必要なわけで、とにかく回収は高

めにゃいかんわけですよね。量販店で買ったり

して、農家の負担とか事務的なややこしさ、い

ろいろあるんでしょうけれども、なお一層の努

力をしていただきたいと思います。よく頑張っ

ていただいたと思います。

219ページ、同じ農産園芸課ですけど、施策の

進捗状況で耕種部門の産出額が目標値に対して

実績値が下回っているわけですけど、これは天

候とか景気とか市場で産出額が下回ったのかな

と思ったりするんですが、目標値に達成しなかっ

た主な要因を挙げていただけませんか。

○郡司農産園芸課長 20年度まで数字が出てお

ります。19年度ちょっと低いのは、御記憶の方

も多いと思いますけれども、19年度は早期水稲

の未曾有の被害がございましてこの数字になっ
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ています。20年度その分は回復していますが、

目標値まで行っていない主な原因は、一つには、

きょうまたたばこ税の話がございましたが、特

産作物の勢いがちょっと落ちてきている。たば

こについてはついこの前までは日本一の産地と

言っていまして、ピークで130～140億あったと

思いますけれども、今は75億ぐらいまで落ちて

います。この特産の落ち込みと、リーマンショッ

ク以降の長引く不況の中で、嗜好品と言われる

花とか果樹類が思うように伸びていないのが大

きな原因かと思っています。野菜等については、

単価が安定していることもあって横ばいで来て

いるという状況です。以上でございます。

○髙橋委員 よくわかりました。単価がよくて

も量が出ないと産出額も伸びないというのもあ

るんでしょう。変動が心配されるんですけれど

も、よろしくお願いしたいと思います。

222ページ、畜産課ですけど、酪農経営活性化

で学校給食に牛乳を促進されていますが、421校

というのは、県内の学校数がどのくらいあるう

ちの421校でしょうか。

○児玉畜産課長 この421校につきましては、県

内の小中学校、夜間高校、養護学校等の数でご

ざいます。

○髙橋委員 すべての学校に県産の牛乳が届い

ているということで理解していいでしょうか。

○児玉畜産課長 はい、そういう理解で結構だ

と思います。

○髙橋委員 私立も含められていますか。今の

は公立だけですか。

○児玉畜産課長 私立は※入っておりません。

○髙橋委員 宮崎県内にある学校には、公立、

私立問わずぜひ手を伸ばしていただきたいと思

いますので、今後努力いただきたいと思います。

監査意見書の中でお尋ねしたいと思います

が、34ページの農業改良資金特別会計、きのう

の環境森林部でも話題になったんですけれども、

収入未済額、21年度で増となったのは、先ほど

新たな延滞を出さないということをおっしゃっ

たわけですが、21年度新たな延滞者が出たわけ

ですよね。

○井上営農支援課長 新たな延滞を出さないと

いうことで、我々も収入未済対策を前年度進め

てきたところですが、残念ながら新たな収入未

済が発生しております。約300万円ほどが新たな

収入未済となったところですが、これは主に、

前年度に延滞された方が21年度においてもさら

に延滞されたということで、この金額になった

ところです。

○髙橋委員 きのうの林業改善資金特別会計で

もお尋ねしたんですけど、結構古い延滞の分と

かあると思うんです。一番古いので何年前か、

件数とか、お持ちであれば教えていただきたい。

○井上営農支援課長 件数につきましては全部

で24件ございます。このうち一番古いのは昭和57

年というのがありまして、新しいものでは平成13

年ごろでございます。それ以降はないというこ

とでございます。

○髙橋委員 そこでまたお尋ねするのは、古い

ので昭和57年ですから、もう27～28年。だから、

中にはもう農業をやめたとか、きのうもあった

んですけど、亡くなったとか、保証人も亡くなっ

たとか、そういう人もいらっしゃると思うんで

す。債務者が何人亡くなっている、保証人が亡

くなっている、あるいは両方とももういないと

か、わかれば後ほどまた教えてください。

○井上営農支援課長 先ほど24件と言いました

けれども、このうち営農されている方が12件お

られます。それから離農されている方が12件と

※61ページ左段に訂正発言あり
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なっておりまして、この離農されている方の中

の３名が行方不明になっております。亡くなら

れた方は１名おられます。

○髙橋委員 行方不明の方には保証人がいらっ

しゃると思うんです。その方は現存を確認され

ましたか。

○井上営農支援課長 今のところ保証人の方が

おられまして、その方に償還をお願いしている

ところであります。

○髙橋委員 いま一度確認しますけど、債務者

がいなくても保証人がしっかりと存在している

ということで、どちらもいないという件数はな

いということで確認していいですね。

○井上営農支援課長 保証人がおられないとい

う方はおりません。

○髙橋委員 なかなか厳しいんでしょうけれど

も。たしか総括質疑で答弁があったと思うんで

すけれども、振興局などと連携されて地道に回

収に御尽力いただきたいと思います。

○星原委員 農政企画課、199ページですが、食

料供給県みやざきとか、安心・安全な農畜産物

を宮崎県が全国あるいは海外に売り込みをして

いるわけですよね。ずっとそういうトップセー

ルスの取り組みというのはなされてきていると

思うんです。農家の皆さん方はそれぞれ自信持っ

ていろんなものをつくり出している。農家所得

をふやしていくためには販路の拡大が一番の問

題だと思うんです。そして「みやざきブランド」

向上プロモーション強化というのは、昨年もや

はり2,400万ぐらい予算を組んでいるわけです。

毎年ここに書いてあるような内容でやられてい

ると思うんですが、毎年行われたところがどう

いう状況か、あるいは次の年にはどういう形で

やっていくか、ずっと毎年検証されながらきて

いると思うんです。その流れの中で、どういう

ところを回って、新たな量販店と契約しながら

いっているものなのか、同じところに行ってやっ

ているものなのか、取り組みの中身のことを教

えてほしいんです。

○加勇田ブランド・流通対策室長 プロモー

ション活動の取り組みの成果なり検証も含めて

ということでございますが、フェアとかトップ

セールス、非常にＰＲ効果は高いと思っており

ます。しかしながら、それが最終的に販売、安

定的な取引に結びつくかどうかは非常に大きな

課題だと思っております。

フェア等を行う場合に当たっては、量販店等

と、特に経済連とトップ会談も含めて、その後

の安定的な取引に向けてお互いに合意をすると

いいますか、パートナーシップを結んでいこう

といった取り組みを今展開しているところでご

ざいます。

フェアのあり方につきましても、従来、２～

３日、週末の金土日とかお客さんがたくさん集

まるような時期に短期間にやるといったケース

が非常に多かったわけでございますが、近年は、

１カ月間続けて宮崎のものを置いていただく、

棚を確保していくといったようなあり方、量販

店の中にきちっと宮崎の売り場を確保していく

展開の仕方に切りかえていこうとしているとこ

ろでございます。どういった量販店を対象にす

るかといったことについては、当然経済連と量

販店とのおつき合いというのがございまして、

経済連の考え方は、ばらばらに持っていくので

はなくて、パートナーシップを結ぶといった観

点からも、重点的な取引先を確保していこうと

いった流れもございますので、そういった中で

相手方と十分話をしていただきながら、連携の

とれる形でトップセールスのフェアを展開して

いこうと進めているところでございます。特に
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今年度は、むしろ長期間棚を確保していこうと

いった展開の仕方を重視していく形で取り組ん

でいるところでございます。以上でございます。

○星原委員 今、取り組みの流れというものは

聞いたんですけど、この事業もいつから始まっ

ているかわかりませんが、全国どの県も同じよ

うなやり方をすると思うんです。自分ところの

ものを売り込んでいくわけですから。その中で

の切り込みのやり方、方法のいい悪いというか、

持っていき方で相手との取引も成立する部分が

あると思うんです。それは要するにセールス、

販売の方法のやり方もあるでしょうし、逆に言

えば、農家が相手の要求するものに合わせてつ

くれるかどうかとか、売り込んでいくためには

いろんな方法があると思うんです。ことしは量

販店を何軒は開拓するとか、海外にルートを確

立していくんだとか、目標を掲げながら取り組

まれているのかどうかと思うんですが、その辺

はどうなんですか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 フェアとか

トップセールスの展開に当たりましては、施設

園芸ものが出回るこれから先、冬場が中心になっ

てくるわけでございますが、その準備に当たり

ましては、夏を過ぎたぐらいから経済連と県と

で検討し始めるといった形になります。経済連

のターゲットとするところを中心に向こうで計

画していただきまして、そこでどういうふうに

展開していくか検討されていくという形になっ

ております。

○星原委員 多分、皆さん方がどうこうという

のはなかなか厳しい、今言われる経済連とか団

体を通じてなんでしょうけど、毎年予算を組ん

で流して、それでどういう成果があったかとい

うのをぴしっと団体あたりからとりながら、「去

年とことしは違う。来年はまた違った形でやっ

ていかないと競争に勝てないですよ」という指

導とか、やり方も見ていかなくちゃいけないん

じゃないか。どういう成果が上がる、あるいは

上がらん部分はどうかというチェックをやって

いかないと、毎年予算を流すだけで、こういう

ことをやりました、ああいうことをやりました

という報告だけになっていて本当にいいのか。

宮崎の農家の皆さん方の所得がふえていくた

めには、それだけいい値段で、所得が上がるよ

うにね。そういうところまでひっくるめた販売

ルートに取り組んでいかないと、同じやり方を

ただ毎年流しているだけではなかなか農家の所

得も上がらないんじゃないかと思うので、そう

いう点までひっくるめて。相手先とのことにつ

いても、あるいは経済連との間においても、団

体との間等においても、県が取り組む部分はど

ういうところ、団体が取り組む部分はどういう

ところ、そしてどういう成果が上がったのか、

あるいは予算的なものが少なければ次年度には

少しふやしていくとか、何か生まれてくるんじゃ

ないかという気がするんです。そのめり張りの

つけ方、方法も少し考えていかないと、毎年同

じような流れでやっておって果たしていいのか

なと思うんですが、その辺はどうなんですか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 成果という

ことになりますと、総括質疑の中でも知事なり

部長なり答弁させていただきましたけれども、

一つには新たな販路開拓ができつつあるといっ

たことはございます。幾つかというのは、今手

元にございませんけれども、例えばコンビニエ

ンスストアにしても量販店にしても新たに開拓

できたところはございます。また価格の面につ

きましても、当然トップセールスはブランド商

品を中心に展開しておりますので、一般的なも

のに比べますと１～２割高目に取引されている
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といった経過がございます。

今お話がございましたように、毎年同じよう

な形を展開するのかといったことでございます

が、先ほども申し上げましたけれども、トップ

セールスやフェアの効果は、量販店等ともいろ

いろお話させていただきながら、短期間、花火

を打ち上げるといった形から、実をとるといい

ますか、売り場を確保する―消費者の皆さん

に実際に手にとっていただくためには売り場を

確保しなければいけないといったことがござい

ますので、そういった方向に変わりつつあると

いったことでございます。

トップセールスそのものにつきましても、認

知度向上には非常に効果があるんですけれども、

むしろ今後は、量販店とかコンビニいろんなと

ころからフェアのお話等もいただきます。そう

いったところとのコラボレーションという形で、

県の経費を節減しながらも、効果としてはそう

いったところの情報発信力を活用しながらやっ

ていくといった展開もあるのかなと思っており

ますので、効率的なプロモーション活動につい

ても今後はやっていきたいと考えております。

○星原委員 そこで、隣のページの契約販売促

進というところで連携法人数２契約12法人、あ

るいはその下の農業所得向上のための新たな

農・食産業システム構築というところまでつな

がってくるのかなと思うんです。２契約12法人

という形で掲げているんですが、これはどういっ

た法人か、重立ったところを挙げていただけま

せんか。どんなところと契約しているのか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 ここで２契

約とございますが、契約販売促進の右側、主な

実績内容に「農業団体や農業生産法人の連携に

よる」と書いてございます。農業団体といいま

すのは経済連でございます。２契約のうちの１

つが経済連ということでございます。経済連と

８つの県内の農業生産法人が結びついてやって

いるのが１契約でございます。もう一点が、新

福青果が事業実施者となりまして県内の４法人

と連携をとり一体となりまして、非常に数量が

大きいと対応できませんので、そういったとこ

ろは連携でカバーしていくといった形で加工・

業務用野菜のロットの加工もやっていく、ある

いは機械の共同利用もやっていくといった形で

効率的、安定的な加工・業務用野菜の供給体制

をやっていこうということでございます。

○星原委員 今、加工の問題が出たのであれな

んですが、我々宮崎県は遠隔地の農業をしてい

るわけですから、大消費地に持っていくには、

大阪、関西方面から関東方面からとなると、距

離的なものでいろんな問題が出てくると思うの

で、加工して付加価値をつけて６次産業化にい

かに結びつけられるかだと思うんです。何十年

とやってきている中で、他県との比較でどうい

うところで打ち勝っていくかというと、最終的

には、農家の所得をふやすでも、廃棄処分にな

るもの、大根でもニンジンでも折れたものは商

品にならない、それを加工することで売れる、

そこに持っていかなくちゃいけないという感じ

がするんです。ようやく新規事業で契約販売促

進となっているんですが、付加価値をつけた持っ

ていき方をするためにどうするかといえば、そ

こに最終的には入っていかざるを得んのかなと

思うんです。宮崎県としてはそういう方向に取

り組みがかなり進んでいるととらえていいんで

すか。昨年あたりの取り組み。

○加勇田ブランド・流通対策室長 この契約販

売もそうでございますが、団体も契約販売とい

うのは重視しておりまして、そういったものを

ふやしていこうといった動きはございます。経
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済連のほうで今度施設もできるということでご

ざいますが、流通面からしましても、御意見ご

ざいましたように、遠くに輸送するといった面

でも非常にやりやすいのかなと。物流面でも、

ロットを確保できる、まとめて持っていけると

いったこともございますので、そういった部分

を含めると契約販売は今後とも進めていかな

きゃならないだろうと考えているところでござ

います。

○星原委員 いろいろ考え方があるわけですか

ら、いろいろ言ってもしようがないかもしれま

せんが、そういう方向に切りかえていかないと

なかなか勝てないだろうと。これから海外に持っ

ていくでも、加工したもの、冷凍保存という形

にして、保存の部分、加工の部分、販売力が組

み合わさないと厳しいだろうと思いますので、

ぜひ検討していただきたいと思います。

次に、今度は地域農業推進課、みやざきフロ

ンティア農地再生事業というのがありまして、20

年度は8,000万円余だったのが、21年度は３

億6,000万ということで４倍以上の予算組まれ

て、我々の地域でもコーディネーターの人が耕

作放棄地を今やっているんです。これだけの数

字をかけながら整備していって、そこで生産物

をつくっていこうということなんですが、２通

りありまして、地元で聞いても、「新たに放棄地

の荒れたところをあんなに整備して、それだけ

の価値が出るのか」という人と、「今こそやりた

い人のために整備して農業をさせていかなく

ちゃいかん」という思いと２種類の話を聞くん

ですが、皆さん方はこの制度をどういうふうに

生かそうとしているのか教えていただけません

か。

○山内連携推進室長 みやざきフロンティア農

地再生事業でございますけれども、昨年度より

３億ほど事業費等がふえましたのは、国のほう

で耕作放棄地再生利用緊急対策交付金というこ

とで、従来の農地の再生整備にあわせまして、

附帯する営農施設、例えばハウス、集出荷施設

等も行うことができる事業が創設されました。

国のほうは２分の１の補助ですけれども、県の

ほうといたしましても２億900万ほど、４分の１

の補助金を立てて組み立てたものでございます。

耕作放棄地の解消につきましては、県の目標

として年間250ヘクタールほどの解消整備を図っ

ていこうということで進めております。そういっ

た中で昨年度は、ここに書いてございますハー

ド事業と、先ほど申し上げました附帯施設等の

整備も含めまして78.8ヘクタールの整備は進め

ました。ただ、先ほど申し上げた事業費につき

ましては、一たん県の担い手育成総合支援協議

会に基金として積みまして、78.8ヘクタールと

いうのは基金の中で半分ほどを取り崩したもの

でございまして、今年も同様の事業を進めてご

ざいます。

そういった中で、投資効果を見た場合は、再

生整備を効率よく進めていくことが大事でござ

いますし、先ほど申し上げました250ヘクタール

を着実に再生に向けた取り組みが必要だと思い

ます。ただ、国のほうの事業として、耕作放棄

地については農地を確保する上での最重要課題

としてとらまえておりますので、冒頭申し上げ

ましたように、再生整備にあわせましてハウス

とかもこの事業等でできるということで、そう

いった投資を合わせた事業にはなっている、そ

ういう現状にあると考えております。

○星原委員 今言われる意味は十分わかります

し、中身もそういうことだろうという理解はす

るんです。ただ、年限があるのかどうかわかり

ませんが、10年なら10年は予算かけて整備され
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た農地が活用されているかどうか追っかけてい

かないと、前に農地保全事業ですか―畑のわ

きに排水路をつくった事業があるんですが、何

年もしないうちに埋まってしまったり……。要

するにかけた金額と実際の農地の使い方がうま

く流れていなくて、今はあのころつくった畑の

わきの排水路はどこもないんです。

今回のこういう事業でも、確かに事業として

はいいんですが、地域に新たに、放棄された荒

れた農地を再生させてそこでやっていこう、ずっ

とそれが継続されていくような形まで読んでの

形になっていかないと、やるときはそれだけの

金をかけているんですが、５年、10年たたない

うちにまたそこが荒れてしまって放棄地になる

可能性もあるものですから、地元におってね。

そういうことが言われるものですから、これだ

けの事業をやられるなら、その辺のところまで

ちゃんと指導というか、計画性があるかどうか

とか、そういうところまで入っていくべきじゃ

ないかと思うんですが、そういうことはないで

すか。

○山内連携推進室長 御指摘のように、耕作放

棄地につきましては、もともと所有者が耕作で

きない現状にある農地でございまして、この事

業を行う場合は、農地を再生して利用を行う方

との６年以上の利用権設定、再生整備した農地

を少なくとも６年以上営農に供することを条件

として、市町村、コーディネーターのあっせん

の中で取り組んでいくということでございます。

したがいまして、再生整備した後の作付状況調

査とか、せっかく投資を行った農地でございま

すので、それが適切に利用されているのかとい

うのは、継続的な確認も含めて行ってまいりた

い、またそうあるべきだというふうに考えてお

ります。

○星原委員 言われたように、毎年有効活用さ

れているかどうかちゃんと報告が上がるような

方法を何か考えてもらって、費用対効果が上が

る方法でやっていかないと、国から来た事業だ

から、県も乗っかれば４分の１でできるという

話なんですが、そこから生産されたものでそれ

だけの価値が、逆に言えば農家から税収が上がっ

てくるような形までならないと、投資はやって

いいんですけれども、育成までちゃんと見てい

かないと今後まずいんじゃないかと思うんです。

費用対効果の面も計算したときにはそこら辺ま

で追っかけていただく。６年ということでした

が、６年間でそれだけの効果が出るのかどうか

わかりませんが、投資額に応じるだけのものが

生まれるところまで、毎年どういうふうな状況

になっているかぐらいはぴしっととらえていた

だきたいと思います。

もう一点ですが、204ページに地域農業推進課

のほうで、○新 みやざき発・業務用農産物生産拡

大ということで、先ほど出たように業務・加工

用農産物の農業法人の育成ということになって

いるんですが、ここにもあるように、これから

そういう方面にいかに力を入れられるかだと思

うんです。新ということになると、21年度、去

年初めてこういう形の取り組みになっていたの

か。過去にもいろんな形でやっていたのが名前

が変わったから新になっているのか、その辺は

どうなんですか。

○山内連携推進室長 この事業につきまして

は、206ページをごらんいただきたいんですけれ

ども、施策の成果等の③がこの事業の成果等を

整理したところです。県農業振興公社に農商工

連携の推進窓口を設置いたしまして、２段目の

ところ、農業生産法人等と食品産業との連携を

強化するという仕組みの中で、４行目に書いて
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ございますように、新たな農産物の生産、加工、

販路拡大の取り組みということで、その大きな

柱といたしまして、業務・加工用農産物の生産

拡大をこの事業で進めたものでございます。で

すから、農商工連携の相談等の切り口の中で、

その手法の大きな柱としてこういった取り組み

を進めていたということです。

ここに書いてございますように、11品目、ホ

ウレンソウ、エダマメ等の加工・業務用農産物

の生産拡大ということで、新たな契約取引に係

る取り組みに対しまして106.8ヘクタールの支援

を行いました。具体的に言いますと、10アール

当たり１万3,000円の奨励金といいますか、こう

いった取り組みに対する経費負担の支援を行っ

たところであります。

○星原委員 どっちにしてもこういう形で業

務・加工用、いろんな方面にこれから力を入れ

ていかざるを得ない、あるいはそういう方向で

取り組まれているんだろうと思うんですが、そ

の辺の成果が、どういう形で、どうやっていっ

たほうがより効果があるのかというとこら辺を

ぜひ押さえていきながら、今後も取り組みを積

極的にやってほしいと思います。

○福田委員 まず、主要施策の農政企画課の200

ページ、京浜向け青果物安定輸送緊急対策で500

万円の定額で事業を実施されておりますが、京

浜航路はなくなって、大阪がかろうじて今継続

しているわけですが、これはつないでいる事業

だと思います。この方式が効果がどれくらいあっ

たものか。将来、京浜航路の復活がなくても、

この方式でいけるというめどがつきつつあるの

か。その辺の実績と申しますか、この事業に取

り組まれて受けた効果をお聞きしたいんですが。

○加勇田ブランド・流通対策室長 京浜向けの

輸送対策でございますが、500万円で事業実施し

てまいりました。21年度が最終だったかと思い

ます。従来、2,000トンを超える海上コンテナを

利用されていたということで、京浜航路の休止

に伴いましておおよそ2,000トンの枠を確保しよ

うということで、この事業を組んだわけでござ

います｡実績として427基の2,135トンでございま

す。したがいまして、以前の2,000トン強ぐらい

の輸送はできたということになってございます。

経済連ともいろいろとお話をしているところ

でございますが、モーダルシフト、フェリーや

ＪＲは基幹輸送として非常に重要なものだとい

う認識がともにございますので、今後ともフェ

リーは活用していきたいといったお話は伺って

おります。現在、新たな集約化と効率的な輸送

体制についても検討されておりまして、その辺

につきまして我々も中に入りまして一緒に検討

しながら、今後ともモーダルシフトもあわせた

効率的な輸送体制を確立していこうという話は

しているところでございます。

○福田委員 そういう意味ではなくて、こうい

う事業をやられて、京浜航路がなくても、南港

から海上コンテナをトラックでつなぐとか、こ

ういう方式で定着させたいというもとにいろん

な実験をやられたと思うんです。それの感触は

いかがでございましたかということですが、も

うわかりましたので、それ以上はお聞きしませ

ん。

続きまして、今度は営農支援課、209ページで

す。元気な農家をつくる経営健康診断事業であ

りますが、策定、あるいは健康診断の実施、経

営コンサルティングの実施をやられているわけ

であります。かなりの数を手がけていただいて

いるわけですが、この手がけられた中で経営再

建が軌道に乗ったという実績は、長くやられて

いると思いますが、どれくらいの戸数出てくる
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ものでしょうか。

○井上営農支援課長 戸数は今手元にないんで

すけど、金額的なところでお話しさせていただ

きますと、平成18～21年度までの４年間でコン

サルをやりまして、コンサルを受けられた農家

が228戸ほどおります。コンサルを始めたときの

負債額が61億あったんですが、最終的に今現在

は58億というようなことで、３億程度ではある

んですけど、金額的には少なくなってきている

というふうな状況になっております。

○福田委員 今、正直に数字が発表になりまし

たが、228戸のコンサルをやられたわけですね。

要は、61億が58億という負債金額からも推察で

きますように、余り効果が出ていないんじゃな

いかという心配をしているんです。負債整理を

するためにコンサルティングをするんじゃなく

て、再建できる農家に絞ってやるべきではない

かと、現場を見て考えております。今、ＪＡ中

央会に県からＯＢや現職の方が何人行かれてい

ますか。

○井上営農支援課長 県のＯＢが現在３名、専

任コンサルということで派遣されております。

○福田委員 現職は行っていらっしゃらないで

すか。

○井上営農支援課長 現職は行っておりません。

ただ、県の営農支援課のほうには、経営の専門

であります広域専門の普及指導員が１名おりま

す。

○福田委員 非常に大事な事業であるんですが、

最終的に経営再建を見届けないと―これは現

場のＪＡ等にも責任があると思いますが、専門

的な観点から県のＯＢが御指導されているわけ

ですから、このあたりはしっかりやっていただ

きたいと考えております。

続きまして、218ページ、魅力あるみやざきの

果樹産地育成事業でありますが、この中でポス

トマンゴーの育成・産地化、この前新聞にもラ

イチとか出ておりました。それで、ポストマン

ゴーも大事でありますが、知事のトップセール

スもありまして本県が急速に国内のマンゴー産

地として脚光を浴びておるわけです。ことしは

前年に比較しますと非常に内容がよくなかった

ですね。厳しいです。それで、一部農家によっ

ては、成木になる寸前に引き抜いて、また普通

の果菜類、キュウリとかピーマン、メロン、ス

イカに返そうかという動きもあるやに聞いてお

るものですから、大変心配しているんです。マ

ンゴーは初期投資がかなり大きいですからね。

ポストマンゴーのライチ等も亜熱帯性ですから、

同じような初期投資がかかると思います。それ

と空期間が長いですね。空期間といいますのは、

植栽してから実際に収入を得るまで。その空期

間の対策等もあわせてやっていかないと難しい

なと考えておりまして、そのあたりはどのよう

に考えて取り組んでいかれるんでしょうか。

○郡司農産園芸課長 完熟マンゴーの話です。

ことしは、一つは景気低迷で贈答用の需要が非

常に冷え込んでいるということと、気候的には

長雨による日照不足で炭疽病という病気が出た

ということもありまして、単価的には昨年の84

％という状況です。委員おっしゃるとおり、現

場では非常に厳しい状況もあるんだと思います。

そういう中で面積は、前年からＪＡ系統で約10

ヘクタールぐらい伸びているという中で、新し

く取り組まれている方もおられるのが今の現状

です。

マンゴーについては、こういう状況になれば

なるほど技術格差が明確に出ているような気が

いたします。今、「太陽のタマゴ」率は全体で12

％ですが、中にはこれが５割以上の方もおられ
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て、こういう方は「単価的に3,000円すれば十分

いける」ということも言われます。一方で、太

陽のタマゴ率が全然なくて非常に厳しい経営の

方もおられるというのが今の現状だというふう

に認識しています。そういう意味では、マンゴー

の栽培の技術をもう一回しっかり、新規に始め

る方々も含めて周知徹底していく必要があると

考えております。

マンゴー王国という事業もありますが、この

中で５年間にわたって試験研究もしました。亜

熱帯性のマンゴーという品目についての生理生

態がわからないことがたくさんありましたけれ

ども、かなりわかるようになりましたし、アウ

トプットして基本的な事項のマニュアルもつ

くって農家にも配付をさせていただいていると

ころであります。技術を上げる中で何とか産地

として生き残る対策が必要だということと同時

に、未収益期間のこともありました。最初に取

り組んだ方々は、ピーマンの基盤があってマン

ゴーを入れて、うまく未収益期間をカバーして

いった方が多いと思いますけれども、今後は、

御指摘のとおり、お金が取れない未収益期間を

どうフォローしていくかという経営的な指導も

十分やっていく必要があると考えているところ

であります。以上です。

○福田委員 郡司課長も認識されておるようで

ありますが、非常に現場には動揺がありますか

ら、ぜひ宮崎県の果樹としてマンゴーが定着す

るように、行政として最大のお力添えをやって

いただきたい、このように考えております。

続きまして、220ページ、髙橋委員のほうから

も出ましたが、農業用廃プラ適正処理事業の件

でございます。さっき郡司課長のほうから、い

ろんなところで購入することによってデポジッ

トから逃れる生産者がおるということをおっ

しゃいました。スタートした時点から私は関係

しておったものですから、当時から主張しておっ

たんですが、それは難しいということでした。

それは、出荷時のビニールの原反に対してこれ

はかかってくるわけですから、これを消費地段

階でとらえるんではなくて、メーカーの出荷時

でとらえることによって確実性があるんです。

私はそれを主張したんですが、受け入れられま

せんでした。

そこで、当時は農ビメーカーが非常に多かっ

たですね。今、集約されまして、国内での農業

用ビニール被覆メーカーというのは指折り数え

るほどになりましたから、デポジット制度をしっ

かり定着させるためには、もう一回、消費地サ

イドからビニールの原反出荷のメーカー側に

ボールを投げ返して―農水省も一緒になって

やる必要があると考えておりまして、特に回収

率の低下を見てそのように考えました。一部は、

課長がおっしゃったとおり、再利用の関係で、

消費した土地とそれを廃棄する土地とのずれも

出ると思います。今、被覆材が高いですから、

２年、３年マルチなんかに使うと思いますが、

その辺を改善されなければ、厳しい経営状況で

すからだんだん難しくなってくると思いますが、

どのように考えられますか。

○郡司農産園芸課長 御指摘のとおり、デポジッ

ト制度を廃プラでやっているのは全国で我が県

だけでございます。スタートした時点から、委

員おっしゃるように、全国展開できることを目

指して施設園芸協会、農水省ともお話をした経

緯があります。原反の３大メーカーとお話しし

た経緯もあるようですけれども、なかなか受け

入れられないという状況でここに至っておりま

す。私どもとしても、家電リサイクル法みたい

な法律ができて、廃プラについてもしっかりし
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た制度ができるのが一番望ましいと思っていま

す。これを一生懸命やった時期とは、環境とい

うものに対する物の考え方、時代も変わってい

ますので、今、御指導、御指摘いただいたよう

なことで再度、この件については農林水産省、

施設園芸協会を通じて、一緒になって原反メー

カーと一度お話をしてみたいというふうに考え

ます。

○福田委員 ぜひ取り組みをお願いしておきた

いと思います。

最後に221ページ、畜産の関係です。肉用牛繁

殖基盤強化対策事業あるいは宮崎牛資質向上緊

急対策事業、更新事業でありますが、それから

全国和牛能力共進会連覇対策、いろんな事業が

うたわれておりまして、今度の口蹄疫がなけれ

ば順調に進んでおったと思うんでありますが、

私は、今度の口蹄疫によって一挙にこういう問

題が一面では進んでいくとこの数字から見たん

ですが、畜産課長はどのように見ておられます

か。

○児玉畜産課長 今回の口蹄疫で繁殖雌牛が約

２万頭強殺処分を受けているわけであります。

そういった中で、それを補充するためにも、能

力の低いものを更新して高いものに切りかえて

いくことは非常に重要だと思っております。特

に西都・児湯地域では牛がゼロになった状態で

ございますので、優秀なものを入れていくこと

で能力アップは相当期待できるんじゃないかと

いうふうには考えております。

○福田委員 この事業に取り組んできた中で、

児湯地区は全滅したわけですが、せっかく対策

を打ちながら、今回の口蹄疫で事業対象牛がど

れくらい失われたものですか。

○児玉畜産課長 詳しいデータは持っておりま

せんけれども……。

○十屋主査 別にちょっと考えていただければ。

○福田委員 新規事業の能力共進会の対策であ

りますが、受精卵移植で８供卵牛がございます

が、効果が出たものが産出されているでしょう

か。

○児玉畜産課長 21年度につきましては受精卵

移植で８頭の供卵牛を選んでおりまして、133頭

ほどに授精しておりますが、まだすべてにおい

て妊娠鑑定が終わっていない状況でございまし

て、それから生まれてくる子牛がどのくらいい

るかというのはまだわからない状況です。

○福田委員 今回の口蹄疫関連では、この関係

は被害は受けていないわけですか。

○児玉畜産課長 移植いたしました133頭のうち

殺処分になったのが２頭ございます。それから、

人工授精で487頭ほど指定交配しておりますけれ

ども、その中で西都・児湯、宮崎の佐土原地区

で25頭ほどが処分を受けておるというような状

況です。

○福田委員 全共に影響がないというとうそに

なりますが、大きなダメージは避けられるとい

うふうに見ていいですか。

○児玉畜産課長 全共の場合、出品区分が若雄

から去勢肥育牛まで９区に分かれておりますけ

れども、今回の口蹄疫の被害を受けましても９

区にはすべて出場は可能であると。そういう面

から見ると影響はないということなんですが、

先ほど申しましたように２万頭強の繁殖雌牛が

処分されておることを考えますと、出品区分の

中でも繁殖雌牛群とか高等登録群には当然影響

が出てくるだろうと考えております。関係団体

一丸となって頑張り抜いて連覇を果たすしかな

いというような気持ちでおります。

○福田委員 受精卵移植の問題ですけど、何回

も私はお話を申し上げますが、本県はかなりお
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くれていると思うんです。行政レベルでは高い

技術を持っておられると思うんです。しかし、

生産者段階では先進県と比べるとかなり普及率

が悪いと思っていまして、その証拠に、さっき

もお話を申し上げましたが、今、北海道とか青

森とか遠いところから、宮崎から買われていっ

た雌牛の子がどんどん宮崎に帰ってきつつあり

ますから、これはかなり受精卵移植の影響もあ

るんだと思っていまして、ぜひその取り組みも

―過去ずっと事業にありますけど、強化をい

ただきたいと思います。以上でございます。

○十屋主査 時間が切りが悪くなりますので、

これで暫時休憩をしたいと思います。

委員の皆様、それから執行側にもですけれど

も、少し時間が押してまいる可能性があります

ので、簡潔によろしくお願いしたいと思います。

○児玉畜産課長 先ほど髙橋委員の質問の中で、

学校給食用牛乳供給事業の421校に、私は私立の

学校はないというふうにお答えいたしましたけ

れども、日章学園中学校と宮崎第一中学校の２

校だけが私立校で含まれておりました。訂正さ

せていただきます。

○髙橋委員 開拓の余地があるところだと思う

んです。私立校まだ多数あるので、ぜひ県産の

牛乳を売り込んだください。お願いします。

○十屋主査 委員会の再開を１時からいたしま

す。暫時休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後０時58分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

午前に引き続き質疑を始めたいと思います。

質疑はございませんか。

○徳重委員 地域農業推進課、204ページ、農地

を買収されているんですけど、これはどこが買

い入れということになるわけですか。

○山内連携推進室長 農地保有合理化促進の規

模縮小農家からの農地の買い入れにつきまして

は、県の農業振興公社であります。

○徳重委員 どれぐらいの金額で買い入れてい

らっしゃるものですか。

○山内連携推進室長 今、手元に詳しい数字は

ございませんけれども、農地の買い入れに当た

りましては、農業委員会の近傍農地の取引価格

を参考に定めて買い入れるという形になってご

ざいます。

○徳重委員 農地の現地価格、現状価格という

ことで概算理解していいですか。

○山内連携推進室長 今数字が参りましたけれ

ども、10アール当たり平均※68万円ということに

なってございます。

○徳重委員 農地を貸し付ける場合は、借地料

の支払いは農家がするんですか、それとも県の

ほうで予算の中でやっていくものですか。

○山内連携推進室長 まず、上のほうの規模縮

小農家からの農地の借り入れについては、公社

が161ヘクタールのうち約３ヘクタールほど、あ

とは市町村の14の農地保有合理化法人が159ヘク

タールほど借り入れまして―これは新規の借

り入れでございます。それから下の貸し付けに

つきましては、そうした農地を現在ストックと

いうことで1,119ヘクタールほど貸し付けており

ますけれども、貸し付けに当たりましては、公

社あるいは農地保有合理化法人が、農地を借り

る方から小作料をいただきまして、貸付者のほ

うに公社あるいは農地保有合理化法人のほうか

ら支払うという形になっております。

○徳重委員 そうすると、3,155万4,000円とい

う経費はどういう形で使われるわけですか。

※69ページ左段に訂正発言あり
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○山内連携推進室長 農地保有合理化促進事業

の決算額の内容につきましては、農地保有合理

化事業を行う上での事業推進体制の事務費とい

うふうになってございます。ですから、直接的

に農地の借入料といったものはこの予算額の中

には入っておりません。

○徳重委員 次のページですけど、就農支援貸

付金２億2,900万ということで、昨年より8,000

万強増の決算額ですが、これは具体的にはどう

いう貸し付けの内容になっていますか。

○山之内地域農業推進課長 就農支援資金は３

つに分かれておりまして、１つは就農研修資金、

これは農業技術を習得するための研修のための

資金でございます。２つ目が就農準備資金、こ

ちらのほうは就農に当たっての資格取得のため

の資金でございます。この２つは農業振興公社

が就農予定者に直接貸し付けるものでございま

して、私どもが主に所管しておりますのが就農

施設等資金でございます。この就農施設等資金

は、農業経営を開始するに当たりまして、機械

とかハウス等施設に要する経費を貸し付けるも

のでございます。昨年と比べてこちらのほうが

約５割ほどふえてございますけれども、これは

昨年、国が新規就農定着促進事業を起こしまし

て、新規就農者が施設とか機械を購入するに当

たりまして、上限が400万円で補助割合が２分の

１という制度を創設したものですから、それが

後押しになりまして、補助残に制度資金を使う

ことができるということで資金の需要がふえた

ものでございます。

○徳重委員 続いてですが、次のページをごら

んいただきたいと思うんですけれども、新規就

農者がかなりふえている、21年度は170名増とい

うことですが、具体的に教えてください。

○山之内地域農業推進課長 新規就農者につき

ましては、平成20年度は219名でございましたけ

れども、平成21年度は389名ということで、170

名ほどふえているわけでございます。これは、

産業としての農業が見直されているということ、

それから景気の低迷が続いているということで、

職業として農業を選択される方が増加している

のではないかと考えているところでございます。

具体的に申し上げますと、法人就農者が平成20

年度55名だったのが214名ということで、それが

一番の要因ではないかと考えておりまして、自

営就農者も164名から175名ということで11名ふ

えてございます。法人就農者の増加というのは、

冒頭御説明申し上げましたけれども、宮崎経営

力強化支援事業とか、国が直接やっている事業

でございます農の雇用事業の効果があらわれて

いるんではないかと思っているところでござい

ます。

○徳重委員 今後ふえていくことは間違いない

かと思うんです。ということは、法人農業者、

経営者をふやしていくという基本的な考え方は

県はお持ちでしょうか。というのは、雇用を増

大していくためには、法人でないと大きな経営

体になっていかないと考えるわけで、22年度も

法人数を30ぐらいふやすということですが、そ

ういう考え方は基本的にあると理解していいん

ですか。

○山之内地域農業推進課長 担い手が減少ある

いは高齢化する中で、宮崎の農業生産の構造と

いうものを考えた場合に、法人の役割は今後増

大するものと思っておりますし、雇用に与える

影響も大きいのではないかと思っております。

○徳重委員 就農されている方の平均年齢はか

なり上がっているわけですから、当然リタイア

される方が非常に多くなってくるということを

考えると、農業人口あるいは県内の農地を守っ
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ていくということになりますと、法人という形

の中で吸収していくしか方法はないのかなと思

うわけで、農地の集積問題ももちろんのことで

ございますが、法人の育成という方向を明確に

しておったほうがいいんじゃないか。個々の農

家を新しく育てるのは非常に厳しい、こういう

考え方があるわけですが、そういう考え方でい

いでしょうか。

○山内連携推進室長 農業法人の育成につきま

しては、御指摘のように、本県の農業産出額の

維持確保を図るためには重要な課題でございま

すし、現在の長期計画におきましては、平成26

年までに農業法人の産出額ウエートを４割まで

伸ばしていこうと思ってございます。また、雇

用の関係でも平均13名というような雇用等もあ

りますし、法人の育成というのは中心に置いて

考えていきたいと思っております。

○徳重委員 ぜひそういう方向でお願いしたい

と思います。

それから営農支援課にちょっとお尋ねしてみ

たいと思います。211ページ、野生猿被害防止総

合対策ということですが、実績で８地区、５地

区、４カ所と地区が分かれております。この地

区名を教えてください。

○井上営農支援課長 今御質問のありました野

生猿被害防止総合対策事業につきましては、野

生猿の被害対策とは別に、シカ、イノシシの対

策についてもやるということで、別立ての事業

として同じ事業の中でやっております。

まず、上にあります猿害多発地域のモデル地

区への支援８地区ということでありますけれど

も、これはまさに今言いました猿の被害対策で

ありまして、この実施地区につきましては宮崎

市、旧清武町、都城市、西都市、延岡市の５市

町で実施しておりまして、地区名としましては、

宮崎市の生目地区、高浜地区、田野北地区、穆

佐地区の４地区です。それから清武町が清武と

いう地区でやっております。都城市は高城、高

崎をあわせて１地区とカウントしております。

西都市も西都市内１地区で実施しております。

延岡市は北川でやっておるということで、その

８地区になります。それから５地区につきまし

てはイノシシ、シカ対策ということでありまし

て、綾町、小林市、西都市、美郷町、日之影町

の５地区で実施しております。

○徳重委員 私は、イノシシ、シカのことをお

聞きしたかったんですけど、８地区のシカとイ

ノシシが違うということですが、今おっしゃい

ましたイノシシ、シカが都城は入っていません

でしたね。かなりの被害を西岳地区を中心にお

聞きしているんですが、都城地区が入っていな

いのはどういう意味ですか。

○井上営農支援課長 この事業は県単で実施し

ておりますけれども、基本的には市町村の要望

に基づいて実施することにしております。都城

市のほうからは今回は要望がなかったというこ

とで、実施しておりません。

○徳重委員 私のほうにも個人的に西岳の方面

から、「うちの息子はもう出ていくと言う。つくっ

たものが収穫前になったら全滅してしまってい

る。一遍見に来てください」という強い要望が

あったところで、かなりあると思っているんで

す。御池地区、聞いていらっしゃいませんか。

都城地区はないですか、その要望は。

○井上営農支援課長 今データを持っておりま

せんが、今年度の事業については要望が上がっ

たんじゃないかと思っております。

都城市につきましては、現在、鳥獣被害特別

措置法の計画を立てまして、その中で計画を立

てれば国の事業も実施できるようになっており
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ますので、積極的に事業に取り組んでいただけ

ればというふうに思っております。

○徳重委員 ぜひよろしくお願いしておきたい

と思います。

それから216ページ、うまい米つくり推進事業

でございます。米のコンクールに出品していらっ

しゃいますが、この結果を教えてください。

○郡司農産園芸課長 コンクールの件について

でございます。101点応募があったということで

すが、早期水稲で37件、普通期水稲で64件の応

募がございました。１等米比率とかたんぱくの

含有量等々調査しまして、優秀な方はほぼ満点

に近いような形で出ておられます。

○徳重委員 さっきテレビで見ておったんです

が、米も産地表示というのが絶対必要だという

ことと、トレーサビリティの原則が正式になさ

れるということでありますが、宮崎県の米は県

外にはどういった方面に出ているんですか、教

えてください。

○郡司農産園芸課長 きょう施行されたのは米

トレーサビリティ法でございます。私どもの県

の米につきましては、早期水稲のほうが、全国

でもいち早い米ということで県外に出る比率が

非常に高くなっております。普通期については、

どちらかというと県内需要が多いということに

なると思います。

○徳重委員 一番早いということで需要が多い

んじゃないかと思っているんですが、これは全

量県外という理解でいいでしょうか。

○郡司農産園芸課長 米全体の話をさせていた

だきますと、21年度は生産量が10万3,800トン、10

万トンを若干超えるぐらいです。そのうち50.5

％、約半分が検査されて流通する米ということ

になります。その中で、早期と普通期で言いま

すと、早期が５万トンのうちの３万トン強、普

通期が２万トン強が実際に流通している、半分

が自家米（飯米）とか縁故米というような形で

処理されているということです。

○徳重委員 わかりました。結構です。

○権藤委員 主要施策の成果の報告書の200ペー

ジ、県単の新規事業で契約販売促進ということ

ですが、これの適用を受けるための条件とか事

業の内容、その他―本来からいけば、予算審

議で勉強しとかにゃいかんのですが、実績が出

たところで悪いんですが、もう一度御説明をお

願いしたいと思います。

○加勇田ブランド・流通対策室長 契約販売促

進事業につきましては、事業主体が農業振興公

社ということになります。農業振興公社のほう

に県として２分の１の助成をするということで

ございます。農業振興公社が農業団体、農業法

人に、こういった事業があるのでやりませんか

という取り組み募集をする。いろいろ説明会も

するんですけれども、そういった中で取り組ん

でいただくところは手挙げ方式で申請書を出し

ていただきまして、その申請書を審査した上で

事業者を決定するということになっております。

○権藤委員 全然わかりません。ねらいとする

ところ、あるいは今後の展開を含めて説明して

ほしいと思います。

○加勇田ブランド・流通対策室長 ねらいとす

るところは、業務・加工用野菜等は需要が今後

ふえてくることが見込まれます。そういったと

ころはロットも当然大きくなってくるというこ

ともございますし、安定供給体制を確立してい

きたいということが一つございます。もう一点、

契約取引の拡大を推進しながら所得の向上を

図っていきたいということがございます。そう

いったことを進める上で今後の担い手として農

業法人の育成も必要だといったこともございま
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すので、農業団体なり農業法人等が連携をしな

がら、需要が拡大していく加工用野菜等の安定

供給を確保していこうといったことをねらいと

しておりまして、今後もこういった取り組みを

推進していきたいといったことでございます。

窓口を農業振興公社にお願いして事業実施主体

となっていただきまして、そこで説明会等をやっ

て、この事業に取り組みたいといった法人等か

ら申請をしていただくという流れで進めている

ところでございます。

○権藤委員 ２契約12法人、これは。

○加勇田ブランド・流通対策室長 ２契約とい

いますのは、農業振興公社が事業実施主体と申

し上げましたが、農業団体は経済連、法人では

新福青果さんが手を挙げて事業をやりたいとい

うことでございましたので、経済連が関係の法

人と契約を結ぶのが１契約、新福青果さんが関

係の法人と連携してやるのが１契約ということ

で、２契約というカウントでございます。経済

連は県内の８つの法人と、新福青果さんは県内

の４つの法人と連携をされるということでござ

います。

○権藤委員 これはちなみに、西都だ三股だと

いうカット野菜、そういうようなもので将来的

に発展的に定着していくのかどうか。それとは

別なんですか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 カット野菜

といったものも今後は含むかもしれませんけれ

ども、特にそれに制限して云々ということでは

ございません。

○権藤委員 時間の関係で次に進みます。203

ページです。優良農地面的集積、これについて

は全市町村に立ち上げ体制ができたということ

でありますが、これについては土地の所有権の

移転まで現実に行うのかどうか。勉強不足で申

しわけないんですが。

○山内連携推進室長 全地域に面的集積組織を

立ち上げたということでございますけれども、

これは担い手に農地を集積する取り組みを関係

機関一体となって推進していこうという組織で

ございます。構成員は、市町村、農業委員会、

そして県の場合は支庁、農林振興局、さらに県

内には、先ほど流動化の際に申し上げましたけ

れども、14の農地保有合理化法人ができてござ

いまして、そういった関係機関で進めていると

ころでございます。それから農地の権利移転等

につきましては、各農業委員会等で手続をなさ

れるということでございます。

○権藤委員 私たちも４年に１回とか５年に１

回農政に来たりするものですから、申しわけな

いですが、前はえびのと北浦ぐらいが土地の集

約の公社を役場内に持っていたと思うんですが、

そういうものとは別の機能で推進していってい

るんでしょうか。

○山内連携推進室長 まず、面的集積組織とい

うのは、各地域、市町村におきまして関係機関

が一体となって取り組みを進めていくという運

動組織、調整組織でございます。御指摘の北浦

町等でございますけれども、これは市町村段階、

地域段階における農地保有合理化法人というこ

とで、農地のあっせん等合理化事業をやってい

くという事業でございます。これにつきまして

は、公社制度では北浦町、尾鈴に２カ所ござい

ます。えびのを含めまして12のＪＡが同じ機能

を持ってございます。

○権藤委員 そうしますと、公社等がないとこ

ろもやれるようになっているんですね。

○山内連携推進室長 農地の貸借関係について

は公社等がなくてもできますけれども、農地保

有合理化法人は、実は昨年までは市町村段階に
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おいては14の農地保有合理化法人で、制度が変

わりまして「農地利用集積円滑化団体」という

名前に変わりました。規模縮小する農家から委

任代理ということで一括委任を受けまして、担

い手へ農地を配分するといった取り組み組織は、

この14の団体に限られるということでございま

す。

○権藤委員 次に進みます。209ページですが、

目標のところに「農業生産の相当部分が認定農

業者」云々ときて、「効率的な営農ができる農業

構造を構築する」ということになっているわけ

ですが、一部、戸別所得補償等をやっていけば

スピードが鈍るんじゃないかという意見等もあ

るわけです。下の事業との関係がわからない点

もありますが、認定農家が担っていくという方

向については、一たん確認したことでもあるし、

進んでいかなきゃいかんと思うんです。昨年の

認定農業者の数はほぼ予定どおりふえてきたと

いう話も聞くんですが、認定農業者の数が効率

的な営農ができる農業構造に向かっているんだ

ろうと思うんですけれども、昨年１年間の活動

を通してそういうことが言えるのかどうか、そ

の点についてお伺いします。

○山之内地域農業推進課長 認定農業者につき

ましては、206ページの施策の進捗状況にござい

ますけれども、平成21年度は9,068の経営体とい

うことで、平成20年度が8,892経営体でございま

したから、176増加しているということでござい

ます。では、176のうちどのあたりがふえたのか

ということでございますが、ふえたところの70

％は宮崎市の124ということでございまして、あ

とはせいぜい、えびの市が11……あとは１けた

でございました。認定農業者だけ見ると右肩上

がりみたいな感じがしますけれども、逆に減っ

ているところもございます。五ヶ瀬町、都城市

も10幾つ減ってございます。なぜ宮崎市がふえ

たのかと申しますと、宮崎市では、農業を意欲

的にやっていらっしゃる方で認定を受けていな

い方をリストアップして、精力的に認定農業者

になっていただくように取り組まれたというこ

とでございます。

県の農業・農村の長期計画六次計画では、平

成26年度7,700を目標にしているんですけれど

も、現在9,068ということで、上方修正をしてい

るところでございます。しかし、先ほど申しま

したように地域的なばらつきがございまして、

地元のＪＡあるいは市町村の方が一生懸命対応

されているんですけれども、それぞれ濃淡があ

るということでございます。

○権藤委員 次に210ページですが、一番下の新

規農薬管理指導士の認定が67人とあるんですが、

これは６回の研修等とどんな関係があるんだろ

うかという端的な疑問と、研修を受ければそう

いうふうになるのかどうかという疑問です。

○工藤消費安全企画監 新規農薬管理指導士の

件でございますが、昨年の１月14日に新規認定

のための研修会を実施しておりまして、67名の

方が研修を受けておられます。この管理指導士

につきましては昭和62年から取り組まれている

制度でして、研修、試験を受けていただきまし

て、知事が認定するという仕組みになってござ

います。

○権藤委員 215ページですが、それぞれいろん

な品目がありまして、今後、国の新しい制度で、

野菜は既に価格安定の制度があろうかと思いま

すが、それと戸別所得補償で制度化していこう

と、そういうものとの関連がこの11品目、17品

目の中にあるんだろうか。あるとすれば実績等

踏まえてスムーズに戸別所得補償に乗っていけ

るんだろうかとか、そういう疑問です。
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○郡司農産園芸課長 今の国の戸別所得補償制

度の考え方は、経常的に赤字が出る部門、米な

どについては戸別所得補償制度で行きましょう。

ここにあります野菜等については、値段が乱高

下はしますけれども経常的に赤字ではない、あ

る年はもうかったりもするというものについて

は、価格安定制度を強化する中で担い手の育成

に資していくというような考え方です。であり

ますから明確ではありません。ことしの概算要

求の中にも価格安定制度の見直しは顔を出して

いるという状況でございます。

○権藤委員 品目的には大体拾われていますよ

ね。戸別所得補償にはどういう品目……。

○郡司農産園芸課長 野菜の場合は指定野菜、

特定野菜という形であるんですけれども、上か

ら言いますと、指定野菜は全国で14品目あって、

本県ではキュウリ、ピーマン、トマト、ナス、

里芋の５品目です。特定野菜というのは、指定

野菜まではいきませんが、割と重要な野菜とい

う位置づけで、カボチャとかカンショ、ゴボウ、

ショウガ等の品目を対象としています。一つ一

つ言いますと、その下に契約野菜というのがあ

ります。これはレタスですけれども、先ほどか

ら契約の話が出ていますが、この事業は数量確

保型といって、契約はしているけれども、その

年の気候でレタスが余りできなかったという場

合は、契約量を確保するために市場からレタス

を引くんですけれども、そのお金の一部を見る

という事業です｡あとは特産野菜、これは県単の

事業ですが、国の事業で拾えない、例えば１ヘ

クタールぐらいの産地でも拾えるようにしてい

る事業。下の２つは補てん率10％上乗せの事業

ですけれども、割と幅広く価格安定事業につい

ては品目を拾っているところであります。

○権藤委員 次、216ページですが、低コスト耐

候性ハウスに変えていくという表現かと思いま

すが、20年度は５億近く、21年度を足すと６億

何ぼという金額になるんですが、これは前々年

度とか来年度以降というものがあるんでしょう

か。

○郡司農産園芸課長 強い産地づくり対策で20

年度が４億9,000万、21年度が１億3,000万程度

ということの差はという御質問だと理解してお

話をしますと、この事業は強い農業づくり交付

金という国の交付金事業をここに計上している

んですが、昨年は、例えばＪＡはまゆうさんの

キュウリの選果機とか、ＪＡ都城さんのお茶の

施設等、それぞれ２億、３億という事業がござ

いまして大きな額になっております。ことしは

こういう大きな事業がなかったために、減額さ

れて１億3,000万程度になっているということで

ございます。

○権藤委員 ありがとうございました。

次、218ページです。私は果樹で機械類の導入

というのはイメージがわかなかったんですが、

省力化機械導入の補助とか栽培施設整備、10と

か７、これは、詳しくはよろしいですけど、イ

メージがわくように、どういうものに適用され

ているのか。

○郡司農産園芸課長 果樹も機械類がございま

して、機械という言い方がよろしくないのかも

しれませんけれども、例えば剪定をすると木く

ずが出ます。これは昔は燃やしておったんです

けど、そういうのを細かく粉砕する機械とか、

施設では、キンカンなんかは冬場加温する必要

があるんですが、永年性の作物の場合は夏場涼

しくしてやることが木に優しいということで収

量が上がるわけです。そういうフルオープンの

施設とか、病害虫に対する細霧冷房みたいな機

械、あるいは落ちてきたクリを自動でネットで
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拾う仕組みとか、品目に応じて工夫をして省力

化なり品質向上につながるように取り組んでい

るところであります。

○権藤委員 223ページをお願いします。公共畜

産基盤再編総合整備、予定した金額と決算額に

非常に差がある理由、４億7,000万の予算に対し

て実績は２億、去年は３億2,000万ありましたと

いうことで、継続的に整備をしていくのかなと

いう気もするんですが、４億7,000万が２億程度

になったのと、昨年からやっている３億2,000万

の中身についてお聞きしたいと思います。

○児玉畜産課長 決算額が２億500万程度になっ

ておりますけれども、その下にありますように22

年度の繰り越しが２億7,100万ほどありました。

その内容につきましては、右のほうにあります

けれども、草地の整備改良とか畜舎の整備を繰

り越したということで決算額が落ちております。

前年度の３億2,000万につきましても同様に、草

地造成とか畜舎の整備、あるいは家畜排せつ物

処理施設の整備というような内容になってござ

います。

○権藤委員 次は、いただきました手元資料、

委員会資料の明許繰越がトータルで65億あるわ

けですけれども、これについては一般的には用

地交渉がどうだとか、着工までに時間がかかっ

たという説明はあるんですが、決算資料として

これだけの大きな金額を次年度以降に―来年

度使う予定の予算というのは来年度に上げるは

ずだから、決算の65億というのが、まずは予算

段階で明許繰越の明細が出ますけれども、それ

と金額は一致しているんですよねという確認を

したいんです。１カ所でよろしいかと思います

ので、農村整備課に、31億については予算時に

確認した明許繰越と一緒なんですよねというこ

とを確認したいと思います。

○十屋主査 農村整備課は後ほど説明しますの

で、そのときに。

○権藤委員 では、畜産課。

○児玉畜産課長 委員のおっしゃいましたとお

り、予算時に確認した数字と一緒でございま

す。17億637万2,000円です。

○権藤委員 これは林務のときもちょっと申し

上げたんですが、決算資料としては非常に大事

な部分ではないかということで、予算時に出し

たものと同じでも決算資料として添付すべきで

はないかと思っておりまして、そういう発言を

したところです。ぜひ林務、土木と協議をして

いただいて、明細は同じものであれば同じもの

を添付していただくことが望ましいのではない

か、それを検討していただくことを要望してお

きたいと思います。

次に、お手元資料の21ページ、延岡家畜保健

衛生所緊急移転整備というのが、それこそ翌年

度への繰り越しを含めて、これは現在時点では

順調ですよ、あるいはことしの11月にはできま

すよとか、そういうめどがわかっていればお聞

かせをいただければ。

○児玉畜産課長 延岡家畜保健衛生所緊急移転

整備事業でございますけれども、ことしの９月

６日に着工いたしておりまして、３月末には竣

工予定ということで、今のところ順調に進めら

れておると聞いております。

○権藤委員 次は、監査委員の指摘事項の34～35

ページですが、これにつきましては基本的に我々

は、財政が、ある程度税収が入ってきたり、国

からの交付金が多い時代と今は違うという認識

で取り組まなければいけないんではないかと考

えるんですが、そういう中で、監査委員はもち

ろん内容を詳しく監査すると思いますが、従来

のものについては、これを続けていって不納欠
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損を待つような嫌いがなきにしもあらずと認識

しているんです。この項目等については、今か

らはもっと厳しく報告をしていただくような決

算審査であらねばいかんのではないか、そんな

ふうに思います。

そういう意味から申し上げますと、今この席

でしなさいという意味じゃないですけど、一生

懸命やっているけれども難しいですよというこ

とを決算とかで訴える―それが一括報告で言

葉で言われても―監査委員は24件とか亡く

なった人とか中身がわかるかもしれんけど、そ

ういう姿勢が余り伝わってこないので……。こ

れについては今後工夫をしてもらって、不納欠

損に多分至っていくと思うんですが、そういう

時限的なものに対してずるずるといくような気

がしますので、法的な手続の検討はこうしまし

たよとか、中身も含めて来年以降については工

夫をしてほしいという意見を述べて、終わりま

す。

○山内連携推進室長 先ほど徳重委員に御説明

申し上げました回答で数字の取り違いがござい

ましたので、訂正させていただきます。204ペー

ジの一番上の農地の買い入れ、公社の買い入れ

平均価格を「68万円」と申し上げましたけれど

も、正確には「56万7,000円」でございます。ほ

かの数字と取り違えて御報告しました。申しわ

けございませんでした。

○緒嶋委員 農業は基幹産業でありますので聞

かんわけにはいかんわけですが、１つだけ聞き

ます。「みやざきブランド」向上プロモーション

強化、輸出可能性調査１回、国外のみやざきフェ

ア４回とありますが、可能性調査でどういうも

のが可能ということが明確になったわけですか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 「可能性調

査」というタイトルでございますが、中身とし

ましては、海外の量販店等に行きまして、商談

とまではいかなくても、こういったものが売れ

ているよといったような傾向を調査してくると

いったことでございまして、これまでずっと可

能性調査も続けてきておりますけれども、そう

いった中で経済連としても商品開発ができてき

ております。カンショは御案内のとおり定番化

しているといった中で、メロンとか、最近では

ピーマン、ゴボウといったものも徐々に輸出拡

大ができているといった状況でございます。

○緒嶋委員 実際、宮崎県の輸出を金額であら

わすと、21年度はどのくらいになっておるわけ

ですか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 平成21年度

の実績でございますが、青果物と牛肉の合計の

金額で７億2,400万円でございまして、前年度対

比153％ということで、伸びている状況でござい

ます。

○緒嶋委員 今後日本も、ＦＴＡとかＥＰＡと

かいろいろ外国との問題も出てくるわけですが、

特に今度、中国とは尖閣を取り巻くいろいろな

環境の中では、外交の動きによってもこの金額

が動くようなことにもあるけれども、流れとし

ては輸出をふやすことが力強い産地づくりにも

つながるわけです。今後、どういう形で可能性

調査をやるかというのは一番重要なところにな

ると思いますが、金額的には毎年このような金

額でやっておられるわけですか。

○加勇田ブランド・流通対策室長 予算的には

そう大きく変わっていないかと思いますが、こ

れまでのところは、つながりをつくっていく、

顔つなぎが中心でございまして、フェアが中心

の活動でございました。今後は定番・定着化に

向けてといったことがございます。特にシンガ

ポールは量販店との結びつきも強くなっていま
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すので、展開できそうな感じになってきており

ます。そういったことを踏まえて積極的な展開

をしていきたいと考えております。

○緒嶋委員 先ほど星原委員も言われましたが、

量販店との絡みの中でそういうのを強化しなが

ら消費拡大をやることは重要でありますので、

これは力を入れていただきたいと思うんですけ

れども、今後、東国原知事がいなくなれば、あ

の人をトップセールス大使か何かに任命してや

らにゃ、トップセールスもできんのじゃないか、

トップセールスそのものが終わるんじゃないか

と思いますが、そのあたりの取り組みは今後大

きな課題じゃないかと思うんです。トップセー

ルスが東国原知事だったから成果も上がったと

いう認識を私は持っておるんですが、どうです

か。

○加勇田ブランド・流通対策室長 非常に答え

にくい質問でございますが、確かに東国原知事

の情報発信力は非常に大きくて、引っ張ってい

ただいたなという感じがしております。ただ、

知事もよく申し上げておりますけれども、知事

が自信を持ってトップセールスができるという

のは、宮崎県の農畜産物というのはそれだけの

力があるということだろうと思っています。そ

の辺はこれまでの生産者、関係者の皆さんの努

力の積み重ねであったろう、それを知事が引っ

張っていただいて全国の認知度をぐっと上げて

いただいたというふうに思っております。

今後、出馬されないということでございます

が、知事自身も応援団長にというふうにおっ

しゃっておられますので、ぜひ期待したいと思っ

ております。これまでに築いてきた量販店との

連携を重要視しながら、広く情報発信はしてい

きたいと考えております。

○岩下委員 １つだけお願いします。211ページ

のほうで、先ほども質問が出ましたけれども、

野生猿被害防止総合対策関係ですが、猿害はか

なり昔から言われていることです。各市町村の

取り組みによって差があるということも聞いて

いますし、県としては猿を捕獲した費用につい

ては面倒は見ないと、各市町村がそれぞれの費

用を出しているということを聞いているんです

が、どういった状況でしょう。特に県南のほう

は数十年、「猿害対策を何とかしてくれ」という

声が上がっておりますが、詳しく猿害の中身を

お願いします。

○井上営農支援課長 猿の捕獲対策についてと

いうことですか。

○岩下委員 猿害で農作物なんかもかなり被害

を受けていると。稲作関係にしても、ある田ん

ぼは一日じゅう見回りをしている、番をして予

防している。ポンカンからいろんな野菜にして

もすべてが影響しているんです。今まで何らか

の効果が上がったのかどうか、21年度の効果を

お聞かせください。

○井上営農支援課長 平成21年度に実施しまし

た野生猿被害防止対策事業につきましては、こ

れまで継続してやってきたところですけれども、

集落でまとまって猿対策をやっていただこう、

そういうところをモデルとして取り組んでいた

だこうということにしてきたところです。例え

ば、昨年度実施しました事業、先ほど地区は言

いましたが、中身を言いますと、西都市でやっ

ておりますのは、猿が山から集落のほうにおり

てくるということで、まずそこをとめないとい

けないということで、やぶになっているところ

がありますので、そこら辺をしっかりと刈り払

いしてもらいまして猿が近づきにくい状況をつ

くる、さらにそれにさくをして入ってこれない

ようにする、そういったことを集落ぐるみで取
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り上げる。さらには、それだけではなかなかう

まくいきませんので、集落に近づけないという

ことで、花火とか威嚇ガンによる追い払いをや

る、そういったことを総合的に取り組んできた

ところであります。その結果として入ってくる

猿が少なくなったという事例は聞いております。

いずれにしましても、委員おっしゃるとおり、

これをやれば確実になくなるという対策は、はっ

きり言ってなかなかございません。ただ、我々

が今考えていますのは、フェンスとか、撃ち殺

す、捕獲する、それをやれば確実にいなくなる

というものではありませんで、先ほども言いま

したように、まず地元で、しっかりみんなでやっ

ていこうじゃないかという集落の機運をつくっ

て、その中で猿が出たら追い払うとか、猿はど

ういうふうに出てくるかをそれぞれ研究してい

ただいて、集落ぐるみで猿が近づきにくいよう

な集落をつくっていくことをやった上で、先ほ

どのような緩衝帯とかさくをつくる、あるいは

追い払いをやる、その辺が重要ではないかと考

えているところです。

○岩下委員 昨年度も1,000何百頭猿を退治した

とお聞きしていますけれども、それよりもはる

かに猿が生まれているんです。ですからいつま

でたってもこの課題は解決できない。まして、

「動物との共生」というのは聞こえはいいんで

すけれども、人間そのものが生活できなくなる

という状況があるんです。

それともう一つ、猿１頭の尾っぽを出した場

合にどれぐらいの費用が出ているものですか、

聞かせてください。

○井上営農支援課長 申しわけないんですけど、

猿の捕獲については環境森林部が所管しており

ますのではっきりした数字はつかんでおりませ

んが、市町村によって１頭当たり幾らというの

はかなり違っているようです。宮崎市は確か３

万円だったと聞いておりますが、２万円とか４

万円の金額で推進をしているようです。

○岩下委員 再度お聞きします。猿の退治に対

しては県は全く費用は出していないということ

ですか。

○十屋主査 捕獲するものについては環境森林

部の所管で、こちらは防御する側のいろんな施

策をやりますので、所管が違うので答えられな

いと思います。

○岩下委員 猿とかシカとかいろんな鳥獣害関

係があるんですけれども、端的に言いまして余

り解決していない。ミカン農家にしてもいろん

な作物関係にしても、網の中で人間が暮らして、

外で猿がそれを見ているというような状況です。

何らかの手だてを皆様と考えていただきまして、

県でそれなりに取り組みが見られるとありがた

いと思っています。お願いです。

○十屋主査 要望ということで、よろしくお願

いいたします。

○河野副主査 217ページ、宮崎県たばこ耕作組

合の活動支援ですが、耕作組合に支援されてい

るわけですか。

○郡司農産園芸課長 葉たばこ等の安定対策の

中の宮崎県たばこ耕作組合活動支援の件につい

ての御質問だと思います。今、たばこ耕作組合

では技術の再構築事業に取り組んでおられます。

技術向上研修会、これは疫病対策の試験の展示

圃等々を展開しておられますが、それに対して

県のほうからも若干でありますが助成をしてい

るという状況です。

○河野副主査 金額は。

○郡司農産園芸課長 葉たばこの組合に対して

は、21年度は50万円の助成でございます。

○十屋主査 それでは、以上をもって、農政企
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画課、地域農業推進課、営農支援課、農産園芸

課、畜産課を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時１分休憩

午後２時８分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

これより、農村計画課、農村整備課、水産政

策課、漁港漁場整備課の審査を行います。平成21

年度決算について各課の説明を求めます。

なお、委員の質疑は４課の説明がすべて終了

した後にお願いをいたします。

○三好農村計画課長 農村計画課でございます。

初めに、お手元の平成21年度普通会計決算特

別委員会資料の３ページをお開きください。農

村計画課におきましては一般会計のみでござい

ます。一般会計の欄、中ほどですけれども、平

成21年度の最終予算額は51億9,458万6,000円で、

支出済額は51億8,167万9,202円となっておりま

す。その結果、不用額は1,290万6,798円となり、

執行率は99.8％でございます。

次に、当課の決算事項別の明細は24～26ペー

ジに記載してあります。

それでは、25ページをごらんください。農林

水産業費、農地費の（目）土地改良費につきま

して、不用額が1,093万7,658円となっておりま

す。これは、国営事業費の減額と、国の直轄事

業負担金の見直しに伴い国の職員の退職手当や

営繕宿舎費が対象金額から除外されたことによ

る減額に伴いまして、土地改良事業負担金の減

額が発生し執行残が出たものが主なものであり

ます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について御説明いたします。

平成21年度主要施策の成果に関する報告書228

ページをお開きください。３行目、１）の施策、

美しい景観づくりでございます。主な事業の地

籍調査につきましては、１筆ごとの地籍を明確

化するもので、土地に関する最も基本的な調査

でありますが、平成21年度は宮崎市外17市町村

等において面積72平方キロメートルの調査を実

施いたしました。なお、下段の表にあります

が、21年度までの県全体の進捗率は約60.3％と

なっております。今後も、土地所有に関する権

利の保全や明確化、課税の公平化及び公共事業

等における用地取得事務の円滑化を図るため、

地籍調査を進めてまいりたいと考えております。

次に、229ページでございます。４行目、（２）

の施策、力強い産地づくりでございます。主な

事業の土地改良事業負担金につきましては、国

営土地改良事業及び緑資源機構事業に係る県及

び地元負担金でありまして、平成21年度は両事

業合わせて※７地区で執行いたしました。国営事

業及び関連する県営事業等による畑地かんがい

施設の整備にあわせて作物の品質向上や新品目

の導入が図られるなど、大規模畑作の産地づく

りが進められております。今後も、営農と連携

した効率的な事業実施により早期の事業効果発

現を図ってまいります。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査結果についてでありますが、監

査委員の決算審査意見書に関して、特に報告す

べき事項はございません。

農村計画課は以上であります。

○宮川農村整備課長 農村整備課でございます。

まず、お手元の平成21年度普通会計決算特別

委員会資料の３ページをお開きください。農村

整備課では一般会計のみを予算計上しておりま

す。平成21年度一般会計の上から７行目をごら

※78ページ右段に訂正発言あり
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んください。農村整備課の最終予算額は165億249

万2,000円で、これに対する支出済額は132

億8,155万2,793円であります。翌年度への繰越

額は明許繰越で31億5,099万5,000円、不用額

は6,994万4,207円となっております。執行率

は80.5％であり、繰越額を含めた執行率は99.6

％であります。

次に、当課の決算事項別の明細は27～31ペー

ジに記載してあります。

まず27ページをお開きください。表の上から

３行目の（目）農業振興費につきましては、農

地・水・環境保全向上対策や中山間地域総合整

備などの実施に要した経費であり、執行率は88.7

％となっております。これは、国の予算内示の

関係等による工期の不足、あるいは市町村等の

事業主体の繰り越しにより、１億858万8,000円

を翌年度に繰り越したことなどによるものでご

ざいます。

次に28ページ、表の上から４行目の（目）農

地総務費につきましては、職員の給料等の経費

でございますけれども、不用額が6,742万7,490

円、執行率が89.8％となっております。これは、

県費措置の職員の人件費の一部を、補助公共事

業の事務費の節減分により手当てしたことによ

るものであります。

その下の（目）土地改良費につきましては、

水田の区画整理や畑地かんがい等の生産基盤の

整備に要した経費でございます。翌年度への繰

り越しが23億3,412万2,000円、不用額が235

万7,729円となり、執行率が81.5％となっており

ます。これにつきましても国の予算内示の関係

による工期の不足等により繰り越したことや、

補助金等に執行残を生じ不用額となったことに

よるものでございます。

続きまして、29ページをお開きください。中

ほどの（目）農地防災事業費につきましては、

ため池の整備等に要した経費ですが、７億828

万5,000円を翌年度に繰り越したことにより、執

行率が66.8％となっております。これにつきま

しても、国の予算内示の関係による工期の不足、

あるいは工法の検討に日時を要したことによる

ものでございます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

代表的な事業を御説明いたします。

平成21年度主要施策の成果に関する報告書

の230ページをお開きください。上から３行目、

１）の施策、災害に強い県土づくりについてで

あります。

231ページをごらんください。表の一番下の県

営ため池等整備事業によりまして、宮崎市の備

後上・下地区外18地区で老朽化したため池など

の整備を行いました。

続きまして、232ページをお開きください。下

のほうの施策の成果等にありますように、近年

の集中豪雨の頻発等も踏まえまして、農地災害

や農業用施設災害などの未然防止に努めており

まして、引き続き計画的な事業推進が必要と考

えております。

続きまして、234ページをお開きください。上

から４行目の（２）の施策、力強い産地づくり

についてであります。

235ページをごらんください。一番上の県営畑

地帯総合整備事業によりまして、宮崎市の七野・

八重地区外22地区で、国営事業により整備され

たダム、幹線水路などに接続する末端の畑地か

んがい施設の整備を行いました。

その２つ下の県営経営体育成基盤整備事業に

よりまして、高原町の宇都地区外17地区で、担

い手への農地集積とあわせて水田の区画整理な

どを行ってございます。
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続きまして、236ページをお開きください。農

道整備でございます。上から２番目の県営広域

営農団地農道整備事業を初め、その下の基幹農

道、一般農道の３事業を実施し、串間市の沿海

南部４期地区外12地区で農道を整備いたしてお

ります。

237ページをごらんください。施策の成果等で

ございますけれども、①及び②にありますよう

に、畑地かんがい施設の整備等によりまして、

生産性の高い農業への転換や力強い大規模畑作

の産地づくりの基盤整備を進めてきております。

特に、国営事業と連携して末端のかんがい施設

の整備等を行う県営事業につきましては、その

効率的な実施によりまして早期の効果発現を図

る必要があると考えてございます。また、③に

ありますように、水田の整備によりまして担い

手農家への農地利用集積や営農組合の設立が行

われ、生産性の向上や経営体の育成・確保が図

られているところでございます。今後とも、担

い手の育成とあわせた生産基盤の整備を図って

いく必要があると考えております。また、④に

ありますように、農道の整備によりまして効率

的な農畜産物の輸送体系の確立、農村地域の生

活環境の改善が図られております。今後とも効

率的な事業実施に努めてまいりたいと考えてお

ります。

続きまして、238ページをお開きください。

（４）の施策、環境と調和した循環型農業づく

りについてであります。

下のほうの農地・水・環境保全向上対策事業

によりまして、宮崎市南部地区外297地区で、農

地や農業用水等の資源や農村環境を保全するた

めの地域住民等によります共同活動を支援して

いるところでございます。

施策の成果等でございますけれども、②にあ

りますように、農地・水・環境保全向上対策事

業によりまして、県内各地で地域住民による共

同活動が展開され、農村の資源や環境の保全が

図られております。今後とも、過疎化、高齢化

が進行する中、地域住民主体の共同活動の展開

を促進していく必要があると考えてございます。

次に、239ページをごらんください。（５）の

施策、元気な地域づくりについてであります。

240ページをお開きください。一番上の中山間

地域総合整備事業によりまして、小林市の須木

地区外５地区で、圃場整備などの農業生産基盤

の整備と営農飲雑用水施設などの生活環境基盤

の整備をあわせて行ってございます。

241ページの施策の成果等にありますように、

これらの事業によりまして、農業生産条件等の

不利な中山間地域などにおきまして、生産基盤

あるいは生活環境基盤などの改善が図られてご

ざいます。今後とも、中山間地域等における豊

かな地域資源の活用や、環境にも配慮し地域条

件に即した整備を推進していく必要があると考

えてございます。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査結果についてであります。監査

委員の決算審査意見書に関しましては、特に報

告すべき事項はございませんでした。

農村整備課は以上であります。

○鹿田水産政策課長 水産政策課でございます。

初めに、当課の決算について御説明いたしま

す。

お手元の委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。平成21年度の最終予算額ですが、水産政

策課の欄にございますとおり16億2,194万8,000

円で、支出済額は15億9,185万9,363円となって

おります。その結果、不用額は3,008万8,637円

となり、執行率は98.1％となっております。
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また、下の特別会計の水産政策課の欄になり

ますけれども、平成21年度の最終予算額は２

億1,134万1,000円、支出済額は2,168万5,012円

となっております。その結果、不用額は１億8,965

万5,988円となり、執行率は10.3％となっており

ます。

当課の決算事項別の明細につきましては、同

じ資料の32～37ページに記載しております。

まず、32ページをお開きください。（目）水産

業総務費でございますが、不用額が157万7,591

円となっております。これは主に、職員手当な

どの人件費の執行残となっております。

次に、35ページをお開きください。下にあり

ます（目）水産試験場費でございますけれども、

不用額としまして2,594万7,391円を掲載してお

ります。これは主に、水産試験場の耐震補強工

事及び水産試験場の水産物加工指導センターの

整備に係る工事請負費及び備品購入費の入札残

となっております。

次に、37ページをお開きください。沿岸漁業

改善資金特別会計について御説明いたします。

（目）水産業振興費でございますけれども、不

用額が１億8,965万5,988円となっております。

これは、水産業を取り巻く環境が厳しく、設備

投資意欲が減退していることなどから、貸付金

におきまして執行残が生じたことが主な要因で

あります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

させていただきます。

別冊の報告書の242ページをごらんください。

まず、（１）の豊かな資源の持続的利用と水産技

術開発の推進についてでございます。

主な事業でございますが、離島漁業再生支援

交付金でございます。島野浦漁業集落において

実施しましたカサゴやトラフグなどの種苗放流、

アオリイカの産卵床の設置、また、あげみ等食

品の製造販売やアワビの養殖試験などの取り組

みを支援しております。

次に、244ページをお開きください。（２）の

競争力のある経営と消費者に信頼される水産物

の供給の推進についてでございます。

まず、水産金融対策でございます。この事業

では漁業近代化資金利子補給などを実施してお

りますけれども、21年度は16件の融資額約３

億5,000万円に対する利子補給の承認を行ってお

ります。漁協等関係団体との連携を強化して漁

業経営の安定と向上に努めておるところでござ

います。

次に、「みやざきの魚」販売力強化・情報発信

でございます。本事業では、いきいき宮崎の魚

ブランド確立推進協議会と連携しまして本県水

産物の販売促進等に積極的に取り組み、総合的

な広報活動や販路開拓への支援によります本県

水産物の付加価値向上と販路拡大に努めたとこ

ろでございます。

次に、魚価確保のための新しい流通づくり推

進でございます。この事業では、漁家所得向上

のために、県漁連、漁協が行います新たな販売

モデルケースの検討及びその実証の取り組みを

支援し、魚価向上等の業界の取り組みを促して

いるところでございます。

次に、地域漁業経営改革支援でございます。

本事業では、漁業者グループによります加工や

漁獲物の高付加価値化など４件の取り組みを支

援しております。具体的な取り組みにつきまし

ては、島野浦、北浦等におきます加工や漁獲物

の鮮度向上のための施設整備をしております。

次に、246ページをお開きください。（３）の

多様な担い手の確保と多面的機能を有する魅力

ある漁村の創造についてでございます。
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主な事業でございますが、水産業・漁村の多

様な担い手づくり総合対策でございます。この

事業では、新規就業者確保のために、県漁業就

業者確保育成センターと連携しまして、就業情

報の収集及びその発信を行うとともに、地域漁

業の核となります漁業士等の認定を行っており

ます。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、平成21年度宮崎県歳入歳出決算審査

意見書について御報告いたします。

お手元の審査意見書の35ページをごらんくだ

さい。沿岸漁業改善資金特別会計についてでご

ざいます。一番下の意見・留意事項等の欄にご

ざいますとおり、「繰越金が前年度に比べ増加し

ており、毎年度多額となっていることから、よ

り一層の資金の効率的な活用についての努力が

望まれる」とございます。この繰越金増加につ

きましては、近年の厳しい漁業情勢を背景に、

漁業者の設備投資が少なくなっていることが原

因と思われますけれども、一方で、経営の改善

のために省エネエンジンへの転換、省力機器の

導入等も必要な状況にあると考えております。

このため、できるだけ借りやすい資金とするた

めに、平成20年の４月には、従来、同じ機器へ

の貸し付けについては１回限りという制限が

あったものを撤廃しております。また今年度に

つきましても、融資対象になります漁船を、こ

れまで10トン未満となっていたものを20トン未

満に拡大しまして、また貸付限度額につきまし

ても2,000万円から3,000万円に引き上げたとこ

ろでございます。今後も、関係機関等と連携し

て同資金に関する情報提供を積極的に行いまし

て、有効活用に努めてまいりたいと考えており

ます。

水産政策課は以上です。

○山田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課の平

成21年度予算に係る決算状況等について御説明

いたします。

初めに、お手元の平成21年度普通会計決算特

別委員会資料の３ページをお開きください。上

から９番目の漁港漁場整備課のところでござい

ます。一般会計のみで、平成21年度の最終予算

は64億162万5,000円に対しまして、支出済額は47

億2,383万6,426円となっております。翌年度繰

越は明許繰越で16億1,115万8,000円、その結果、

不用額は6,663万574円となり、執行率は73.8％、

繰越額を含めた執行率は99％になっております。

次に、当課の決算事項別の明細は38～42ペー

ジに記載してあります。

まず、38ページをお開きください。（目）水産

業総務費につきましては、不用額が773万2,309

円となっております。これは、職員の人件費の

一部を補助公共事業への人件費に振りかえたこ

とによる執行残などであります。

次に、39ページをお開きください。（目）水産

業振興費につきましては、翌年度への繰越額が

３億8,655万8,000円、不用額が2,088万4,877円

となり、執行率が75.3％となっております。こ

れは、栽培漁業施設の維持補修や漁場の水産基

盤整備に係る工事について、関係機関との調整

等に日時を要したために繰り越したことや、コ

イヘルペスウイルス病の大量発生が少なかった

ことによる処分経費等の執行残などによるもの

でございます。

次に、40ページをごらんください。（目）漁港

管理費につきましては、翌年度への繰越額が１

億1,370万円、不用額が1,878万3,388円となり、

執行率が71.4％となっております。これは、漁

港維持管理に係る工事について、国の補正予算

との関係により工期が不足したことなどにより
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繰り越したことや、台風の来襲がなかったこと

に伴い深浅測量などの調査費が不要となったこ

とや、入札に伴う残が生じたことなどによるも

のでございます。

次に、中ほどの（目）漁港建設費につきまし

ては、翌年度への繰越額が11億1,090万円、不用

額が1,057万2,000円となり、執行率が72.2％と

なっております。これは、漁港の水産基盤整備

に係る工事について工法の検討等に日時を要し

たために繰り越したことや、水産基盤整備で入

札に伴う執行残が生じたことなどによるもので

ございます。

次に、41ページをお開きください。中ほどの

（目）海岸保全費につきましては、不用額が865

万8,000円となっております。これは、漁港海岸

事業で入札に伴う残が生じたことや、利用形態

の変化に伴い、陸閘１基を胸壁に変更して整備

したことなどによるものであります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明いたします。

平成21年度主要施策の成果に関する報告書248

ページをお開きください。まず、１）災害に強

い県土づくりの施策についてであります。

公共海岸保全（漁港）では、津波・高潮等に

対する危機管理対策として、門川漁港海岸外２

海岸で樋門や護岸工事等を行うとともに、北浦

漁港外４港におきまして海岸保全施設の耐震調

査を実施しております。施策の成果等といたし

ましては、樋門や護岸等の整備によりまして、

台風時の波浪や高潮による浸水被害の防止が図

られたところであります。

次に、249ページをごらんください。（１）豊

かな資源の持続的利用と水産技術開発の推進の

施策についてであります。

２つ目の栽培漁業定着化促進では、資源増大

推進事業として、マダイ、ヒラメ、カサゴの放

流用種苗生産供給を行うとともに、新たな養殖

対象種としてのカワハギの量産化技術開発や、

善玉菌を活用したバイオコントロールによる稚

魚の生産技術向上事業を実施したところであり

ます。また、栽培漁業施設の維持補修につきま

しては、延岡市熊野江の旧栽培漁業センター施

設におきまして、取水管陸上部の改修などを実

施しております。

次に、250ページをお開きください。３つ目の

水産基盤整備（漁場）では、広域水産物供給基

盤整備として、沈設型魚礁の造成を３カ所で、

基礎生産力を向上させるためのマウンド魚礁の

調査・設計を１カ所で実施しております。

次に、施策の進捗状況ですが、資源管理実践

数では、平成21年度は目標値の10件を達成して

おります。また、魚礁漁場造成量につきまして

は、毎年度目標を上回って推移しております。

次に、251ページをごらんください。施策の成

果等でございますけれども、②にありますよう

に、ヒラメやマダイ等の放流に当たりましては、

当該魚種を対象とした増殖場を中心に放流を行

うとともに、カサゴにつきましては、資源回復

計画に基づき約33万尾の放流を行ったところで

ございます。また④にありますように、県内の

主要河川におきましてはアユ、ウナギ等の放流

を実施するとともに、祝子川や御池等におきま

して、ブラックバス等の親魚の捕獲や産卵床の

破壊等により外来魚の繁殖抑制を行っておりま

す。

次に、252ページをお開きください。（３）多

様な担い手の確保と多面的機能を有する魅力あ

る漁村の創造の施策についてであります。

水産基盤整備（漁港）では、地域水産物供給

基盤整備で、都井漁港外１港で防波堤や防砂堤
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の工事を、また広域水産物供給基盤整備では、

川南漁港外６港で防波堤や護岸工事等を、また

水産物供給基盤機能保全では、老朽化により更

新が必要となった漁港施設の長寿命化を図るた

め、延岡市、門川町の県北部地区、また日南、

串間などの南部地区におきまして機能保全計画

の策定を実施しております。その他、漁港環境

整備事業など３つの事業で漁港施設の整備を

行っております。

次に、253ページをごらんください。２つ目の

県単漁港維持管理では、北浦漁港外21港におき

まして、岸壁付属物の取りかえ工事や泊地等の

しゅんせつ工事を実施しております。

次に、施策の進捗状況ですが、漁港整備計画

進捗率（防波堤）につきましては、21年度は目

標を上回る96.8％となっております。

また、施策の成果等ですが、漁港施設の整備

は計画どおり進められておりますが、漁業関係

者からは、浮体式係留岸壁や暴風さくなどの整

備の要望は依然として高いものがありまして、

今後とも重点的・効率的な整備が必要だと考え

ております。また、これまでに整備されました

施設につきましても、適切な維持管理を行い、

施設の延命化と有効な利活用を図っていく必要

があると考えております。

以上が、主要施策の成果でございます。

最後に、監査結果についてでありますが、監

査委員の決算審査意見書に関しましては、特に

報告すべき事項はありません。

漁港漁場整備課は以上でございます。

○三好農村計画課長 済みません。先ほどの報

告の中で１点修正をさせていただきたいと思い

ます。

主要施策の成果に関する報告書229ページの説

明の中で、主な実績内容のところで、国営土地

改良事業負担金並びに緑資源機構事業負担金合

わせて７地区という説明をしたんですけれども、

国営土地改良事業負担金につきまして、そこに

書いてありますとおり、大淀川左岸地区外６地

区ということで計７地区、それ以外に緑資源機

構が１地区ということで、合わせて８地区でご

ざいましたので、おわびして訂正させていただ

きます。

○十屋主査 執行部の説明が終了しました。委

員の皆様から質疑をお願いいたします。

○徳重委員 229ページ、農村計画課にお尋ねし

ます。土地改良事業が進められておるところで

ありますが、施策の成果等ということで、畑か

んが大分進んでおるところでございまして、産

地づくりの386ヘクタールが既に整備がされてい

るということで、大型の産地づくりということ

ですが、どういう作物が、どのような形で、ど

れぐらいの面積でやられているか示していただ

くとありがたいです。

○三好農村計画課長 まず、整備面積の話でご

ざいますけれども、先ほど委員おっしゃった386

ヘクタールにつきましては平成21年度分という

ことでございます。全体で言いますと、上に進

捗状況の表がございますけれども、平成21年度

までに7,531ヘクタールの畑かん整備を行ってい

るところでございます。

また、産地化に向けての取り組みでございま

すけれども、新品目あるいは既存の作物の拡大

ということでございまして、新品目等で言いま

すと、盆地ではイチゴ、アスパラガスといった

ものが新規作物として導入されておりましたり、

最近は特にお茶の増植が多いわけでございます

けれども、そういった中で今後畑かんの施設を

活用した散水なり防除に取り組んでいかれると

いうことでございます。
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○徳重委員 私は鹿児島県の頴娃町に視察に

行ったことがあるんですけど、畑かんをやって

いらっしゃって、ニンジンとか里芋とか根菜類、

露地野菜といったものがすごい面積でやられて

おるわけです。宮崎県の場合はなかなかそうい

う団地ができていないような気がするんです。

相当な経費をかけてここまで通水できたわけで

すから、これを産地化して量販店との契約やい

ろんなことを考えてやらないと、全く意味がな

いと思うんです。イチゴ、アスパラとおっしゃ

いましたが、アスパラでもいいかと思うんです

―ある程度の面積と質量がそろわないと産地

化にならないと思うんです。今までかなりの面

積、7,531ヘクタールというすごい面積なんです。

これが集団的にやられている地区があれば教え

てくださいませんか。

○三好農村計画課長 今、委員おっしゃったと

おりでございまして、要するに大規模畑作の推

進が今後の大きな課題であろうと思っておりま

す。そういった中、今年度から、近年の業務用・

加工用野菜の伸びといったものをとらえて加工

施設工場の計画等もありますし、実際できてお

ります。そういった中で、定時に定量・定質の

ものを持っていくということになりますと、畑

かん等の水を有効に活用して、特に定植、発芽

の促進という部分も含めて、大規模の畑作農業

の活用について今後進めてまいりたいと考えて

おります。

○徳重委員 そういった形で進めていただかな

いと、せっかくの投資額が無駄になると思いま

すので、ぜひ前向きにお願いしたいと思います。

238ページの農地・水・環境保全向上対策事業

についてお尋ねをしたいと思います。１億4,900

万ということで、前年度を2,000万上回っておる

わけですが、これは非常に喜ばれる事業かなと

思っています。今、農村では、高齢化してしまっ

て、水の管理、水路の管理、あるいは農道の整

備その他、これの維持管理に出る人がいないん

です。農家さんも高齢化して非常に困っていらっ

しゃる中で、この補助は農家にとって非常にあ

りがたいわけですが、この事業は来年までです

か、この事業はいつから始まっておるんですか、

ちょっと教えてくださいませんか。

○宮川農村整備課長 農地・水・環境保全向上

対策、平成19年に始まってございます。５年間

の対策ということで実施しておりますので、23

年度までの対策ということになっております。

○徳重委員 23年度ということであと１年ある

ということですが、これが継続されないという

ことにでもなりますと、またもとの姿に返って

しまう。今までいろんな形で、周りの人たちの

支援をいただいたり、使役する人たちの日当を

払ったりすることで今日何とか維持ができてい

る。まだどんどん少なくなっていく中で、農地

の維持管理が不可能になるだろうと予想するん

ですが、継続の可能性があるかどうかお尋ねし

ます。

○宮川農村整備課長 この制度につきましては

民主党のマニフェストのほうにも掲げられてお

りますし、来年度予算につきましても増額とい

うことで進められておりますので、継続する可

能性は高いと考えております。

○徳重委員 ありがとうございます。ぜひ前向

きによろしくお願いをしておきたいと思います。

○福田委員 主要施策の238ページ、農業集落排

水事業は長い歴史があるんですが、環境美化に

は非常に効果があったと思います。先般、環境

森林部でも同じことをお話ししたんですが、都

市下水と農業集落排水事業と合併処理槽と３つ

で、今、県央部ではやられておるわけでありま
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すが、特に農村部の人家連檐地区においては農

業集落排水事業で来ました。しかし、過去を見

てみますとかなりランニングコストが高いなと

見ておりまして、今、国のほうでは―農水省

と厚労省の関係は別でしょうけど、受益者は同

じですが―合併処理槽に対してかなり力を入

れ始めた。ランニングコストが安いということ

でございます。引き続き農政サイドではこの事

業でやられるのかどうか、後のランニングコス

トを考えて。むしろ受益者である農村集落は合

併処理槽の設置を望むんではないか、こういう

気持ちがありますと同時に、特に地元の宮崎市

等におきましては、従前は合併処理槽について

県と同じように補助金を出して農村集落をやっ

ておりました。今度は市独自に設置をして、農

村集落排水事業と同じように使用料をいただく、

新年度こういう方式に変わってきていました。

この辺から見て整合性や将来の受益者のランニ

ングコストを考えた場合、今までずっとやって

きた長い歴史があるんですが、どのようにお考

えですか。これは縦割り行政の問題からも来る

んですが。

○宮川農村整備課長 生活排水処理につきまし

ては、委員御指摘のように３つの事業でやって

ございます。これをどの事業でやるかというこ

とにつきましては、市街化であれば公共下水道

―これまで区域を分けてやっていたわけです

けれども、今はどの施設が一番合理的かという

ことで、地元の市町村の判断でやっていくこと

になっております。特に集落排水につきまして

は、21年度までは実施しましたけれども、今後

市町村からの要望がないです。今後は施設の補

修、改修といった面も含めてやっていく。あと

は接続率です。これまでつくった施設に対する

各家庭からの接続を高めていく、そういったも

のに特化していくことになろうかと思います。

委員おっしゃるとおり、市街化区域以外のとこ

ろは合併浄化槽に進んでいくのではないかと考

えてございます。

○福田委員 ぜひ、その辺は受益者の立場から

よりよいものを選択をしていく、もちろん市町

村行政も絡んでくるわけですが、お願いをして

おきたいと思います。

もう一つ、242ページでございます。後段のほ

うに漁業取締監督２億9,400万、検挙件数１件、

「うなぎ稚魚関係」と書いてございます。これ

は私が考えるに内水面振興公社の関係かと思う

んですが、その辺詳しく説明をお願いしたいん

ですが。

○鹿田水産政策課長 漁業取締監督費でござい

ますけれども、内容としましては、海面の船舶

を使った取り締まりに係る経費、その他漁業免

許とか、県が行っています許認可関係の手続に

係る部分、それから、お話にありましたシラス

ウナギに関します内水面振興センターへの単年

度の貸付金、それから振興センターに補助して

おります密漁防止関係の事業が含まれておりま

す。多額に上っておりますところは、船舶の運

営費、船舶の定期検査の費用、最も大きいもの

が、予算の枠組みとしては内水面振興センター

への貸し付けとして２億8,000万ほどの枠をとっ

ておりまして、実行としては１億4,000万の単年

度貸し付けを行っています。ここが一番大きな

内容となっております。

○福田委員 過去いろいろこの問題は論議をし

てきたわけでありますが、私が衝撃を受けたの

は、ウナギは、主として本県においては稲作転

換からスタートしたんです。これは昭和40年代

の後半の稲転事業です。それを記憶している人

は少ないんですが、米余りから水田を養殖面積
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に変化させていったわけです。それで養鰻漁業

協同組合等もできておったんですが、一昨年で

すか経営不振で解散をされました。今、主とし

て関係されておるのは大手の問屋さんが２～３

社かなと見ているんです。もともとの農家の出

身の養鰻さんは少ないんですが。内水面振興公

社との関連でずっと漁業取締監督だけでやって

いけるのかなと思って。

内容的には貸付金ですから、その中を聞きた

いと思うんですが、内水面振興公社が採取した

シラスの水揚げ金額、そしてそこで漁業取り締

まりに必要とする警察官ＯＢあるいは臨時的雇

用があるんですが、その辺の経費を差し引いた

場合どういう形になるものですか。

○鹿田水産政策課長 センターの業務としまし

ては、11月か12月ぐらいから始まりますシラス

ウナギのシーズンの採捕活動―これは歳入に

つながるものですけれども―に要する支出も

ございます。それ以外に取り締まりの警備関係

に係る経費と人件費を含めた運営経費がありま

す。今、お話にありました、歳入に係るシラス

ウナギを採捕するための経費分は、どれだけの

頻度で操業するか、操業期間はどれだけかにも

よりますけれども、7,000万前後と考えておりま

す。

○福田委員 私は設立時点から、取り締まりの

あり方は、内水面振興公社とは分けて、むしろ

警察で対応してもらうほうがより効果的ではな

いかということを、当時水産庁から来られてい

た、当時は漁政課長と言っていましたか、お話

ししたことがあるんです。その辺からしますと、

これがずっと続いていくのは県としてもかなり

無理があるのかなと考えておりまして、取り締

まりも大事です。だけど、今のＯＢだけで取り

締まりができるかどうか。もう一つ、シラス採

捕で供給も絡んできますが、これも大事です。

この辺を一回内部で整理されて、仕事をしっか

り区分けされる時期に来たのかなと見ておりま

す。長いこと続いておりますね、10年以上です

か。

○成原漁業調整監 委員も御存じのように、当

時は、いわゆる暴力団、反社会的勢力が大淀川、

一ツ瀬川という２大河川に入ってきて、採捕協

議がうまくいかなかったということで内水面振

興センターが設立されたという経緯を背負って

おります。現状としては、その２大河川につい

ては密漁はほぼ排除された。これは、内水面振

興センターが採捕という供給行為と同時に警備

をやっていることで成り立っていると考えてお

ります。ただ、２大河川は抑えることができた

んだけれども、ほかの河川はまだまだあるとい

うことで、今、県と振興センター、当然県警も

ですけれども、連携し合ってそれを抑えていこ

うと考えておりまして、養鰻の振興という面か

ら言えば、センターだけの供給ではなくて、一

般採捕者の供給も含めて安定供給をしていく体

制が今後とも必要だと考えております。

○福田委員 おっしゃるとおり両業も必要なん

ですね。しかし、それを未来永劫に県行政とし

てサポートできるかということを私は心配して

いるんです。かつて関係した一人としましてね。

内水面のウナギ養殖の振興と、暴力団が介入す

るシラスの採捕の取り締まりを区分けしてやっ

ていただくと、かなり皆さん方の業務もすっき

りして悩みが減ってくるんではないかと、こう

いうふうに見ておるわけであります。なおかつ、

内水面振興センターで採捕したシラスの池入れ

量と、県外、場合によっては海外から入ってく

る池入れ量を見ますと、ベースにはなりますけ

ど、圧倒的に県外とか海外のものが多いですね。
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その辺からもそういう時期に来たのかなと、長

いことやってますからね。そういうことを感じ

ましたので、久しぶりに農水に来ましたから、

「漁業取締監督」となってましたから、いろい

ろ表示の仕方があるもんだなというふうに感じ

ました。以上でございます。

○権藤委員 主要施策の238ページ、②のところ

で、先ほども徳重委員が―年限は19年から23

年ということでありましたが、中身を見てみま

すと、297地区のうちに宮崎市南部地区と、それ

から説明書きの②のほうを見てみますと、「非農

家も含めた地域の活動組織による共同活動が展

開されている」、こういったことを含めて、宮崎

市南部地区の部分については21年度に始めた事

業なのか、概要をお聞きしたいと思います。

○宮川農村整備課長 調べますので、お待ちく

ださい。

○権藤委員 245ページですが、④のところで、

これも同じように、「漁業者グループが地域と一

体となって実施する操業の効率化や付加価値向

上等の新たな取り組みを支援した」ということ

であるんですが、左側の「みやざきの魚」８品

目とか３件とか４件とか、ここら辺にかかって

くるのかなとも思うんですが、ここで表現して

いるものと左側の事業内容、特に「漁業者グルー

プが地域と一体となって」、これは消費のことも

含めているのかなとも思うんですが、左側の事

業との関係で説明をお願いしたいと思います。

○鹿田水産政策課長 表記がわかりづらくて申

しわけありません。④につきましては、左側の

下のほうにあります地域漁業経営改革支援事業

の成果ということでございます。中身としまし

ては、漁業者グループが地域の漁協などと協力

して取り組む活動について県が支援するという

ことでございます。平成21年度につきましては、

延岡漁協のシイラまきを行っております漁業者

のグループに対しまして、漁獲物の高鮮度化、

鮮度維持ということで、魚を入れる海水を冷却

する装置の整備について支援をしております。

そのほか島浦町の漁業グループにつきましては、

加工に要します施設の整備その他行っておりま

す。

○権藤委員 わかりました。

○宮川農村整備課長 先ほど委員のほうからお

問い合わせの宮崎市南部地区の農地・水・環境

保全向上対策でございます。これは19年度当初

から行っているということでございます。参加

者が、農業者が866名、そのほか非農家といたし

まして自治会、ＪＡ、学校、ＰＴＡが参加して

おりまして、作業といたしましては排水路とか

農道の保全管理といった活動を行っているとこ

ろでございます。交付額といたしましてはかな

り大きくて、1,700万程度が行っているというこ

とでございます。

○権藤委員 地区名としては木花ですか。

○宮川農村整備課長 宮崎市南部芙蓉の会とい

う、南バイパスの近くでございます。

○髙橋委員 244ページ、水産政策課にお尋ねし

ます。沿岸漁業改善資金貸付で、要件緩和をさ

れるのかされたのか。されたのであれば、いつ

からの施行で―執行率が10.3％ですよね。い

ろいろ要件緩和をするということで、部長も議

場で答弁されました。いま一度確認お願いしま

す。

○鹿田水産政策課長 要件緩和の対象を10トン

未満から20トン未満の船に拡大するという内容

と、上限の貸付金額を2,000万から3,000万に引

き上げる。これはことしの９月に行っておりま

す。

○髙橋委員 22年９月に要件を緩和したという
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ことでありますね。まだ効果はあらわれてませ

んか。

○鹿田水産政策課長 これから広報にも努めま

して効果を期待したいと思います。

○髙橋委員 一番下の漁業共済普及促進事業で

すが、漁業共済掛金補助金件数ということで、21

年度70件実績があるみたいですが、漁業共済は

加入率が悪いというふうに伺ったんです。中身

がどうのこうのは問いませんけど、中身が複雑

で掛金も高いということで。加入すべき人がこ

れだけいて、これだけ入っているという加入割

合はわかりませんか。

○鹿田水産政策課長 まず、ここに書いており

ます70件という数字につきましては、この事業

が共済の中の赤潮特約という養殖漁業者さん向

けの契約をするに当たっての支援ということ

で、70件となっております。

共済全体の話ですけれども、本県に小さなも

のを含めて1,400ぐらいの経営体がございまし

て、そのうちの４割ぐらいが加入しているとい

う状況です。ただ、共済に加入する価値がある、

操業日数がある程度長い30日とか50日以上ある

とか、船のトン数が１トン以上という対象を絞っ

た場合、85％程度の加入率です。共済組合がマー

ケットと呼んでいる営業対象の経営体の加入率

を出した場合は85％、ただし、すべての漁業者

さんがどれだけ入っているかを見たときは４割

程度となっております。

○髙橋委員 わかりました。

これは来年度以降のことになるんでしょうけ

ど、私もちょっと質問しましたが、所得補償の

関係で共済がベースになりますよね。だから100

％にしていくことになると思うんですけど、そ

ういう考え方でいいんですよね。

○鹿田水産政策課長 共済には「積立ぷらす」

という制度もありますが、それの加入を上げて

いくというのが基本的考えでございます。ただ、

共済制度自体のメリットは、契約者であります

漁業者さん本人が判断される部分ですので、漁

業の経営体によっては共済のメリットがないと

判断される方もいらっしゃるかもしれませんが、

行政のほうとしてはなるべく多くの方に新しい

制度に乗っていただくということでございます。

○緒嶋委員 228ページ、農村計画課、地籍調査

であります。執行率から言えば問題はないんで

すけれども、将来を考えた場合には地籍調査と

いうのは大変重要だと思うんです。まだ60％の

進捗率ということであれば、市町村の予算要求

額というのはこれぐらいのものですか。これは

国の予算の関係もあるのでかなり抑えられてお

るのか。そのあたりはどういうふうになってお

るわけですか。

○三好農村計画課長 事業費につきましては、

基本的には要望額をもとに出しているところで

ございます。確かに進捗は少ないんですけれど

も、全国的に見ますと、全体的に国土調査費が

どんどん減少している中、宮崎県としてはずっ

と予算を伸ばしてきているという状況でござい

ます。

○緒嶋委員 将来的には、相続とか固定資産の

評価とかいろいろな面で、これが進まないと国

土の整理はつかないことになると思うんです。

そういう意味では、市町村の予算の関係もある

とは思うんですけれども、将来を考えた場合に

は、地籍調査の進捗率を上げることが、日本の

国土を管理するという意味からも重要な位置づ

けになると思いますので、そのあたりの指導も

要望しておきます。

○権藤委員 またがる話でもあるんですが、委

員会資料の５ページに監査委員の指摘事項があ



- 84 -

るんですが、これは本来からいきますと、監督

員指示書とか調査職員指示書というのは作業と

並行してされるべきものなんです。それが土木

あるいは林務等でもあると思うんですけれども、

仕事がなれてくると頭の中で整理できて、やっ

てしまって監査から指摘を受けるというような

ことで、初歩的と言えば初歩的なんです。きの

うも林務のほうでアンモニア水の欄を間違えて

いたとかいうのがあるんですが、指示書等のファ

イルの点検というのは、だれかを決めて月に１

回とかやらんと、監査で指摘されるということ

は、少なくとも半年以上たってもできていない

ということだと思うんです。そういう意味では、

別に日向市漁協の例を出すわけじゃありません

けれども、通帳と印鑑は別々に保管すると

か……。指示書等については、毎月終わって１

カ月以内にはファイルしようじゃないかとか、

そういう角度からの責任者なりチェック体制が

あれば起こらないんじゃないかと考えます。こ

れは本来からいけば常識的、初歩的なミスになっ

てくるんですが、こういうのを日常的に、頭で

はわかるけれどもやらないという部分が、交通

事故じゃないですけど、そういうことにつなが

りかねないと思います。あえて議論はいたしま

せんけれども、そういう体制を各課でつくるん

だと、特に土木とか現場を持っておられるとこ

ろについてはそういう確認をぜひお願いして、

運用していただきたいということを要望してお

きます。

○十屋主査 ほかございませんか。

それでは、以上をもって、農村計画課、農村

整備課、水産政策課、漁港漁場整備課の審査を

終了いたします。

引き続き総括質疑に入りますが、準備のため

暫時休憩をいたします。

午後３時13分休憩

午後３時18分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

各課の説明及び質疑がすべて終了いたしまし

たので、総括質疑に移ります。

農政水産部の平成21年度決算全般につきまし

て、質疑はございませんか。

○髙橋委員 全般といいますか、農政企画課に

お尋ねするわけですが、農業協同組合指導費と

いう費目がありますね、単協の経営とかを指導

されているかと思うんです。どこまで言及でき

るか確認したいんですが、大まかな任務として

どんなことがあるんでしょうか。

○上杉農政企画課長 主に農業協同組合に関し

て、２年に１回、常例検査に入っております。

その中で組合の経営状況などについて検査をし

て必要な指摘をするわけですけれども、それに

関するもろもろの経費をこの中で見ているとこ

ろでございます。

○髙橋委員 例えば職員の給与まで検査すると

いうことなんでしょうか。

○上杉農政企画課長 労働基準法上の問題があ

るとかは検査しておりますけれども、ＪＡの職

員の給料が高いとか低いとかいうところまでは

やっていないところです。

○髙橋委員 そこまで言及できるかどうかとい

うことで確認したいのは、ＪＡの営農指導員と

か、農家所得を上げるために非常に重要なポジ

ションにいらっしゃると思うんです。県庁の普

及員と連携して指導される重要なポストにい

らっしゃると思うんです。

なぜこんな質問をするかというと、最近びっ

くりしたことがあったんです。50歳代で基本給

が22万なんです。大卒で直で入って営農指導
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員、46歳で25万です。一方で、役員は当該自治

体の首長よりも報酬が多いとか、そういうこと

もあったりして。基本は農家の所得を上げるた

めにという部分があるわけだから、一定程度の

意欲を持たせる賃金は支払われてしかるべきだ

と思うので、指導すべき立場にある県が、県内

に幾つかある単協の給与実態を把握しているか

どうか。どんなものでしょうか。

○上杉農政企画課長 ＪＡの職員、営農指導員

を含めた全般的な給料の平均値みたいなものは

把握していますけれども、個々戸別のところま

では我々のほうでは把握していない状況です。

○髙橋委員 徳重委員に話したらびっくりされ

て、「うちは違うよ」というような話です。農協

によって経営も違いますし、それぞれ違ってい

るのは仕方ないとは思うんですが、指導すべき

県としてそういうところまで言及ができるかど

うか。

○上杉農政企画課長 御存じのとおり、ＪＡも

農業協同組合法という法律に基づいた組合法人

であるんですけれども、民間の法人でございま

して、農業協同組合法に基づいた信用事業とか

行っていますので、経営の健全性という観点か

らの指導はもちろんやっていくわけですけれど

も、今御指摘にございましたような営農指導員

の給料も含めて、基本的には各法人の経営判断

というところがございますので、個々戸別に指

導というのは、県としてはそこまではできない

のかなと考えております。

○髙橋委員 いろいろと難しい問題なんでしょ

う。社会福祉法人のある方から聞いたんですけ

ど、随分前だと思うんですが、役員の報酬が異

常に高くて、それを指導されたというところも

あるんです。そこは上のほうをちょっと抑えろ

ということなんでしょうけど。水産関係もしか

りだと思うんです。余りにも格差があるところ

は問題点として掌握すべきかなというところで

質疑をしました。何とかならんかなと思います。

○上杉農政企画課長 社会福祉法人とかＮＰＯ

法人、いわゆる公益的な法人につきましては、

公益的な位置づけとか、税制上の特例措置が法

律上特別認められているという経緯がございま

すので、多額な役員報酬について規制するよう

な指導とか、法律上定められているところもあ

るかもしれません。そういったことは従来から

あるかと思うんですけれども、片や農業協同組

合法に基づく農協と位置づけが違うところもご

ざいますので、そこは御理解いただければと思

います。

○徳重委員 関連してお尋ねしておきたいと思

います。組合の監査を県がされているわけです

が、近ごろ、新聞ざたと言ったらおかしいんで

すが、ある程度の規模の漁協、あるいは酪農協

同組合の不祥事が発生しました。組合員の監事

さんというのもいらっしゃるんだけど、どうし

ても、農家の方だったりして詳しくないという

か、見逃すことになっているんじゃないかと思

うんです。県の場合は、農協の監査に行かれる

方というのは、その道のプロというわけにはい

かないと思うんですけど、どんな方が監査に行

かれるわけですか。

○上杉農政企画課長 農協について申し上げま

すと、私も含めて農政企画課に監査の資格証明

書が出ます。あとはうちの農協農済担当でござ

いまして、農政企画課の職員が担当しておりま

す。基本的に経営の健全性に係る監査でござい

ますので、財務会計に関する知識を磨いて、国

でも研修をやっておりますので、そこに参加す

るなどして、主に事務職の人が任命されてやっ

ておるところです。
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○徳重委員 事が起こってからでは犠牲者が出

ることになってしまいます。できるだけ犠牲者

を出さないようにしてほしいと思うわけで、小

さい組合にあっては特に内部監査的なものが十

分でないと思いますので、今後そういったこと

が起こらないようにしっかりとした監査指導を

してほしいと要望しておきたいと思います。

○権藤委員 先ほど内水面振興センターの話が

出ましたけれども、当初から、例えば警察権的

なものとか、大きな網で採捕するという特権を

持った特別な法人なんです。それに対して、手

たもでやっている人たちから見ると、非常にう

らやましいというか憎らしいというか、夜中に

寒い中で一匹一匹すくう。感情論としては本質

的に相入れないものがあるわけです。

そういう中で、ことしあたりは予定の採捕量

が確保できないということで、採捕期間を延長

したりということもやっていると思うんです

が、20年近くなる事業体であれば、採捕する場

所等についても、去年こうだったからことしも

ということもあるかもしれませんが……。自分

たちは余りシラスが来ないところで、寒い中で

ずっとやっているんだというのがあるので、皆

さんが努力をされているのは一部聞いているん

ですけれども、去年やった、こういうふうにし

てきたということを既定の事実でやると、弱い

ほうから見たら被害者的な意識になると思うん

です。そこのところの運用ルールを、内水面の

役員だけじゃなくて、それがいいのかどうかわ

かりませんが、みんなの意見を吸収するという

意味で―県でも条例をつくるときはパブリッ

クコメントとかやりますね。10年とか20年の節

目ではある程度意見を聞くことが大事じゃない

かと思いますし、もっと言えば、永続的にそう

いう事業体が存在することが、ほかの県の例と

かいろいろ検討しないといけないけど、問題は

あるんじゃないかと思いますので、今後、いい

方向に運用していく、あるいは組織を改めてい

く、あるいは効率化を考えていくとか、そういっ

たこと等については十分に検討していただいて、

不平不満が減るような方向で運営に当たってい

ただきたいということを要望しておきたいと思

います。そういう努力は幾分かしてもらいたい

と思います。

○成原漁業調整監 簡単に述べさせていただき

ますけれども、あの当時は内水面振興センター

という形で秩序維持して安定供給することが養

鰻の一つの対策であったと。その安全という効

果については一般の手たもの方も享受されたと

思います。ただ、状況がだんだん変わってきま

して、秩序もだんだん維持されてきているじゃ

ないかという御意見もあるのは伺っております

ので、数年前から、センターが袋網を使わない

場所については、一般の手たもの方に開放する

という対策も徐々に打たせていただいておりま

すので、今後とも内水面の組合の方々と一般の

採捕者の方々と共存できるような振興センター

を目指していかなければならないし、収入の安

定の面もあわせて対策を打っていかなければな

らないと考えております。

○権藤委員 相入れないものがあるのは今も昔

も変わらんと私は認識しています。しかし、そ

れだからこそもっと対話とかを深めてもらうこ

とを要望しておきたいと思います。以上です。

○緒嶋委員 農政でも総合計画というか長期振

興計画というか、そういうのは各部それぞれつ

くるわけですね。行政の中で、計画があって、

目標があって、体系的にいろいろと進められる

のは正しいと思うんです。ただしかし、それが

絵にかいたもちであれば、何のための長期計画
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かということになるわけです。特に農業の場合

は自然災害、今度のような口蹄疫とか、何が起

こるかわからんので、計画どおりいかないのが

計画かもしれません。しかし、目標がそれでは

いけないわけですね。

今後においては、先ほど認定農業者数も減っ

てくるだろうと言われました。そうなれば、長

期計画というものは発展的なものでないといけ

ないのが、逆に縮小した計画にならざるを得ん

面も出てくるわけです。それをカバーするのは

何かということになると、地域では、耕作放棄

地もますますふえるだろう、それを防ぐために

は集落営農的なものにある程度目標を絞って、

地域の活性化、共同の力で地域を守るという方

向性を見出しながら―中山間地は特にですが

―そういう方向に持っていかなければ、予算

の執行率は98％、100％と言っても、結果として

農村が衰退すれば、予算どおりやりましたとい

うことでいいのか。地域住民、県民のために県

の予算はあるわけですので、県民が豊かになる

ためにはどうするかという視点でないと、予算

執行が正しければすべてそれでいいんだという

ことではなくて、将来的なビジョンを持ちなが

ら、予算のあるべきものを模索する。これは国、

県、市町村もですが、そういうものを明確にし

ながらやらんと、自己満足の評価だけではいけ

ないというふうに思うんです。

今後の予算の組み方についても、特に口蹄疫

というのが発生したら―かつては3,900億あっ

た農業生産額も、今は3,100億前後でしょう。そ

ういう中では宮崎県の将来は縮小の方向しかな

い。グローバルに海外にも打って出て所得を上

げる努力はするけれども、それもしりすぼみの

可能性もあるわけでありますので、こういう決

算をもとに、重要な役割を果たしたとか評価の

文面はすばらしい文面でありますけれども、結

果としては農村は衰退の一途をたどるんじゃな

いかという気がしてならんわけです。将来を見

越しながら予算執行をやっていく方向でないと、

職員のための自己満足の評価ではどうにもなら

ないという気がするんです。「集中と選択」とい

う言葉もありますので、今後はそういうものを

十分考えながら、本当に県民のための予算か、

住民のための予算かというような視点をもう

ちょっと含めながら―長期計画も今度また考

える。知事がかわるのに、今長期計画が進行し

ておる。これも時期的にちょっと問題が出てき

たわけですが、そういうことを含めた場合、農

業に関して言えば、決算をもとに次年度にこれ

をいかに生かすかというのが大きな命題だと思

うんですけれども、このあたりはどういう認識

を持っておられますか。

○上杉農政企画課長 まさしく委員の御指摘の

とおりだと思います。いずれにいたしましても、

昨年から長期計画の見直しの作業を進めており

まして、本年度中に策定をするという段階です

ので、ことしはまさしく御指摘のとおり節目の

年でございますので、今のような執行状況を踏

まえ、国の施策も大きく変わる中で、宮崎県に

合った本当の姿というものを、もう時間がない

わけですけれども、しっかり検討して計画をつ

くっていきたいと考えております。

○緒嶋委員 ぜひそういう視点を持ってやらん

と、予算執行が100％近く、これで十分ですとい

うことじゃなくて、やはり県民が本当に豊かに

なり、宮崎県民でよかった、住んでよかった、

農業してよかった、漁業してよかったというよ

うな方向に持っていかなければいかんわけです

ので、そういう視点を十分踏まえながら、長期

計画も予算もそういう認識のもとに、皆さんが
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同じ気持ちで努力していただくことを強く要望

しておきます。

○権藤委員 今、緒嶋委員が言われたのは、民

間の場合には利益とか赤字とかですぐはね返っ

てくる。半年単位で見ていく、あるいはそれを

管理するためには毎月管理するとかですね。そ

れが県とか市となってくると、農家と農協があっ

て、その上にまた県の農業政策があるというこ

とで、失礼ながら、幾分か感じる部分が鈍くな

るんじゃないか。それを一番反省するのは決算

であり、また予算にそれをつなげていかなきゃ

いかんというふうに思うわけです。そういう意

味では、やはりまだ官公庁におかれては民間感

覚の感度がよくないと思っておりますので、ぜ

ひそのあたりについては最寄りの出先機関等と

よく議論をして、政策や執行に注意を払ってい

ただくことがもっともっと必要じゃないかと感

じますので、よろしくお願いしたいと思います。

以上です。

○十屋主査 それでは、以上をもって農政水産

部を終了いたします。

執行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時39分休憩

午後３時45分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、審査の最

終日に行うことになっておりますので、10月４

日の13時30分に行いたいと思いますが、よろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

そのほか何かありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後３時46分散会
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平成22年10月４日（月曜日）

午後１時29分再開

出席委員（９人）

主 査 十 屋 幸 平

副 主 査 河 野 安 幸

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 福 田 作 弥

委 員 星 原 透

委 員 権 藤 梅 義

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 髙 橋 透

委 員 岩 下 斌 彦

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 花 畑 修 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

○十屋主査 分科会を再開いたします。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、よろしいでしょうか。

それでは、議案第24号についてお諮りいたし

ます。

原案のとおり認定することに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 異議ありませんので、原案のとお

り認定すべきものと決定をいたしました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。

主査報告の内容として御要望はありませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時29分休憩

午後１時34分再開

○十屋主査 分科会を再開いたします。

主査報告につきましては、正副主査に御一任

いただくということで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、そのようにいたします。

そのほか何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○十屋主査 それでは、以上で分科会を終了い

たします。

午後１時34分閉会




